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海洋は地球全体の面積の 7害ljを占め，その広さ，包蔵する膨大な資源等により，将来の人間社

会発展の源として極めて大きな可能性を秘めております。また，近時世界的な論議の対象となっ

ている地球環境問題にも大変大きなかかわりをもっております。 200海里経済水域の面積が世

界第6位，約450万krrlに達している我が国においては，海洋開発は我が国の将来に大きな役割

を果たすものと期待されているとともに，地球環境問題への貢献は国際社会における我が国の

重要な責務と考えられます。

海洋科学技術センターは，我が国の海洋科学技術の向上を目的として，昭和46年10月，産

業界，学会，政府の協力のもとに民間発起の認可法人として設立され，以来，基盤的・先端的

な研究開発フ。ロジェク卜の推進，大型施設設備の供用，海洋開発関係の研究者・技術者の研修

及び情報の収集・提供等の事業を通し，我が国の海洋科学技術の発展に寄与してきたものと考

えております。

平成元年度には， 2000m潜水調査船「しんかい 2000」及び3,300mまで潜航可能な無人探

査機「ドルフィン 3K」による深海調査研究により，沖縄トラフ海域の伊是名海穴において，

我が国周辺海域で初めて，熱水を勢いよく噴出する「ブラックスモーカー」を発見する等の成

果を挙げました。

また，水深300mにおける深海潜水作業技術を確立するため，海中作業実験船 「かいよう」に

よる 300m有人潜水実験を実施し，所定の成果を得ました。さらに， 6500m潜水調査船「しん

かい 6500」を完成させ，その潜航深度試験の結果最高深度 6,527mと，現在稼働中の有人潜

水船として最高の潜水能力を持つことを実証しました。

一方，地方自治体等の協力による研究開発についてもその推進を図っており，地域共同研究開

発としてサンゴ礁造園技術の研究開発等を実施いたしました。 以上に加えて，海洋の総合的

調査観測の担当機関として，科学技術振興調整費による「南大平洋における海洋フ。レート形成

域（リフト系）の解明に関する研究」及び 「太平洋における大気海洋変動と気候変動に関する

研究」も実施いたしました。

近年国際社会において，我が国の科学技術に対する期待が次第に高まってきております。当

センターとしては，独自に，あるいは国内，さらには米国をはじめとする各国の研究機関等と

協力しながら，地球環境問題を含め，海洋現象の解明に努めていきたいと考えています。その

際，我が国のエレクトロニクスや基礎的な素材を十分に活用することも国際社会に貢献し国

内外の各方面からの期待に応えるうえで重要なことと考えております。

この年報は平成元年度に当センターが実施した諸事業をとりまとめたものであり，これによ

り，当センターの活動及び海洋科学技術の研究開発について，皆様方の御理解を深めて頂けれ

ば幸いに存じます。

平成 2年 9月

海洋科学技術センター

理事長内田勇夫
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第 1章総説

1.事業概要

海洋科学技術センターでは，我が国の海洋開発

推進のために，内外の関係各機関との緊密な連携

と協力のもとに，平成元事業年度も，研究開発事

業，研修事業，情報業務及び施設 ・設備の整備と

供用等の事業を実施した。

各事業の概要は，次のとおりである。

( 1) 研究開発事業

当センターでは，研究開発の目的，内容，進捗

状況を勘案し，プロジェクト研究，特別研究，経

常研究に区分し，年度当初に策定した計画に従っ

て研究を行うとともに，年度途中において，情勢

の変化や自由な発想に基づく創造的な研究を随時

実施できるよう柔軟な体制で，研究開発を行って

いる。また，内外の関係機関の要望や協力の下に，

受託研究及び共同研究を行っている。

平成元事業年度に実施した各研究開発事業は，

次のとおりである。

1)プロジェクト研究

当センターでは，経済社会の発展に重要な役

割を果たす研究成果に基づ‘き，実用化を目途と

する研究開発計画の設定が可能な研究をフ。ロジェ

クト研究として推進することとしており，平成

元事業年度には，次の 13テーマをプロジェク

ト研究として実施した。

① 深海調査研究

② 有人潜水調査船システムの研究開発

③ 6500m潜水調査船の開発建造

④ 6500m潜水調査船支援等船舶の開発建
、外て

k 
⑤ 救難・事前調査装置の研究開発

⑥ 水中画像伝送システムの開発

⑦ 無人探査機の研究開発

⑧ 海洋エネルギ一利用技術の研究開発

⑨ 海域制御技術の研究開発

⑩ 海洋観測技術の研究開発

⑪ 低周波音響利用技術の研究

⑫ 潜水作業技術の研究開発

⑬ 地域共同研究開発

2）特別研究

当センターでは， 経常研究を基盤とした応用

段階あるいは，プロジェクト研究への中間段階

として位置づけられる研究を特別研究として推

進することとしており，平成元事業年度には，

次の4テーマを特別研究として実施した。

① 深海試料の保存及び深海微生物の培養に

関する基礎研究

② 「しんかい 2000」システムの改造に関

する研究開発

③ 海洋実験基地の調査研究

④ 多方向波浪に関する研究

3）経常研究等

当センターでは，プロジェクト研究及び特別

研究の基礎的あるいは補充的役割を果たすこと

を目的とした研究を経常研究として推進するこ

ととしており，平成元事業年度には，合計19

テーマの経常研究を実施した。

4）受託研究及び共同研究

当センターでは，海洋科学技術に関するもの

で，センターにとって実施することがセ’ンター

にとって有益であり，他機関から実施を依頼さ

れた研究を受託研究として行うこととしており，

平成元事業年度には， 9課題， 13テーマの受

託研究を実施した。

また，他機関と共同して行うことにより，経

費の削減，研究に要する期間の短縮及び優れた

研究成果があげられる研究を共同研究としてお

こなうこととしており，平成元事業年度には，

21テーマの共同研究を実施した。

(2) 研修事業

当センターでは，研究開発の成果を広く一般に

普及し，我が国における海洋開発の推進に必要な

人材を養成するために研修事業を行っており，平

成元事業年度には，潜水技術等に関する研修を実

施した。

(3) 情報業務

当センターでは，海洋科学技術情報の専門セン

ターの役割を果すために，海洋科学技術に関する

調査並びに文献情報の収集，加工及び提供等を行っ

ており，平成元事業年度には，海洋開発における

新動力システムの調査，文献情報の収集，提供，

試験研究報告の発行等を行った。

(4) 船舶等の運用業務



当センターでは，上記の各事業を推進するため

に， 2000m潜水調査船システム（しんかい2000」，

「なつしま」及び陸上整備場），無人探査機「ド

ルフィン 3K」及び海中作業実験船「かいよう」

を保有しており，平成元事業年度におけるこれら

の船舶等の運用実績は次のとおりである。

1 ) 「しんかい 2000」

駿河湾，相模湾，伊豆，小笠原諸島周辺海域，

沖縄トラフ及び日本海等において計57回の潜

航調査を行った。

2) 「なつしま」

「しんかい 2000」の潜航支援のために，計

6回の航海を行ったほか，「ドルフィン 3K」

の運用訓練及び海洋調査等のため， 4回の航海

を行い，平成元事業年度の総航海日数は230日

となった。

3) 「ドノレフィン 3K」

海洋調査等のため，駿河湾，伊豆・小笠原諸

島周辺海域等において合計 18回の潜航を行っ

た。

4) 「かいよう」

潜水作業技術の研究開発等のための実海域に

おける実験，調査及び観測のため，平成元事業

年度には，計 14回の航海を行い，総航海日数

は254日となっ7こ。

(5) 施設・設備の整備と供用

当センターでは，海洋科学技術に関する各種研

究開発を行う上で，共通に用いられる各種大型共

用実験施設・整備を保有しており，平成元事業年

度における全施設等の延べ使用日数は， 820日で

あり，うち自らの研究開発等に 600日，また，外

部関係諸機関の要望に応えて， 220日間共用に供

した。

2.組織と定員

本年度の組織及び定員は，表－ 1に示すとおり

である。

定員については， 6000m級潜水調査船の運航

準備のためノfイロット 2名，整備員及び潜航支援

員のそれぞれ1名の増員を行った。

なお，本年度末の定員は，役員 10人（内非常

勤5人），職員 151人の合計 161人（前年度末148

-2-

人， 4人増員， 1人減員）となった。



組織及び定員（平成元事業年度）

定 員

役 員 10 （内非常 広報室

職員 部勤5一一）｜一斗ト「ト総経契」 務 部
151 理課

会長

理事長 ← 

理 事

~ 

「総務 約課

トー工 務 課

一調 査 役

「企画課
」企画・管理室ーイ

」計画管理課

「第l研究グループ
←深海研究部一一一→

しー第2研究グループ

「第1研究グループ

ト深海開発一一ーし第2研究グソレープ
技術部 「月コ 削ー

←運

」第3研究グループ

「 運 航 課

術課ト技

航部ーー--j 2 K 司令

L_  6 K 司令

第l研究グループ

第2研究グループ

発 トー第3研究
研究部 ｜ 

第4研究グループ

第5研究グループ

第I研究グループ

ト 第2研究
←潜水技術部一一一一寸

ト参 事

第3研究グループ

第4研究グループ

研修室

情 報 室
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人事，給与，厚生，文書，庶務

広報，初島海洋資料館

予算，決算，用度

契約

施設設備の保守，供用，安全管理

業務運営に関する調査

表 －1 

業務の基本的運営方針，研究開発の企画立案，調
査，事業計画作成，国際交流等に関する業務

研究開発計画の管理，受託，共同研究，特許等の
業務

深海の微細地形，微細地質構造に関する調査研究

深海の物理 ・化学的及び生物 ・水産に関する調査
旬T'n.

6000m級潜水調査船システムの開発
2000m潜水調査船システムの評価改良

水中音響技術及び音響調査観測機器に関する試験
旬T;tも

無人探査機，海中作業機器，海中通信，海洋調査
等海洋工学技術の研究

潜水調査船及び支援母船並びに海中作業実験船の
運航に関する業務

潜水調査船及び支援母船並びに海中作業実験船の
整備等に関する業務

潜水調査船「しんかい 200」の操縦，整備に閲
する業務

6000m級潜水調査船の運航準備

波力エネルギ一等の総合利用技術に関する研究

海中構造物，海域制御技術並び．に海中構造物に係
る係留技術に関する研究

海洋環境の物理的化学的な観測 ・保全技街に関す
る研究

海洋環境の生物的生態学の観測・保全技街に関す
る研究

海洋環境の電子工学的な観測・保全技術，海洋観
測センサーに関する研究

海中における作業等海中技術に関する試験研究

潜水機器に関する試験研究

海中における人体生理・心理等海中医学に関する
試験研究

実験動物による高圧生理学の研究とその応用分野
に関する試験研究

潜水技術等海洋科学技術に関する研修

民間協力団体との連絡，寄付金及び出資の募集並
びに賛助会の業務

海洋科学技術情報の収集・分類・整理・加工・提
供・保管



3.予算と決算

平成元事業年度は，海洋開発に係る科学技術に

関する研究開発等総合的試験研究並びに研修及び

情報等の事業を本格的に推進するため，収支決算

では， 11,181百万円の収入決定及び 10,933百万

円の支出決定等で新たに百万円の決算剰余金が生

じるとともに，財務諸表では， 66,160百万円の

資本金を有することとなる一方で，当期損失金

5,309百万円が新たに生じたため，欠損金総額は

38,813百万円となった， （巻末「資料」編参照）

なお，昭和61事業年度以降の予算の推移を表－

1に示す。

(1) 資本金

平成元事業年度においては，昭和63事業年度よ

り8,874,000千円を増資し， 66,160,192千円となっ

た。この増資は，政府出資金によるものである。

なお，出資金の増加状況を表 2に示す。

(2) 資本剰余金

平成元事業年度末における資本剰余金総額は，

3,149,972千円である。

(3）契約

平成元事業年度における契約実績のうち主なも

のは次のとおりである。

研究開発費関係では，潜水調査船「しんかい

6500」の救難及び事前調査を目的として，支援等

船舶「よこすか」に搭載すべき 10000m無人探査

機の詳細設計の契約を締結した。

業務運営費関係で、は，例年どおり 「なつしま」

海中作業実験船「かいよう」の運航管理業務，

2000m潜水調査船「しんかい 2000」の中間検査

工事等について契約を締結した。

なお， 60事業年度以降の契約実績（支出原因）

は表 3のとおりである。

表 l 予算推移
（単位・億円〉

120 
116 

:::c:: :mm巾：ι
90「一一一 一一－86－－ーい一一← 一一m－←

::t~ 巴：：二二
50ト～←一一一←ー←ー ←←一一一← ← ←← ← 

40トー←一一一一←ー← ー←ー← ーー←ー←一一一一←ー←ー ←－ 

30トー←一一一一←ー← 一一←ー←一一一←← ←←ー←

20ト ←ー一一 ← ←一一一← ← ← ← ← ←一一一←

55 62 79 90 81 
10ト ← ←ー←ー ← ← ← ← ← ←一一一←

。
61 62 63 

仁二コ政府出資金

仁二コ国庫補助金

Eヨその他

元年度 2年度

表－ 1 出資金の増加状況
（単位．千円）

区 分 63事業年度 構成比率 元事業年度 構成比率
（%） （%） 

政府出資金 57,256,192 99.1 66,130,192 99.1 

民間出資金 30 000 0.1 30,000 0.1 

計 57,286,192 100 66,160,192 100 
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表 3 契約（支出原因）状況年度別推移

A 仁3

年度
契約金額

60 
2,638,168 

61 12骨,475,000 
3,987,127 

63 6命,200,000 
3,495,521 

63 
2,716,291 

ブE
2,893,241 

4. 土地と建物

( 1）土地

計 話十・豊富扱び工事契約

件数 契約金額 件数

(4,482) 

114 286,220 8 

(4,393) 
2 
107 179 285 17 

(4,647) 

165 511,720 32 

(4,707) 

122 366,300 11 

(5,118) 

130 477,770 19 

昭和47年4月，国から神奈川県横須賀市の国有

（単位：千円）

物件その他の契約
備 考

契約金額 件数

2,351,948 106 

1.件の数契1件約金20額0万及円び以契上約

12⑮ ,475,000 2 
2.数（）内は，全契約件

3,807,842 90 
3. 変更契約件数は除

6⑮ ,200,000 
く

1 4. ⑮は債務負担行為
2,983,801 133 

2,349,991 111 

2,415,471 111 

地40,159. 57 rrfの現物出資を受けた。また昭和55

事業年度以来工事を進めていた，センタ一地先の

埋立工事は，昭和57事業年度に 18,391. 84 rrfを竣

工させ，昭和58事業年度には国から 855.99 rrfを

研究施設の整備状況 （単位 nf)

建 匡 区 分 建屋面積 整備年度 建 屋 区 分 建屋面積 整備年度

海中環境訓練実験棟 1,586.64rrf 4年7度年度及び50 高圧実験水槽棟 622.33rrf 50年度

海洋工業棟 1,535.54 47年年度度および52 情 報 棟 796.50 51年度

潜水技術棟 430.29 47年度 特 J.li] 食 戸主u邑， 198.69 ，， 

ユーティリ受テ電ィ所プ 330.00 ／〆 載的シュミレータ一棟 202.05 52年度ラント・

海洋工学実習棟 584.88 ，， 動物実験棟 754.84 54年度

海洋工学実験棟 3,000.00 47～48年度 潜水呼吸器試験室 54.08 55年度

潜水訓練プール棟 1,569.57 48年度 潜水調査船整備場 1,606.72 5平8年成度元及年度び

ガスパンク棟 309.33 4年8度年度及び53 海洋実験機材保管庫 112.18 59年度

廃棄物処理棟 153.90 48年度 潜変水電調棟査船整備場 72.0 62年度

共同研究・研修棟 2,249.93 49年度

i仁コ'>. 16 169.47 rrf 
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研究施設等配置図

購入，更に，昭和60年5月には，第2期埋立工事と

して4,518. 93m'を竣工させ，土地の合計面積は，

53, 926m'となった。なお， この埋め立て地と既存

地盤との聞に段差が生じていたため，既存地盤の

嵩上げ工事61～62年度で実施した。また，昭和

63年度より 4期に分けて構内環境整備工事を計画

し，昭和63年度並び、に平成がん年度分を実施した。

(2）建物

建物については，表のとおり昭和47事業年度か

ら順次整備してきており，昭和62事業年度までで

各種研究施設等19棟，延べ15,817.47m'となった。

また，平成元事業年度に潜水調査船整備場付属

棟の352m'増築により，合計 16,169. 47m'となっ

fこ。

5. 国際交流

国際社会経済における我が国の地位は近年，め

ざましく向上し，これに伴い，我が国は国際社会

に対する積極的な貢献を果たすべき立場に立って

いる。中でも海洋開発等の分野は，総合的な技術

集積が必要であるのみならず，特にエレクトロニ

クスや新素材等我が国の先端技術を適用できる分

野のーっとして，我が国の海洋科学技術に対する

-6-

各国の期待は大きし、。また，現在，国際的に早急

な対応が求められている地球環境問題等の解明に

おいても海洋の果たしている役割は大きく，国際

協力に基づく海洋観測調査，所要の技術開発等が

重要な課題となってきている。この様な状況下に

おいて，我が国は，その経済力や科学技術力等に

ふさわしい国際的役割をはたしていく事は重要な

責務であり，海洋科学技術センターへの期待は大

きし、。

海洋科学技術センターでは，本年8月に潜水調

査船「しんかい 6500」が現在における世界の潜

水調査船としての最高深度に到達する等，海洋観

測機器等の開発・整備，そして，その活用に積極

的に取り組んでいる。これにより，海洋利用一般

を対象とした研究開発から深海の調査研究に至る

まで，巾広い海洋開発研究体制を整備してきてい

る。

また，二国間や国際機関を通じた国際共同海洋

調査についても積極的に取り組んでおり，米国ウッ

ズホール海洋研究所をはじめとした欧米の研究機

関との間で多くの研究協力を推進しているところ

である。

本年度に実施した主な国際協力は以下のとおり

である。



( 1) 天然資源の開発利用に関する日米会議（UJ

NR）海洋資源・工学調整委員会（MRECC)

への潜水技術専門部会及ひ海洋構造物専門部会

への参加及び潜水調査船「しんかい 2000」を

用いた深海底科学調査への海外研究者の受け入

れ

(2) 南太平洋における海洋プレート形成域（リフ

ト系）の解明に関する日仏共同調査（STAMER

プロジェクト）

(3) 日中黒潮共同調査研究

(4) 「太平洋における大気・海洋変動と気候変動

に関する国際共同研究（JAPACS）」に基づく

エル・ニーニョ調査研究の実施

(5) 米国ウッズホール海洋研究所との協力協定項

目の追加及び共同研究の実施

(6）外国出張，調査団，長期及び短期海外研修，

海外の研究者の招牌。詳細については資料5

「外国出張等」のとおりである。

(7) 科学技術庁フエローシップ制度に基づく海外

研究者の受け入れ

(8) 外国人来訪者については資料8 「見学者」の

とおりである。
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第2章研究開発

1 .プロジェク卜研究

(1) 深海調査研究

期間．昭和57年度～

担当部：深海研究部

本年度は，「ディープ・卜ウ」による深海曳航

調査を，沖縄トラフ，駿河湾，日本海（青森沖及

び奥尻海嶺）において，「しんかい 2000」による

潜航調査を，駿河湾，伊豆・小笠原諸島，南西諸

島，相模湾において，「ドルフィン 3K」による

調査を，相模湾，駿河湾において行った。

昨年度，南西諸島海域（沖縄トラフ）において，

3カ所で海底の熱水活動とそれに伴う熱水系生物

群集が確認されたため，今年度も引き続いて集中

した調査が行われた。その結果，伊是名海穴では

ブラックスモーカーが新たに見っかり，その噴出

沖縄トラフの伊是名海穴で発見されたブラックスモ

ー力一
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口において熱水の採水に成功した。熱水の温度は

約320°Cで， pHは4.2であり，炭酸ガスや硫化水

素などのガス成分が多量に溶存していることがわ

かった。これは，中央海嶺系とは異なる，沖縄ト

ラフ特有の熱水活動であることを示している。ま

た，昨年度発見された熱水噴出チムニーが， 9カ

月後に少し成長していることがわかった。さらに，

海底から自噴する液化炭酸ガスや， 10cm以上の

厚さの硫黄のクラストが海底を広く覆っているの

が見つかった。これらも極めて珍しい現象であり，

今後さらに詳細な研究が必要である。

昨年度，日本海の基盤岩が採取された奥尻海嶺

と北海道の間にある後志（しりべし）海山におい

て，寿都（すっつ）構造線上に位置すると恩われ

る多くの南北方向の活断層が認められ，海山が現

在も変形していることが明らかになった。

(2) 有人潜水調査船システムの研究開発

期間：昭和52年度～

担当部 ・深海開発技術部

この研究は，現在運航中の「しんかい 2000」

及び「なつしま」の機能向上を図ると共に，開発

建造中の「しんかい 6500」を含む深海調査船シ

ステムの安全等を目的として実施しているもので

ある。

本年度は，次の事項について実施した。

1) 2000m潜水調査船システムの就航後の工学

的評価等

調査観測機器として，前年度実海域試験を実

施した電動機直結型ロックドリルの問題点を整

理した上で， 「しんかし、2000」の油圧を用いる

油圧駆動型ロックドリルを試作した。陸上試験

では良好であったが， 予定されていた実海域試

験が台風で中止となったため，翌年に実施する

こととなっTこ。

また，「しんかい2000」の老朽度調査結果の

まとめを行い，耐圧殻等の主要部材はまだ十分

健全であって今後10年以上は問題な く使用で

きることを示した。

2）安全性に関する研究（内外情報の収集調査）



OTC’89やOceans’89等の国際会議や海洋

開発関連企業調査団等に参加訪問し，各種情報

を調査・収集した。また，これらの結果をまと

めて発表・報告会を開催した。

3）潜水調査船開発検討委員会の運営

「しんかい 6500」の開発に係わる標記委員会

を開催・運営し，学識経験者の意見を聴取した。

(3) 6500m潜水調査船の開発建造

期間：昭和59～平成元年度

担当部：深海開発技術部

この研究は，昭和61年度に基本設計を終了し，

建造に着手しているが，本年度はその最終年度に

当たり，総合実海域試験を行った。総合実海域試

験は試験目的に応じ次の 5段階に分けて実施した

が，「しんかい6500」の全試験潜航回数は 29回に

及んだ。

1 ）第l節

試験潜航員の訓練を目的としたもの。（潜航

深度100m程度）

2）第2節

操縦性に関する認識を目的としたもの。

3）第3節

下降・上昇試験，各観測機器の性能確認を目

的としたものo

4）第4節

深深度（3000～5000m）における諸性能の確

認を目的としたもの。

5）第5節

最大深度における諸性能の確認を目的とした

もの。

この一連の試験潜航の中で平成元年8月11日に

最大潜航深度6,527mを記録し，当初の計画最大

深度を満足することが確認できた。なお， この深

度は現在稼働中の有人潜水調査船としては世界最

高のものである。

以上の試験潜航を終え，「しんかい 6500Jは平

成元年11月28日に三菱重工業株式会社から当セン

ターに引渡された。

(4) 6500m潜水調査船支撞等船舶開発建造

期間：昭和61～平成2年度

担当部：深海開発技術部

この研究は，昭和61年度に実施した「6500m

人十 ;i＂・境遇島準装
”も

6500メートルの深海に挑む「しんかい6500J
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潜水調査船支援等船舶の計画検討」を踏まえて，

同船舶の開発建造を目的として実施するものである。

本年度は3年度目に当たり，前年度実施した単

独海上試運転，及び6,500m潜水調査船との結合

作動試験を経て，潜水船と組み合わせた総合海上

試運転，さらにその後，平成2年度の引き渡しま

での必要な整備を実施した。

本年度実施した総合海上試運転の結果は，潜水

調査船の支援等船舶としての性能及び搭載機器の

機能が次の通り検証された。

1 ）実海面における実機潜水船の着水揚収が円滑

であることを確認する着水揚収装置のイ乍動確認唱

2）潜水船が海底付近を航走中又は着底時，母船

との相互通話及び通話状況を確認する水中通話

機通信通話試験。

3）潜水船が海底付近を航走中又は着底時，母船

から，潜水船を追尾測位する音響航法装置潜水

船測位試験。

いずれの試験についても計画通りの性能を有す

ることが確認され，「しんかい6500」の支援等船

「しんかい6500Jを揚収中の「よこすか」

舶として十分機能することが実証された。

(5) 10. 000m級無人探査機の研究開発

期間：昭和62～平成4年度

担当部．無人探査機開発プロジェクトチーム

この研究は， 6,500m潜水調査船「しんかい

6500J及び支援等船舶「よこすか」を含む6.5K 

システムのサブシステムである，有索無人機シス

テムの開発を目的として実施するものである。

本有索無人探査機は， 10,OOOm級の潜水能力

を有し，「しんかい 6500」の潜航予定海域の事前

詳細調査を行うと共に，「しんかい6500」が万一

深海底で道難した時に救難作業を行い，さらに単

独で曳航調査や自航調査も行うことが出来る。

本年度は，次の事項について研究を実施した。

1 ）詳細設計の仕様の検討と実施

①前年度（昭和63年度）に行った基本設計

の成果をベースに，建造のための詳細設計の

仕様を検討した。また，この検討を通じ，必

要機能の見直しゃ改良，要開発項目の見通し

を得ると共に開発方針を決定した。

② 上記の検討結果にもとづき詳細設計仕様書

を作成し，詳細設計を開始した。

2）試作試験の仕様の検討と実施

① 要開発項目のうち特に重要で早期開発が必

要な4項目について，試作試験を行うことと

し，その方針を検討した。

③ 上記の検討結果にもとづき，試作試験の仕

様書を作成し，試作試験を開始した。この試

作の成果は，直接詳細設計及び建造に生かさ

れることになる。

(6) 水中画像伝送システムの開発

期間：昭和60年度～

担当部・深海開発技術部

この研究は，潜水船の調査効率の向上のために，

潜水調査船で・得た TV画像を，音響信号により母
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船上に伝送するシステムを開発する事を目的とし

ている。

本年度は，昭和63年度までの研究を基に，「深

海6500」（6.5K）に搭載するためのディジタル伝

送（PSK方式）の実用機を製作するために必要な

研究を実施した。

6. 5Kに搭載する実用機を想定し，最大伝送距

離を 7,OOOmとし，電子装置や音響送波機の容積

や重量等から考えて，伝送周波数を 16k～24kHZ

に設定して，検討を行った。そのために，まず画

像伝送試験装置を改造し，実際の海中の伝送路を

模擬するため，伝搬減衰によって生じる伝送路の

周波数特性により伝送帯域内の受信レベルの振幅

偏差を発生させ，画像の誤り率とS/Nの関係を

調査した。

その結果，受信側だけで行ってきた従来の補正

方式（適応等化フィルタ）だけでは，伝搬距離の

延伸に伴い，帯域内の偏差（20dB）が大きくな

り，これに起因する伝送路の歪を完全には吸収す

ることができないことがわかった。

そこで，送信側で予め伝送路の逆の周波数特性

を与える方法を採用することとし，シミュレーショ

ンを行った結果，約 lOdBの補正値を加えれば充

分実用に耐え得るシステムを構成できることが判

明し，実用機の製作に目処を付けることができた。

(7) 無人探査機の研究開発

期間：昭和57年度～

担当部：深海開発技術部

この研究は，「しんかい 2000」による調査研究

をより安全かっ効果的に行うために開発した「ド

ルフィン 3K」の，機能向上及び調査観測技術の

改善を目的として実施するものである。

これまでに，以下の項目について研究を鶏包した。

1 ）傾斜地での着底調査が可能なようにビークル

フレーム下部に高さ 20cmの木そりを取り付け，

効果を確認した0

2) CTDを製作し，作動を確認した後，実用に

供している。

3）ケーブル事故防止のため， ビークルから約

120mのケーブルに，小型トラスポンダを取り

付け，深度をモニタすることにより，安全に運

用できることを確認した。

本年度は，視野拡大のためカラーTVカメラを

2台製作し，海域で作動を確認した。またCTD

装置の，表示，記録装置を開発し海域で実用性を

確認したほか， CTDデータ， ビークルTVカメラ

の角度等を「ドルフィン 3K」のカラーTVの画

面にスーパーインポーズする装置を開発中である。

(8) 海洋エネルギ一利用技術の研究開発

期間：昭和52年度～

担当部：海洋開発研究部

この研究は，波エネルギーを効率良く吸収し利

用する装置の開発を行うとともに，装置背後の海

域を静穏化し海洋環境の向上に役立つ高効率波

エネルギ一利用装置の実用化に必要な技術の確立

を目的として実施するものである。

本年度は，これまでは波力発電「海明」の研究

成果を踏まえ，波エネルギーを効率良く吸収する

「沖合浮体式波力装置（マイティーホエール）」を

開発した。浮体構造物は，一般的には波浪外力よ

り係留力が大きくなり装置本体及ひ、係留索等に危

険が生じるが，本装置は，波の方向に対し横置き

型装置であるため，本装置の特徴の 1っとして装

置の動揺により波浪外力を相殺する推進力が生じ

る。すわち波の来る方向に装置が前進するため，

係留力は低減され安全が確保される。この特性と，

波エネルギー吸収，消波効果及び環境への影響な

ど‘高性能な装置へと改良を行った。

沖合浮体式；皮力装置
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この研究は，外海に面した開放性海域において

没水平板により波を集め，波向きを任意に制御す

ることにより，静穏な海域（海洋性スポーツ，

レジャー）や，逆に，波高が大きくなる海域（波

力発電）をっくりだし，沿岸海域を総合的に利用

する事を目指し，そのために必要となる技術の開

発を目的とするものである。

これまでの研究開発において，水槽実験の範囲

では，従来の波浪制御技術には無い種々の特徴を

把握している。没水平板による波浪制御技術は，

青いサンゴ礁計画の核となる技術でもあるため，

水槽実験での性能をどの程度シミュレートできる

かを，実際の海域で確認することが必要不可欠で

ある。

本年度は，平成元年8月に，実海域実証実験の

g主旦旦

一
一
同
一
い

予定海域である山形県鶴岡市由良地先において実

施した海底ボーリングによる基礎資料を基に，実

海域実証実験を前提とし，三日月型没水平板の基

本設計の確認，建設工法及び建設費の検討を行っ

た。この結果，プロトタイプとして重力式鋼殻一

体吊込み構造を採用することが，最も経済的で，

かっ，確実性・安全性も高いことが判明した。

。。） 海洋観測技術の研究開発

期間：昭和52年度～

担当部：海洋開発研究部

この研究は，地球全体の環境変化を支配する大

きな要因となる大規模な海洋変動現象の実態把握

と，その変動機構の解明に必要な海洋観測技術の

確立を目的として実施するものである。

この研究開発は， 1 ）海洋立体観測， 2）海洋

広域観測， 3）海洋自動観測， 4）海洋観測のシ

~g 

二主

主！
〕且j

実海域実証実験プロトタイプ概略構造図
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ステム化の各技術の研究開発から構成されている。

本年度は， 1 ）項では，海洋レーザ技術の研究

開発として，船舶搭載型海洋レーザ観測装置の開

発に着手し，レーザ光源としてネオディウム・ヤ

グレーザを導入した。8月に， 試作した受光系に

よる海域実験を三陸沖で「かいよう」を用いて実

施し，海洋レーザモデ‘ルの検討を行った。また，

この項では，低周波音響利用技術の研究を行った。

（別記）

2）項では，前年度に引き続き，航空機搭載型

の多周波マイク ロ波放射計の概念、設計として，高

周波部，信号処理部，記録部，アンテナ部，同駆

動部，搭載用冶具部，必要なソフ トウ ェアについ

て設計を行った。

3）項では，前年度に製作した波力及び太陽光

発電装置から構成されるエネルギー自給簡易シス

テムを沖の鳥島環礁内の気象観測タワーとその周

辺へ取り付けた。これにより観測された気象7項

目，海象4項目の計測データは人工衛星を経由し

て当センターで取得できるようになった。

4）項では，黒潮流域のエネルギ一等の把握を

目的として，東シナ海において調査を行った。奄

美大島西方海域の3地点，種ヶ島東方海域の1地
点で係留式測流を行い黒潮の流量変動を把握する

とともに奄美大島西方の陸棚緑辺域でスライド式

曳航体により精密な海洋構造の観測を行った結果，

昭和62年， 63年に引き続き，内部波を捕えるこ

とができた。

係留式側流システムの設置作業

(11) 低周波音響利用技術の研究

期間平成元年度～

担当部・海洋音響トモグラフィプロジェクト

チーム

海洋における大規模な現象の解明には，広大な

海域を実時間で立体的に観測する海洋音響 トモグ

ラフィ技術等が必要であり，そのためには海中に

おいて数千kmの音波伝搬を実現する低周波音響

利用技術の確立が不可欠となる。本研究は，低周

波音響利用技術の基幹技術である高出力・高帯域

低周波音源と低周波音波伝搬特性の総合的解析手

法の研究開発を行うことを目的としている。

低周波音源の研究開発については，超高磁材料

を用いた 800Hz低周波音源の試作を行い，出力

音圧 ・帯域幅・出力送波感度等の基本特性の確認

を行った。 一方，解析手法については， 闘有音線

の解析プログラムを開発し，実海域で取得した長

距離音波伝搬データの評価を実施中である。さら

に1991年から 2年間大西洋での国際共同観測

（当センター，ウッズーホール海洋研究所， MIT)

を実施するため，研究員をウッズホール海洋研究

所に派遣中である。

超高磁歪材を用いた低周波音源

(12) 潜水作業技術の研究開発

期間： I昭和51年度～平成元年度

担当部潜水技術部

この研究は，大陸棚の開発に必要な共通技術で
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ある，人聞が潜水装置により潜水作業を行う潜水

作業システムについて， シートピア計ー画による水

深lOOmまでの研究成果を踏まえ，水深300mま

で、の潜水作業システムの開発及び実用化を目的と

して実施するものである。

本年度は次の事項につき実施した。

1) 300m潜水作業システムの研究開発

① SDC・DDC実海域実験

ダパー要員訓練， SDC・DDCシステムによ

る実海域実験は，「かいよう」により初島沖

海域でフェーズII C展開期） 300m実海域実

験及びフェーズIII C確立期） 200 m実海域実

験を実施した。 300m実海域実験は，途中手

石海丘の海底噴火により実験を中止せざるを

えない結果となったが， 200m実海域実験で

は，大規模海中作業に対応するため必要な複

数チームの交代による連続居住を実証し，海

中作業としては基礎的作業技術である，パイ

プ結合作業，海中測量，重量物の設置・回収

作業等を実施し，ダイパーによる海中作業能

力について実証した。さらに潜水作業の安全

性を高めるための装置として開発した「ダイ

パー警報措置」等の性能評価，ダイパーの作

業効率の測定等を実施した。

2）高圧環境下における生理，心理に関する研究

① 動物シミュレーション実験

高圧環境 （51ATA, He N2 02, 7 ATA, 

空気， He-N2 02）下でサル，ネコ， ラッ

トによる動物実験を動物シミュレータ及び，

小型動物チャンパーを使用して実施し，高圧

神経症候群の軽減についてのN2ガス添加の

効果， N2ガス添加の呼吸循環機能への影響，

減圧気泡の検知と血流量の測定手法について

知見を得た。

② 有人シミュレーション実験

飽和潜水の加圧時に発現する高圧神経症候群

耐性検査法の確立，及び測定法についての基

礎資料を得るため 180m短時間潜水実験を実

施した。又，飽和潜水エクスカーシヨン実験

を実施し， 200m深度から 230m深度へのエ

クスカーション潜水を反復実施し，当該深度

におけるエクスカーション潜水の安全性を確

認するための資料を得た。

3）研究開発施設整備

① 潜水シミュレータ整備

酸素計測制御装置の改造を行った。

② 動物シミュレータ整備

ガス循環ブロワーの更新を行った。

水深200mでのパイプ接合作業

(13) 地域共同研究開発

1）サンゴ礁造園技術の研究開発

期間：昭和63～平成2年度

担当部・海洋開発研究部

共同研究機関：沖縄県

, 
宮

/ 

この研究は，サンゴ礁生物群集の回復を促進す

る技術開発を目的とし，このため海底に人工のサ

ンゴ移植基盤である人工ノルを設置し，サンゴの

移植技術について調査研究を行うものである。

平成元年度は，サンゴ礁造園モデル海域として

選定した沖縄本島南部の知念村地先海域に，サン

ゴ移植観測システムを設置し，サンゴの移植実験

を実施するとともに，周辺海域の環境条件を調査

した。観測システムは実験海域に設置した観測ス

テーションと陸上のデータ処理施設からなり，観

測ステーションは気象・海象を連続的に計測する

ほか，人工ノルにおいてサンゴ生育に影響を及ほ

す水温，流れなと、の主な環境条件についてデータ

を収集するものである。また，人工ノルはサンゴ

移植基盤として網目構造をもっピラミッド型の構

造物である。成長の比較的速いミドリイシサンゴ
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やハナヤサイサンゴを主体として約600辺を人工

ノルに移植し，生育状況を観察した。冬季の水温

低下時に約7%程度が死滅したが，ほとんどは順

調に生育している。移植サンゴのうち死滅したの

は，平均水面下約 4mの下段面のものが多く，

水温低下に加えて，深度・濁度による入射光量の

減少が影響したものと推定している。

人工ノルへのサンゴ移植（左：ミドリイシサンコ＼

右ハナヤサイサンゴ）

r.;v-
U円 A Vψ滋〉句，； . 

2) 海洋生物行動制御技術の実海域実証実験

期間．昭和63年～平成2年度

担当部：海洋開発研究部

共同研究機関：熊本県

この研究は，我が国の沿岸栽培漁業技術の高度

化を図るために，従来から利用されている網仕切

りではなく，電気，光，音などの無形のバリアに

より海洋生物の行動を制御する技術を確立するこ

とを目的として実施するものである。

前年度には，①稚魚の大規模中間育成場形成技

術としての電気バリアの有効性を実証するために

不知火海の入江が選定されるとともに，②海洋土

木工事を前提とする水底質のボーリング調査

③実験システムの構成と要素装置の設計を終え

④電気バリア用の電源装置の製作を行った。

本年度は，電気バリアへの給電用水底ケーブル

の製作を行い，次年度に実施予定の実験システム

建設及び実験計画の作成を行った。

海洋生物行動制御技術の実海域実証実験システム全体像
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3) 細径ケーブル無人潜水機（UROV）の実証

試験

期間：平成元～3年度

担当部：深海開発技術部

共同研究機関：福井県

この研究は，福井県の深海域（水深200～500m)

に適した，テレビカメラ等を搭載した細経ケーブ

ル無人潜水機（UROV）を開発し，有用深海生

物の増殖ならびに管理に要する生態学的研究を行

うことによって漁業振興を図ることを目的として

実施する。本年度，次年度で潜水機本体，制御装

置を製作し， 3年度目に海域での性能試験及び運

用試験等を行う。

本年度は，初年度として全体システムの検討及

び概念設計を行い，要求性能及び‘使用条件等につ

いて検討し基本設計に必要な使用， UROVの

外形デザイン及び搭載機器等を決定した。引き続

き基本設計，建造に着手する。以下に概念設計結

果によるUROVの概要を示す。

形式 ノfツテリ内蔵式細径ケーブル無人潜水機

ピーク Jレ

寸法 2 (L）× 1 (W）× 1 CH)m 

重量 500kg以下

深度 500m 

速度

光ファイパ

通信方式

観測機器

航海機器

電源装置

1ノット（最大2ノット）

G I型，直径約1mm, 1本

光波長多重，双方向

TVカメラ（カラー及び白黒）

スチルカメラ及びストロボ，ラ

イト，温度センサ

方位センサ，深度センサ， トラ

ンスポンダ

油浸NiCd電池， 100V×20Ah

24V×20Ah 

UROV側面図
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長F!Lアワ払海水タンー

4) 潜降浮上型人工海底による海洋空間利用拡大

技術の開発

期間：平成元～3年度

担当部：潜水技術部

共同研究機関：岩手県

この研究は，急峻な海底地形を有するリアス式

海岸湾内の総合利用開発を目的として実施する。

20×20mの広さを持った鋼製の人工海底施設を

チェーンにより中層に浮遊係留し，人工海底面を

アワビの増養殖施設，下層空間を魚類養殖用とし

て用い，さらに本体を海象気象計測ステーション

として活用する。人工海底施設は海面までの浮上

一正一

1 6m 

機能を有し，アワビへの海藻給餌時，魚類の水揚

げ時等に際しては海面で濡れることなく作業が可

有巨なものとする。

本年度は適地検討，施設の概念設計，アワビ飼

育用カゴの形状・操作法検討，魚類飼育用生賛の

材質・固定方法・網交換方法，等の検討を行った。

人工海底施設は中央に潜降浮上用ノてラストタン

ク，四方に姿勢制御用タンクを有し，通常は16m

の海底から 4m層に浮遊させる形状とした。中

央から海面には塔が立ち，海上には機械室を設ける。

本施設は平成3年 1月に，岩手県気仙群三陸町

綾里湾に設置され，各種事前試験の後，平成3年

度に 1年間の実証検討が行われる計画である。

室械機

／
／
一

人工海底の概念

/ / / /V77> 
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2 特別研究

(1) 深海試料の保存及び深海微生物の培養に関す

る基礎研究

期間：昭和63～平成元年度

担当部：深海研究部

この研究は，深海微生物の研究または利用にとっ

て基本的かっ最初のステップでもある深海試料の

保存方法及び深海微生物の培養方法に関する基礎

的知見を得ることを目的として実施するものである。

本年度の研究成果の概要は次の通りである。

1 ）駿河湾，富山湾等の水深 1,ooom～2, ooom 
の閣の底泥中の微生物総数は，底泥の深度が深

くなるに伴い減少した。また多数の胞子形成細

菌が認められた。

2) -80°Cでの凍結保存試験では，凍結障害を起

こし易い微生物は凍結後数時間で死滅した。凍

結時の保護剤としてグリセローjレを添加すると，

一部の微生物株については保存効果が郎子になった。

3）深海から分離した微生物株の一部は，良好な

培養のためには低温かっ希薄な有機物濃度を保

つ必要のあることが分った。

4 ）水深2,ooomから分離した微生物株の一部は
400気圧条件下の培養により細胞が伸長した。

これを 1気圧下で培養すると再び正常な細胞形

態へと復帰した。

5）深海底で直接測定した底泥中の微生物の呼吸

速度及び増殖速度は，陸域あるいは海洋表層域

に生息する微生物と比較しでかなり小さかった。

(2) 「しんかい 2000」システムの改造に関する

研究開発

期間：昭和63～平成2年度

担当部：深海開発技術部

この研究は，平成3年度に就航後 10年を迎え

る「しんかい2000」の工学的評価を行うとともに，

今後の運用ニーズを把握し，将来の「しんかい

2000」の改造等の基礎資料を得ることを目的とし

て実施するものである。

本年度は，定期検査時にあわせて行った耐圧殻

の腐食調査，板厚計測，形状計測等の各種計測結

果を解析することにより，「しんかい2000」の健

全性評価を行った。この結果は下記のとおりであ

る。

1）耐圧殻，浮力材等の主要構造については劣化

が認められなかった。

2）主要蟻装品については，その交換頻度が新造

時と較べて変化はなかった。

このことから，「しんかい2000」の今後の運用

に当たっても，特に問題となる事項はないと評価

しfこ。

(3) 海洋実験基地の調査研究

期間．昭和63～平成元年度

担当部．海洋開発研究部

この研究は，沖合大水深海域で海洋開発などに

関する観測，研究，実験などを行い，移設も可能

な緊張係留（TLP）方式による海洋実験基地の具

体的利用方法と基本構造の検討を目的として実施

するものである。

本年度は，種々の研究ニーズに対応可能な大型

のものと，研究テーマを絞った小型のものとの2

ケースについて基本仕様の検討を行い， TLP方

式の実験基地が浮体としての機能を十分満足する

ことを確認した。平成元年度は，最近の世界の海

洋観測の事例について主に文献による調査を行い，

実験基地の具体的利用方法を検討するとともに，

前年度における小型基地の形状，す法を再検討し

て浮体としての機能を高めた。これにより海洋実

験基地の概念がより明確となり，荒天時でも充分

安定していることが確認できた。

今後は地殻変動の計測等特定のテーマで実験基

地の利用方法等についてさらに検討を行い，実現

に向けて調査研究を続ける予定である。
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海洋実験基地の仕様

長さ 66m 幅 66m 高さ 50m

排水量9,100ton 設置水深500～800m

(4) 多方向波浪に関する研究

期間：昭和63～平成3年度

担当部・海洋開発研究部

この研究は，実海域に出現する複雑な波浪の諸

現象について，とりわけ多方向スペクトル，破砕

波浪の特性及びそれらによって生じるユニークな

現象について，縮尺模型を用いた水槽実験及び複

数計算により把握することを目的として実施する

ものである。

本年度おいては，まず，多方向波浪特性の把握

として，多方向波浪解析，同波浪中に設置された

物体に及ぼす波浪外力そしてそれによる物体の動

揺応答について，数値計算プログラムを開発し多

方向不波浪が発生できる実験水槽において得られ

た結果と比較することにより，その有効性を明ら

かにした。また，破砕波浪特性の把握としては，

実験水槽内に浅水域モデルを設置し，波浪変形を

計測する一方，破砕エネルギーの最適な吸収方法

についても縮尺模型を用いた水槽で行い，これら

に関しての基本的な知見を得ることができた。
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3.経常研究

(1) カメラ曳航体の視野拡大等による機能向上化

に関する研究

期間：昭和62年～平成元年度

担当部：深海研究部

この研究は，現在曳航調査で運用中のディープ

卜ウ・カメラの視察視野を広け．，調査効率を上げ

ることと，カメラ曳航体の高度，深度情報や水温，

導電率等のデータを実時間で船上装置に伝送する

ことにより調査精度の向上化を図ることを目的と

して実施するものである。

昨年度までに CTDセンサと超音波式高度計を

製作し，カメラ曳航体に搭載しそれらのデータ

をビデオ信号と同時に船上装置に伝送できるよう

になっfこ。

本年度は，より広い観察視野を得るため，強力

なストロボを光源とし，高感度白黒ビデオカメラ

で複写体を静止画としてとらえ，船上装置ではそ

の画像を次の画像が送られてくるまで表示するス

トロボテレビ（スナップショットテレビともいう）

を開発した。カメラを前方に向け曳航体に搭載し

て運用したところ，十数m前方を監視することが

可能であり，視野が拡大されるとともに安全曳航

にも充分寄与するものであることが確認された。

(2) 深海生物の生態調査とサンプリング法に関す

る研究

期間・昭和62～平成3年度

担当部・深海研究部

この研究は， 潜水調査システムなどにより得ら

れた試 ・資料を有効に活用し，深海生物の生理 ・

生態特性を明らかにすると共に，更に詳細な研究

を遂行するために必要な調査機器の開発を行うこ

とを目的として実施するものである。

本年度は，主として中部沖縄トラフある南奄西

海丘で発見された温水湧出現象に伴う深海生物群

集に関する試 。資料の整理。検討と，海水と共に

深海生物を吸引し捕獲する装置（スラープ・ガン）

開発のための予備実験を行った。また，相模湾沖

ノ山堆海域に分布する冷水湧出現象に伴う深海生

物群集の優占種であるシロウリガイについて，そ

の成長速度を調べるための現場放流実験を昨年に

引き続き行った。

「ドルフィン 3KJに搭載したシロウリガイ放流カゴ

(3) 底層流と海底微細地形・地質構造の研究

期間：昭和63～平成2年度

担当部：深海研究部

この研究は，底層流の変動特性の研究を行うと

ともに，底層海水と海底微細地形・地質構造及び

海底環境との相関を明らかにし，深海底における

これら相闘を長期的に観測するための手法を開発

することを目的として実施するものである。

本年度は昨年，駿河トラフ中軸に設置した基準

点の追跡調査を「ドルフィン 3K」及び「しんか

い2000」により行うと共に，新たにマーカーブ

イを基準点として設置した。また，同トラフの水

深約 1,960m地点において中層から海底にかけて

流向流速計を 3台係留した。その結果，同地点に

おいては，中層よりも海底付近において強い流れ

が観測された。この海底付近で生じる強流は駿河

トラフ特有のものと考えられ，中層域に存在する

内部波と密接に関係している可能性があり，この

メカニズムの解明は今後の課題である。

さらに，海底直上の物質移動に伴う海底形状の

変化を視覚的に捕えるための水中ビデカメラ照明
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部，告l］街］回路部及び耐圧容器等の製作を行った。

(4) 自航式ビークルの開発に関する研究

期間：昭和61～平成元年度

担当部・深海開発技術部

この研究は，これまでに開発してきた「ホーネッ

ト500」（水深500mで仕様できる白航式無人潜水

機）の実用化を図ることを目的とて実施するもの

である。これまでにランチャー無しで水深 200m

まで，及び潜水技術部に協力してランチャー付き

に改造したシステムで水深300mまでの試験を行っ

た後実用化に供している。

本年度は，その最終年度として，「ホーネット

500」のコントロール装置を発展させ，共同研究

で開発している UROV2000のコントロール装置

を製作した。またこれまでに開発した調査用機器，

3自由度電動マニピュレータ及び波長 530nmの

半導体励起 NdYAGレーザを取り付けて海域実

験を行った。

ホーネット500、海域試験

(5) 耐圧遮音材に関する研究

期間：昭和63～平成2年度

担当部深海開発技術部

この研究は，高圧下で使用される自航式潜水船

において，動力源や歯車等ら水中放射する雑音が，

潜水船に搭載する音響装置の受信信号に妨害を与

える場合，雑音を遮断する遮音材の開発を目的と

して実施するものである。

本年度は，高分子材料平板に音波が斜め入射す

る場合で，入射角が縦波の臨界角近傍で低周波数

領域で透過損失極大現象が発生することを理論実

験によって明らかにし，その原因を実験よって調

査した。この透過損失極大現象を遮音に利用する

ことを考え，平板の板厚，吸収係数及び材料の差

異による損失極大周波数，損失レベルの変化を調

べた。図1は，材料の厚板をパラメータとした場

合の，損失の周波数特性を示す。同図から，板厚

が増加すると損失の極大周波数は，低周波側に移

動するのが分かる。しかし，損失を及ぼす帯域幅

は狭まる。図2は，材料の吸収係数をパラメータ

とした場合の，損失の周波数特性を示す。損失の

極大は吸収係数が大きいほど高周波側で発生し，

損失レベルは低下する。
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(6) 無人潜水機の運動制御性能の評価技術に関す

る研究

期間：昭和63～平成元年度

担当部：深海開発技術部

この研究は，既に完成し，実海域で運用されて

いる無人潜水機ドルフィン 3Kの運用中における

運動データ（位置，速度，方位， ケーブル長等）

及び，制御指令データを収集し，解析することに

より，機体の制御能力，運動性能，ケーフソレの流

力特性等を評価し，最適な運用方法と，今後の無

人潜水機開発に役立てることを目的として実施す

るものである。 本年度は，無人潜水機の運用に

強く影響する重要なパラメータであるテザーケー

坦：〆ノ千二子－

•:,~>,~ 
機器構成

フール張力を精度良く計測するために，非接触型の

ケーフール張力計測装置を開発した。これはレーザー

変位計によって，ケーフ。ルの自由振動を検出し，

周波数解析によって求めた基本振動数から，ケー

プールの張力を決定しようというものである。必要

となるケーフールの縦弾性係数などの特性値は，ケー

ブル引張試験によって測定した。また，ケーブル

の曲げ剛性による影響についても検討を行った。

(7) 有人潜水調査船着水揚収装置の自動化に関す

る研究

期間．平成元～3年度

担当部：深海開発技術部

この研究は，昭和62年度に「ドルフィン 3K」

を「なつしま」に搭載した際，有索無人機に関す

る着水・揚収の自動化技術を開発したのを踏まえ

て，この技術を応用して有人潜水船で適用できる

技術を開発することを目的とじて実施するもので

ある。

本年度は初年度であり，現在スイマ一作業であ

る吊揚金物の自動鼠脱，主控索及び補助控索の自

動着脱等を自動化するための方式及び自動化する

ことによる着水揚収作業手順を検討すると共に，

自動化装置の概念、設計を実施した。その結果，着

水・揚収自動化のための見通しを得るとともに，

自動化装置設計及び試作のため基礎資料を得るこ

とが出来た。

なお，平成2年度はスイマ一作業をなくするた

めの自動化装置を具体的に展開すると共に，試作

品を製作するための詳細設計を実施する予定である。

(8) 海底における伝播電磁波の検出法に関する研

究

期間：平成元～3年度

担当部：海洋開発研究部

この研究は，地震が発生する直前に起こるとい

われている電磁波を検出するアンテナ及び受信機
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を開発するための基礎研究である。

地震は，地殻内部の基盤岩が破壊したことに伴

う地表の振動であるが，地震の直前に，地殻で微

小亀裂が起こり始めるときには，亀裂面で正に帯

電し電子が放出され，これに伴い極めて微弱な電

磁波が放射されるといわれている。主に海底で起

こる地震を対象として，海底で検出する受信シス

テムを試作して，性能試験を実施した。

水深40mの海底に張った長さ 1kmのアンテナ

は空中の雑音を受けにくく，きわめて静かである

ことを確認したが，また同時に海底のアンプ特性，

信号伝送系を改良する必要があることが明らかに

なった。今後この点の改良を進めてし、く予定である。

(9) 沿岸漂砂計測手法に関する研究

期間：平成元年度

担当部：海洋開発研究部

この研究は，漂砂による海底地形変形の予測j手

法として，新たに数値シミュレーションによる予

測技術を開発することを目的としている。

漂砂は，現象そのものが複雑なので，数値モデ

ル化のための基本データを得るとともに，現象そ

のものを把握するために，定量的な評価のしやす

い小型U字管振動流水槽を製作した。この振動流
水槽によって，漂砂現象のうち，最つも基本的か

っ重要な問題の一つで、ある砂漣の形成に関して実

験を行い，振動流の流速振幅を様々に変化させる

ことで異った形状の砂漣が形成され，また砂漣に

小型U字管振動流水層

よって砂がまい上がるといった現象を観察した。

さらに，この砂漣の形成をシミュレートするため

に，砂をある粘度をもっ流体と仮定し砂層と水

の二層流として方程式をたてて， これを解くとい

う方法について検討し， これに基づいて砂漣形成

のシミュレーションを試みた。

(10) 海洋現象シミュレーション技術研究

期間：平成元～3年度

担当部：海洋開発研究部

この研究は，近年特に注目されている地球環境

問題の解明に有力な手段であると思われる“数値

シミュレーション”の技術開発を目的として実施

するものである。

近年，地球温暖化や異常現象等の地球的規模の

大気変動現象に関心が高まっているが，これには

海洋の大規模変動現象が密接に関連していること

が明らかになっている。この海洋大規模変動現象

の解明のためには，実海域での観測と大型計算機

による数値シミュレーションを組み合わせた総合

的研究が是非とも必要である。

本年度は球座標を用いた北太平洋に対する風成

海洋大循環モデルを作成し，風の応力が海面に作

用することによって生じる海流の様子を再現した。

それと同時に，差分法による二次元的シミュレー

ション技術を研究し，特に SOR法や海岸地形の

取り扱い方等を検討した。今後は，島や海底地形

の取り扱い方等を考察しつつ， 三次元数値シミュ

レーションへの発展を予定している。

(11) ダイパー支援装置の研究

期間：昭和59～平成元年度

担当部．潜水技術部

この研究は，潜水作業の安全性，効率向上を目

標として，いくつかの基礎事項について研究開発

を進めているものである。

本年度は，深海ダイパー監視用に開発した無人
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機システム（ホーネットランチャーシステム）の

機能について， 200m実海域潜水の場でその効果

を検討した。その結果，ダイパー監視用無人機の

基本仕様，重要な技術開発課題等について，今後

解決すべき事項を明らかにすることができた。

浅海ダイパー支援装置については，海中での調

査機器・サンフ。ル等を収納した支援容器の操作法

について，水深 30mの人口魚礁調査の場で検討

した。その結果，支援容器の海中での操作性は良

好で有効性も実証されたが，着水・揚収作業をい

かに省力化するかがポイントであることがわかった。

水深30mの人口魚礁での重量物運搬法の検討

日＇［） 潜水作業の運用における合理性向上技術の研

究

期間：昭和63～平成2年度

担当部：潜水技術部

この研究は，現有の潜水システムにおいて，そ

の機器の使用方法，作業要領，管制時の情報量と

その形式等を工学的見地より検討・分析し 今後

の潜水作業の運用において，その合理性及び信頼

性向上の指針とするほか，次のステップで作成す

る潜水システムの有効な資料とすることを目的と

して実施する ものである。

昭和63年度までの実海域実験では， DDCを1

基使用しての潜水作業であるが，本年度より，ニュー

シートピア計－画もフェーズEの段階に入り， DDC

を2基使用しての長期ローテーション潜水を行う

に至った。単純に考えても，装置が2倍にふえた

ことで，人間の作業量も 2倍に増加することが推

量される。よって，本研究では，作業量の緩和，

またスムーズな装置運用を主眼とし， DDC2基

を使用しての飽和潜水管制操作要領書について検

討を加え，平成2年3月に実施したフェーズIII,

200m実海域実験で有効性を実証した。また，総

合記録解析装置のソフトプログラムに改良を加え，

DDC2基の状態が 2つのモニターにそれぞれリ

アルタイムで表示できるものとし，管制支援装置

として有効に活用した。

(13) 海中構造物の設置・保守・撤去に関する海中

作業手法の基礎

期間：昭和63～平成2年度

担当部：潜水技術部

この研究は，ニューシートピア計画で到達した

水深300mまでの海底に，模擬構造物を設置 し，

保守管理作業を行い， 一定期間後にその構造物を

撤去するという一連の過程で，どのような海中作

業が有効で不可欠かを検討することを目的として

いる。 研究は昭和63年度から 3カ年閣の予定で

実施しているが，本年度は設置 ・保守・撤去に関

小犠造物（海中作業台）による海中作業状況
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よる、、タイラギ漁”の様子を示した。当地区では，

長時間の潜水後，すべての者が小型チェンパー

（写真2）による船上減圧を行っているが，高頻

度で、減圧症が出現しており，彼らの手法による船

七減圧の危険性が示唆された。一方動物実験では，

異なる減圧パターンによる、くり返し高圧曝露の

実験H を行い，減圧症発現とそれに伴う生理学的

変化についての基礎資料を入手した。

する海中作業において使用する機器・装置等の検

討を主として行うとともに，これらの作業を側面

から支援する諸技術 (ROV，資材の補給・回収，

洋上支援等）についても検討を加えた。また今後

この研究を活用するプロジェク卜研究の芽となる

課題について資料収集を行い，海底研究ラボや物

資の海底貯蔵施設等を中心とした海底空間の学際

的・業際的利用についての開発構想を検討した。

深深度潜水技術の基礎研究

昭和 63～平成2年度

潜水技術部

期間

担当部

日4)

\1)9~,6 "'lJ.:雄九一週輔副
”タイラギ；角、”で使用している船上j威圧室

海中作業用ロボッ卜の基礎研究

（写真 2)

日目

この研究は，潜水障害や事故の内容分析及び原

因究明を行うと共に，動物実験による実証実験を

行い，潜水作業の安全性の向上を計ることを目的

として実施するものである。

本年度は昨年度に引き続き，アンケート調査や

現地調査を行ったほか，新たにラットを用いた動

物実験を実施した。写真 lは現地調査の一厘慢で，

岡山県倉敷市の某魚協におけるヘルメット潜水に

昭和63～平成元年度

潜水技術部

期間

担当部

この研究は， Aく深500m前後が限度といわれる

有人環境潜水領域における潜水作業技術の高度化・

合理化・省力化を阿るため，最近急速な発展をi茎

げているセンサー，マイクロエレク卜ロニクス技

術を応用した汎用性の高い高度・多機能型海中作

業ロボッ卜の研究開発を目指すに際し基本的な問

題点を把握することを日的と して実施するもので

ある。

本年度は主要な要素技術について開発目標を設

定し，実証機を製作する場合の基本仕様等につい

て試案を作成した。また関連する分野のシンポジ

ウム・発表会に参加するとともに，機器のデモの

見学会等に参加して資料収集を図り，今後の詳細

な検討課題を摘出した。さらに重要な要素技術の

一つである海底走行装置について概念設計を行った。

今後は具体的な海中作業のミッションに対応し

た検討を果す必要がある。
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海中作業ロボットの概念図

（海底走行モードの例）

(16) 魚類加圧水槽に係わる応用技術の開発

！り］ lk¥J : I昭和63～平成2年度

担当部：潜水技術部

この研究は，センターが独自に特許申請した魚

類加圧水槽の基礎研究を行うもので，本年度は，

昨年度に引き続き有用魚類をはじめ，員類，甲殻

類等の飼育基礎実験を実施した。

この魚類加圧水糟は通常の大気圧状態と異なり

5 kg-/ cnfまで加圧状態の飼育環境が得られるこ

と，空気加圧に伴い，上昇する酸素分圧から一般

の溶存駿素吉｜の計測範囲を超える 20PPm以上の

而溶存酸素車の飼育水であることを特徴とするも

ので， /K楼生物の飼育に有利な面を持っている。

この魚類1）日圧水糟で、アジ， イカ， タラバガニ，

アワビ＼ウナギ等を飼育した結果，下記の成果が

｛号られた。

1 ）マアジ (150g）を 501：冗収容して連続4円間

飼育できた。（通常 12時間程の活魚輸収容量）

2）ヤリイカが6日間飼育できた。（解放式水槽

では 3日間で死亡）

3 ）タラバガニ，ウナギが飼育水槽を交換する こ

となく 2カ月以I：飼育で、きた。 （長期間の活魚

輸送の見通しを得た。）

これらの他，死魚等の腐敗から；）＜.の濁りが著し

くなったが，高い溶存酸素量の影響か， 他の魚が

酸欠にならない事例も観察された。

魚類加工水槽 アワビの加圧飼育

(17) 潜水機の再接近技術に関する研究

期間：平成元～3年度

担当部 ．運航部，深海開発技術部

この研究は，潜水機が確実に海底の特定点に回

帰できるように，潜水機からの遠隔操作で起動す

るピンガー 。フラッシャ 一連動タイプの小型誘導

装置の試作 ・評価を目的とするO
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本年度は， トランスデューサーと内機を製作し

た。潜水機のマニピュレータでの取扱いを考慮し

て小型であることが大きな条件であるが，長期係

留を考えるとバッテリーの容量は多い方がよい。

限られた電力を効率良く利用する方法として，受

信状態で消費される電力を，自在に設定できる日

周期のタイマーで必要限にカットし，さらに 1サ

イクルの作動時聞を 10分に限定した。これによ

り運用期聞を大幅に拡大できる見通しである。基

本的な作動は，超音波水槽での実験によって「ド

ルフィン 3K」の発生する雑音 Fでも影響がない

ことが明らかになっfこ。

中央部にインターパルタイマー用のふたつの

時計がある。

製作したトランスデューサーと内機

(18) ドルフィン 3K用機器の試作

期間：平成元～平成3年度

担当部：運航部・深海開発技術部

この研究は，昭和62年 8月に完成した我が国

初の大水深・大型自航式無人探査機システム「ド

ルフィン 3K」の機能を充分発揮するため， これ

まで行われたオペレーションを通して得られた知

見や，センター外部機関で稼働中の大型無人機運

用状況を実地調査し，これらを基にハードウエア

（専用調査機器）・ソフトウエア（マニュアル等）

両面の整備・拡充を行うことにより「ドルフィン

3K」システムの最適な運用法を確立することを

目的として実施するものである。

本年度は，ハード面では専用大容量サンプルパ

スケ y ト・採泥器等を試作・搭載し北フィジー

海盆で試用試験を行った。また，ソフト面ではこ

れまでの運航で蓄積してきた運航資料をまとめて，

「ドルフィン 3K」システム運航要領書，「「ドル

フィン 3K」システム搭載要領書を作成した。

間） 長期海底設置型トランスポンダの実用化研究

期間・平成元～3年度

担当部：運航部，深海開発技術部

この研究は，潜水調査船や無人探査機を特定海

域の同一地点に反復精度よく接近させるため，米

国で一部実用化されている，切離装置を持たない

いわば使い捨て型の長期海底設置型トランスポン

ダを導入し，「なつしまJ, 「かいよう」の音響航
法システムに組み入れ，実用的に使用することを

目的として実施するものである。

本年度には，米国製のトランスポンダを導入し，

センターの超音波水槽において指向性，周波数特

性，音響出力，受信諸特性及び寿命試験等を行い，

基本的性能を把握したのち，「しんかい 2000」の

試験潜航時に駿河湾の海底に設置し，「なつしま」

の音響航法システムで実際に測位できること在確

認した。現在も継続的に設置しており，今後とも

潜水調査船が潜航する都度，測位に使用し，実用

化の見通しを得ることとしている。

-28-

, 
」



4.調査研究

(1) 海洋新動力システムの動向調査

期間・平成元～平成4年度

担当部・情報室

近年の海洋における利用・開発の範囲は，資源・

エネルギー・空間の利用拡大が進むにつれ，沿岸

海域に止まらず沖合海域の有効利用を図ることが

求められている。特に海域の空間利用に主力が注

がれているのが特徴であり，さまざまのプロジェ

クトが提案され，一部は実施段階のものがある。

しかもこれらのプロジェク卜が展開される海域は，

次第に沖合化・大推進化にむかいつつあり，これ

に対応するために種々の海洋科学技術の開発が必

要となっている。とりわけ海洋開発のさまざまな

活動を行うにおいて動力源は不可欠であり，陸上

と異なる海洋の特殊な環境を考慮することが必要

である。

本調査研究では，海洋開発における種々の活動

を行う場合に必要となる動力源について，海洋開

発の主な分野とそこに使用されている動力源技術

の現状等を把握するとともに，将来の技術動向を

踏まえつつ新たな研究開発を必要とする動力源に

ついて検討することを目的とし，平成元年度は海

洋開発の主な分野で使用されている動力源技術の

現状について明らかにした。

(2) 海洋科学技術総合レビュー調査研究

期間．昭和63～平成4年度

担当部：情報室

この研究は，近年めざましい発展を遂げつつあ

る海洋科学技術を駆使して進められている海洋開

発の現状と将来のニーズを適確に把握し，新しい

研究開発のシーズの発掘と成果の普及を目的とし

て，昭和63年度から 5カ年計画で実施するもの

であり，本年度次の 2つのテーマについての調査

研究を行った。

1 ）深海底長期観測ステーションに関する調査

深海底の調査は，従来有人潜水船や無人潜水機

等により精力的に行われており，かなりの成果を

あげてきているものの，複雑に影響し合う諸現象

を調査するのには十分とはし、えず， これらの諸現

象を多定点において， しかも長期的に観察する必

要がある。

このためには，現在急速に進展しつつある各種

センサー技術・材料技術・海中動力源技術・情報

伝送技術・情報処理技術・設置回収技術などの技

術を，深海における調査・観測のために適用でき

るような長期観測ステーションの研究開発を行う

必要がある。

本調査研究は平成元～2年度にわたって実施す

るもので本年度は，深海調査手法技術の現状と問

題点を調査した。

2 ）深海底地層探査技術に関する調査

地球環境や海洋プレートの沈み込みに起因する

と考えられている地震発生のメカニズム，火山噴

火活動等の問題の解明及び予測を行い，これらの

対策を講じることは，人類及び地球の将来にとっ

て急務である。この地球規模の研究推進ためには，

まず過去から現在に至る地球環境の変遺を知る必

要があり，海洋底下には数億年にわたる変遷が堆

積物として，舌しされることなく残されているため，

これを入手することの意義は極めて大きし、。この

ために，海洋底深層部からの資料の採取を可能と

する深海底地層探査技術の開発が必要とされてい

る。

本年度は，深海底地層探査技術の現状と問題点

将来展望，最適システムの検討等を行った。

(3) 「海中作業技術」に関する調査

期間：平成元年度

担当部：潜水技術部・情報室

この研究は，海中作業技術を活用して海洋開発

に寄与するため，研究開発をどのように推進すべ

きかについて検討し，今後の具体的指針を得るこ

とを目的として実施するものである。

本年度は，海底空間造成とその利用についての

調査を実施し，結果をとりまとめた。
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まず海底空間の特性と物性，環境圧空間・大気

圧空間・ウェット空間とに区分した場合の各空間

の利用法について検討した。さらに海底空間造成

と利用に必要な技術として，構築技術，建設のた

めの周辺技術・要素技術，アクセス技術，海底空

間を機能させるための動力減，環境制御技術，保

守管理技術，海底空間の飽和潜水技術などを具体

的に調査し，利用構想の概念図を20例ほど収録し

fこ。

この結果を海中作業ぎ関する今後の施策に反映

し，積極的に役立ててゆきたいと考えている。

(4) 「新母船の出入港」に関する調査

期間：平成元年度

担当部：安全管理室

この調査は，新支援母船「よこすか」の入出港

の操船の難易度をシミュレーションにより確認す

ることを目的として実施したものである。

シミュレーションの条件は，センター専用岸壁

（以後「専用岸壁」という。）に隣接した海域が横

須賀港港湾計画に基づき埋め立てられることを前

提に，新岸壁と日産内航船岸壁に自動車船が停泊

しているものとする。また，パラメータとして，

専用岸壁に「かいよう」が着岸中と着岸していな

い場合，風速は 5段階，タグはO～2隻等を考慮

する。

本シミュレーションに使用したシミュレーター

の妥当性については，「よこすか」の海上試験デー

タに基づいてチェックしている。

シミュレーションの結果，専用岸壁に停泊船が

ない場合について，タグなしで安全に入出港を可

能とする目安は風速8m/sec以内。また，「かい

よう」が着岸中の場合は，タグ2隻を上手く操船

すれば，風速5m/secまで接岸が可能である等

のデータを得た。

なお，横浜沖の中の瀬及び館山湾を錨地とした

錨泊シミュレーションについても実施した。

(5) 大気圧潜水システムの調査研究

期間：平成元年度

担当部：潜水技術部

この研究は，国内のニーズに合った一人乗り，

有索の大気圧潜水システム（OMADS）を開発し，

運用していくための基礎データを得ることを目的

として，昭和62及び63年度の基礎研究に引き続

き実施するものである。

本年度は，外部専門委員により構成された研究

会を主体として，主に次の調査研究を実施した。

1) OMADSに関する文献，実物及び作業実績

の調査とその整理・解析

2）種々のタイプの OMADSを実際に運用して

いくために，想定されたミッション（ 3事例）

に対する運用システムの事前研究

3) OMADSに関するこれまでの研究成果の集

大成としての（机上での）総合評価及び国内の

ニーズに合った OMADS開発の現時点での提

案（例えば，浅深度用大気圧潜水服の開発等）

(6) 海外の大規模海洋調査に関する調査

期間：平成元年度

担当部：海洋開発研究部

この研究は，地球環境の悪化に対応して，地球

的規模の海洋調査計画を策定するにあたり，国内

外の大規模な海洋調査計画の動向について基礎資

料を得ることを目的として実施するものである。

本調査研究では TOGA(Tropical Ocean and 

Global Atogramme，熱帯海洋全球大気変動研究

計画）， WOCE (World Ocean Circulation Ex 

periment，世界海洋循環実験計画）， JGOFS (Joint 

Global Ocean Flux Study，グローパノレ・オーシャ

ン・フラックス国際共同研究計画）等，計29の国

際海洋調査計画について資料収集し，その要約を

作成した。
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(7) 超伝導の海洋利用技術への適用に関する研究

期間：昭和63～平成2年度

担当部：海洋超伝導研究会

この研究は，高温超伝導材料及び応用研究の進

展により，海洋分野への適用可能性を調査するこ

とを目的として実施するものである。

調査の結果，超伝導技術の海洋科学技術分野へ

の適用範囲は，大変広いことが確認され，また今

後さらに拡大されてゆくことも予想される。特に

海水は導電性無機電解質溶液であることから，こ

れらの特性と超伝導が有する特性を利用すれば，

新しい海洋観測機器，エネルギー，通信，空間利

用，環境改良等の広範な分野における応用の可能

性が期待される。しかし現在の高温超伝導のデー

タは，種々の課題を含んでおり，即座に実用的応

用が可能とは言えないが，実現された場合の社会

へのインパクトは極めて大きし、。このため今後推

進すべき研究開発の方向及び研究すべき課題の抽

出を行った。
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5. 受託研究

(1) 海底精密地形の調査研究（リフト系のプレー

ト形成過程及び周辺環境の解明）

期間：昭和62～平成元年度

担当部：深海研究部

委託者：科学技術庁

本研究は，昭和62年度から開始された科学技

術振興調整費による日仏共同研究「南太平洋にお

ける海洋プレート形成域（リフト系）の解明に関

する研究」の一環として行うものである。当セン

ターの分mは，主としてシービーム，ディープ・
トウを用いた精密地形・地質及び生物の分布等の

調査・研究である。

本年度は，元年6月～ 7月にかけて，仏国の潜

水船「ノチール」を用いた潜航調査が実施され，

当センターからも研究員がこれに参加した。また

元年12月から 2年 1月にかけて，パヌアツ背弧海

盆において「かいよう」により精密地形・地質・

地磁気・生物調査が行われ，さらに北フィジー海

盆中軸部において 「ドルフィン 3K」を用いた目

視観察・底質採取調査が行われた。これらの調査

には，国内から当センターの他，工業技術院地質

調査所，国立公害研究所，海上保安庁水路部が，

国外からはフランス (IFREMER,ORSTOM他），

CCOP/SOPACが参加した。

「ノチール」による調査の結果， これまでに多

数のチムニ一群が観測された北フィジー海盆中軸

部で，多くの活動的なチムニ一群，巨大なデット

チムニ一群，更にそれらに群がる熱水性生物群集

が確認された。 「かいよう」による調査では，パ

ヌアツ背弧海盆でシービーム測深により精密地形

図を作成するとともに，新たに熱水活動の可能性

のある地点を見出した。

(2) 海洋大循環の実態解明と総合観測システムに

関する調査

期間：平成元年度

担当部：海洋開発研究部

委託者：科学技術庁

この調査は，深層を含む海洋大循環及び物質循

環の実態についての知見及び研究課題等を検討す

ることを目的として実施するものである。

この調査は，学識経験者から成る次の三つの分

科会により実施された。

1 ）海洋大循環の解明に必要な観測システムに関

する調査 2）海洋大循環の実態解明及びモデリ

ングに関する調査 3）海洋大循環調査研究につ

いての国際協力及び総合研究計画に関する調査検

討。

この調査過程では，国際的な共同研究計画の進

捗状況を知るために，海外で聞かれた会議へ調査

員の派遣も行った。

調査結果は，報告書としてまとめられた。

(3) 熱帯域海洋混合層における熱輸送の精密観測

研究及び氷海域における大気海洋間熱輸送の

観測研究

期間：昭和62～平成3年度

担当部：海洋開発研究部

委託者：科学技術庁

1 ）熱帯域海洋混合層における熱輸送の精密観測

研究

この研究は，西部～中央部赤道太平洋海域にお

ける南赤道海流，赤道潜流などの海流の年変動及

び海面熱フラックスを観測し，平面及び垂直方向

での熱輸送の変動を観測することを目的として実

施するものである。

赤道海域は，明確なグラディエントを示す海洋

混合層が発達しこの層の消長は，表面の熱フラッ

クス，風向／風速，そして海流の流向／流速と複

雑に関連して変動する。海流の観測は， ADCP

（音響ドップラ一流速計）により 300m水深まで
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30m毎に計測した。混合層の観測は，緯経度

30’分毎に XBTにより行った。また緯経度 1。度

毎にCTDにより水温・塩分を観測し，力学計算

の方法により流れを誘導した。また気温，湿度，

風向，風速，短波放射，そして長波放射を観測し

太陽日射，潜熱、顕熱，長波放射を観測した。

本研究は国際共同研究として，アメリカ合衆国

海洋大気庁，及びオーストラリヤ連邦科学産業研

究機構と共同観測を実施した。

2）氷海域における大気・海洋間熱輸送の観測研

究

この研究は，太平洋の縁海であるオホーツク海

をテスト海域として，氷海において大気と海洋間

で熱が交換される過程を観測により明らかにする

とともに，将来氷海における熱輸送過程が，太平

洋の海洋環境に与える影響を評価・予測するため

の基礎となる氷海熱輸送モデノレを構築することを

目的として実施するものである。

本年度，本研究の第I期分最終年度であり，サ

ロマ湖の平滑海氷について氷内伝導熱，顕熱，潜

熱，大気との長短波放射熱収支などの観測を約2

週間にわたって実施した。そして平滑海氷につい

て，これまでの観測データをもとに個々の熱輸送

素過程をモテ。ル化した。（第E期でこのモデルを

統合する）

一方，将来，氷海における熱輸送量を広域にわ

たりモデルにより推定する場合，変量をリモート

センシング観測することを想定して基礎的研究を

行った。そして，赤外が雪氷面温度，マイクロ波

ラジオメトリーが冠雪深度，氷厚，海氷分布など

の観測に適するという結論を得た。

(4) 海洋深層資源の有効利用技術の開発に関する

研究

1 ）深層水の藻類生産ポテンシャルに関する研究

期間：昭和61～平成2年度

担当部海洋開発研究部

委託者・科学技術庁

この研究は，深層水による海域肥沃化効果につ

いて調べることを目的として実施するものである。

深層水を深度250mから汲み上げ，表層水と混

合して撒水する装置が，水産庁日本海区水産研究

所により昨年度整備され，本年度はこれを富山湾

の氷見沖約5km，水深約300mの海域に係留し，

深層水を撒水して，肥沃化効果を調べた（写真参

照）。

その結果，深層水の影響域は水温分布からは確

認できなかったが，栄養塩（硝酸塩）濃度では撒

水点の直ぐ下流でやや高い部分がみられた。培養

実験によると，栄養塩濃度の高い水ほど植物プラ

ンクトンの最終細胞濃度が高くなり，このことか

ら，深層水の撒水による海域肥沃化の可能性が示

唆された。しかし，今回海域で認められた栄養塩

濃度は極めて低く，肥沃化効果を引き起こすには

さらに高濃度の栄養塩が海域で保持される必要が

あると考えられた。

洋上設置型深層水利用装置（重量洋）

による深層水の撒水状況

2）珪藻類の増殖特性に関する研究

期間：昭和61～平成2年度

担当部：海洋開発研究部

委託者・科学技術庁

この研究は，深層水に対する植物プランクトン

の増殖特性を明らかにすることを目的として実施

するものである。

深層水を深度320mから陸上に汲み上げ，深層

水利用研究を行う実験装置が，昨年度高知県室戸

市に設置され，これを用いて研究を行った。

本年度は，本装置で汲み上げられた深層水を滅
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過した試水を用い，中心目珪藻類を試験生物とし

て静置培養を行い，深層水に対する増殖応答を調

べた（培養装置を写真に示す）。

植物プランクトン連続培養装置

その結果，深層水（対照区）で認められた誘導

期の長さは EDTAの添加により短縮されたが，

増殖速度と最終細胞収量は EDTA添加の効果が

認められなかった。硝酸塩と燐酸塩の取り込みは，

対照区に比べて EDTA及びEDTAと鉄の添加の

場合に促進された。

3）陸上設置型深層水利用装置の諸特性に関する

研究

期間昭和61～平成2年度

担当部：海洋開発研究部

委託者 ．科学技術庁

この研究は，陸上設置型深層水利用装置の性能

及び本装置で汲み上げられる深層水の水質特性を

調べることを目的として実施するものである。

本装置は，生物生産やエネルギ一生産のための

深層水利用研究の実験装置で，高知県室戸市に昨

年度設置され，本年度6月から連続取水を行って

いる。深層水に時折魚や底棲生物が混入すること

があったが，取水ポンフoの前にス卜レーナを設け

たことにより連続取水に支障はなかった。

取水した表層水の水温は，夏季の28°C台から冬

季の17°C台まで季節変化したが，これに比較して，

汲み上げられた深層水の水温は， ll°C台から14°C

台の間であり，周年比較的安定していることがわ

かった。取水管内を通る聞の深層水の水温上昇は，

夏季で約4°C，冬季で 1°C以内であった。また，

栄養塩（硝酸塩）濃度は， 30μMから15μMの範

囲で変動し，栄養塩濃度が高いと水温がやや上昇

する傾向がみられた。

4）藻場生産装置の開発

期間：昭和61～平成2年度

担当部：海洋開発研究部

委託者：科学技術庁

この研究は，沿岸域とくに内湾などで，海水の

透明度低下により浅海域へ後退している

藻場の回復技術の確立を目的として実施するもの

である。

本年度は，前年度後半から海域実験に使用され

ている人口光利用藻場生産装置による海藻成育実

験（海藻：クロメ，カジメ，ホンダワラ）の継続

と装置周辺の海洋物理環境のモニタリング及び藻

場生産装置による実験効率を高めるための常設の

水中監視システムの製作，設置を行い，その使用

を開始した。

5）深海微生物採集器の開発

期間：昭和61～平成2年度

担当部：深海研究部

委託者：科学技術庁

この研究は，昭和63年度までに開発した深海

底微生物採集器について，保圧性能向 tのための
改造，保温効果の解析，無菌性・定量性の確認な

どを行うことにより，より良い状態で深海微生物

を採集できるようにすることを目的として実施す

るものである。

本年度は，上記改造，解析，確認の為の各種試

験を行い，満足する結果が得られた。また平成元

年8月には日本海の隠岐海嶺の水深 1,600m海域

において， 10月には相模湾初島沖の水深 1,150m 

海域において深海微生物の採集に成功した。得ら

れたサンプルについては， 工業技術院中国工業技
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術試験所，東京大学海洋研究所，理化学研究所，

微生物化学研究所，国立予防衛生研究所において

各種試験が繰り返されている。

(5) 富山湾・能登半島海域における海底微細変動

状況調査

期間：昭和60～平成元年度

担当部：深海研究部

委託者：科学技術庁

この研究は，フォッサ・マグナの北部延長域に

当たる富山湾・能登半島海域において海底微細変

動状況の調査を行うことにより，地震予知研究に

資することを目的として実施した。

本年度は，能登半島沖の富山トラフ上で「しん

かい 2000」の潜航調査を実施し，底質の目視観

察，写真撮影，海底での重力測定を行った。また，

これまでの調査結果をもとに，富山トラフの海底

Fの浅部構造の解析を行った。

5年間の調査を通じて得られた本研究の成果は

次の通りである。

1 ）富山卜ラフの西縁を走る富山深海長谷に沿っ

ては北北東一南南西方向の顕著な線構造が見ら

れ，その東西両側で同様の地質断面が観察され

たこと，また重力測定の結果両側で地下構造に

差異が認められないことから，この長谷は，直

線的な断層に沿った浸食作用により形成された

ものであることが明らかとなった。

2 ）富山卜ラフの中軸部は表面を柔らかい堆積物

に覆われているが，重力測定の結果，その厚さ

はトラフ南部で 2km程度で、あることが推定され

fこ。

3）トラフを横切る重力測定結果，及び本海域の

震源分布から判断して， トラフ下には東側から

西側に向かつて傾斜する基盤地形が存在し，そ

の上を唯積物が覆っていることが明らかとなっ

た。

(6) 詳細海底状況調査

期間：平成元年度

担当部：深海研究部

委託者：科学技術庁

平成元年7月13日に海底火山噴火を起こした伊

東市沖の手石海丘において，緊急研究課題「伊豆

半島東方沖地震活動に関する緊急研究」の一環と

して9月17. 18日に「かいよう」を用いてJAMS-

TECテ、ィープトウ（ソーナーとカメラ）による

調査を実施し，その結果を基に9月26日に「なつ

しま」に搭載した「ドルフィン 3K」による調査

を実施した。

調査の結果，火口の形は南北約zoom，東西約
150mで，火口の最深部の水深は 125mであるこ

とが判った。火口内壁は急傾斜で，その表面には

膿層等が観察された。火口底の水深は115～125m

で，火口内壁から崩れてきたと思われる堆積物で

埋まっていた。今回の噴火で噴出したと思われる

玄武岩は少量のみであった。火口の周囲の海底の

水深は90～95mで火口縁はそれより 10m程度ゆ

るやかに盛り上がっている程度であった。

火口底の南縁の最深部では泡が噴き上がってい

る他，海水温も周囲の 14～15°Cより高い 35°c以

上あり，堆積物中では90～100。Cの高温が記録さ

れた。

以上のように噴火後2カ月の手石海丘の様子が

詳細に観察され，海底火山に関する貴重なデータ

が得られた。

(7) 津居山沖水層型浮魚礁周辺の魚群行動の調査

研究

期間 ：昭和63～平成2年度

担当部 ：潜水技術部

委託者 ：川崎重工業側

この研究は，兵庫県津居山沖に設置した中層型

浮魚礁について，その周辺に分布する魚群分布形

態を明らかにし，集魚要因解明の緒を見いだすこ

とを目的としている。
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魚礁は， 3基が水深80～90mの海域に設置さ

れ，浮体は頂部から 50mとなるように浮遊係留

された。魚群分布形態については，魚礁を中心lこ

東西 2km，南北3kmの海域で軽量式魚群探知機に

よる航走調査を行った。魚礁本体の状況，そこに

分布する魚群の種類調査等のため，無人機による

調査も行った。

浮魚礁に帽集した魚類は，ウマズラハギ，マア

ジが主で，前者は昼間の生活の場，夜間の休息場

として魚礁を利用し，後者は昼間の成群の寄りど

ころとしていた。海域全体ではイカ類（スルメイ

カ，シロイカ〉がひろく分布していた。

無人機調査の準備状況

(8) 浅海域における海底地形及び海象の影響調査

期間：昭和62～平成2年度

担当部：深海研究部

委託者：日本原子力研究所

この研究は，＊深zoomまでの海域において海
水中及び

海底状況調査も可能な．海洋モニ夕リンク、、システム

を運用する際に，海底地形や海象がどのような影

響を与えるかを調べることを目的として実施する

ものである。

本年度は，昨年度とりまとめた数ケ所の調査対

象海域の海象気象及び海底地形に関するデータを

もとに，四国電力伊方発電所の周辺海域を調査対

象海域に選定し，約2週間にわたって海底付近の

流向流速を実測した。また，その実測データを用

いて海洋モニタリングシステムの運動特性シミュ

レーションを行った。その結果，海底付近の流速

は，予想以上に速いため（最大 2kt以上），海中

の放射能測定や海底状況調査を行う際は，流向や

風向等の条件を十分考慮して運用条件を設定する

必要のあることが判明した。

また，モニタリングシステムの運動をパソコン

で簡便にシミュレーション可能なプログラムを作

成した。
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6. 共同研究

(1) 底質化学組成の分析手法の開発に関する研究

期間・昭和61～平成2年度

担当部・深海研究部

共同研究機関．化学分析コンサルタント

この研究は，潜水調査船「しんかい 2000」や

深海曳航システムによって採取した，深海の岩石，

堆積物，生物試料等についての，精密な化学分析

手法を開発・整備し，深海底に存在する有用金属

資源等について，その探査から採取，分析，評価

という一貫した技術を保有・使用する試みである。

本年度は，昨年度から号｜き続き，沖縄トラフの

ブラックスモーカ一周辺の熱水性沈澱物の試料を

主体として，微少量の試料の主成分及び微量成分

の分析を実施した。また，ニオブ， タンタル等超

伝導物質やハイテク関連元素の分析をも試みた。

しかし，これまで分析した試料中には，これらの

元素が検出限界以上には含有されていなかった。

引き続き，様々な海域の試料を調べていく予定で

ある。

また，センターの分析機器の整備を行い，岩石

の化学分析に至るまでの前処理作業ができるよう

になった。さらに，原子吸光分析との比較のため

に，同じサンプルに対し， EPMA，蛍光X線分

析装置による分析を行い，それらを比較した。

(2) 深海曳航用光・電気複合鎧装ケーブルの実用

化に関する研究

期間・昭和63～平成元年度

担当部・深海研究部

共同研究機関：日本大洋海底電線側

住友電気工業（鮒

平成元年度は，昭和63年度に行った 2社の試

作ケーフPルの海上試験結果をもとに，鎧装素線に

発生したうねりの原因について検討を加えた。両

者のうねりの発生度合にはかなりの差があり，鎧

装構造から来るものであることがわかった。

また，鉄線鎧装の塩水環境における試験を行い，

劣化の経時変化を調べた。

(3) 無索無人機の高精度位置制御技術に関する研
c'o 
才L

期間．昭和60～平成2年度

担当部：深海開発技術部

共同研究機関；日本飛行機（掬

この研究は，将来開発が見込まれている自律型

無人潜水機，すなわち，外部からのコントロール

によらず，自分自身の判断によって与えられた任

務を遂行する能力をもった無人潜水機の開発にお

いて不可欠である，機体の運動制御，特に，精度

の高い位置制御に関する基礎技術の確立をめざし

て実施するものである。

本研究では，目標から数メートル以内の近距離

における測位方法として，従来の音響に代えて，

視覚に相当する光学方式をとっている。

本年度は，試験機体を使って波動水槽及び潜水

プールで‘運動制御試験（写真 1）を実施し，運動

制御装置に関するデータの収集及び解析を実施し

た。さらに，高精度の位置制御性能を検証するた

め，水中作業が行えるようにマニピュレータの試

作を始めた。

プールで運動制御試験を行う無索無人機
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(4）簡易型大深度自航式TV探査装置（UROV)

に関する研究

期間：昭和61～平成元年度

担当部：深海開発技術部

共同研究機関：住友電気工業側

住友重機械工業（掬

この研究は，運動の自由度が大きく，小型船で

も使用できる，光ファイパ方式，バッテリ内蔵型

の大深度（推進2,000）アンテザードROV(UROV)

を開発することを目的として実施するものである。

これまでに制御装置の設計及び製作，機体フレー

ムの製作，光ファイパスプーラの試作試験等を行っ

てきた。

本年度は，その最終年度として，システムを完

成し，水槽試験，地先海面試験を経て， 2月に

「かいよう」を使用して，水深約60mまでの海域

試験を行い，システムが良好に作動することを確

認した。

UROV2000の海域試験，伊豆，因子沖

(5) ドルフィン 3K用テザーケーブルの改良，評

価研究

機関．昭和63～平成元年度

担当部：深海開発技術部

共同研究機関：藤倉電線側

三井造船（槻

この研究は，既に実用に供している「ドルフィ

ン3K」用テザーケーブルについて，ケーブル引

留部の構造，ケーフ’ルのトルクバランス，外部シー

スの耐外傷性をさらに改善すること及び中古ケー

フ’ルの一部を解体，評価して，ケーフソレの寿命を

推定すること等を目的として実施するものである。

第 1年度は，中古ケーブルの解体，評価，引留

部付近の改良，新設計のケーブルの試作と耐圧試

験等を実施した。

本年度は，第2年度として引留部付近の改良に

よる効果の海域での確認，新設計のケ一フ

試験と評価を行つた。引留部付近の改良には格段

の効果が認められたが，万全ではなくなお研究の

余地があることが判った。

テザーケーブル健全性確認のための引張試験

(6) 無人探査機用テザーケーブルの接続法に関す

る研究

期間・昭和63～平成元年度

担当部：無人探査機開発プロジェクトチーム

共同研究機関：藤倉電線（槻

この研究は，無人探査機「ドルフィン 3K」が

運用当初ケープールトラブルがあり，そのために運

用が中断されたことに鑑みて，ケーフザルにトラブ

ルが生じても，早急に修復できるような技術の確

立を目的として実施するものであり，現在開発が
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進められている 10,ooom級有索無人探査機のケー
ブルに対しでも適用することを念頭に置いている。

本年度は，その最終年度として，前年度のフィー

ジビリティスタディで示された，抗張力体として

のケブラロープの接続技術の開発を実施した。こ

のロープは，ケブラ繊維を樹脂で固めた FRP構

造となっており，種々検討の結果，薬品で解かし

た上で繊維をロンガスプライスし，再度樹指で固

める方法を採った。その結果，ロープ直径の増加

も少なく，破断強度も一般部と同等の接続効率が

得られるようになった。このことから，ケーブル

トラブルとしての抗張力体の破損事故には十分対

応できる技術が得られた。

(7) PSK音響信号の伝送長距離化の研究

期間：平成元～2年度

担当部：深海開発技術部

共同研究機関：日本電気（槻

本研究は， PSK方式による画像情報の伝送の

研究において，伝送距離の延伸（6,500m以上）

のために，信号補正の機能を向上させるために行

うものである。併せて，伝送距離延伸に伴う伝送

。＼、

（海上）

帯域の削減に対応し伝送時間短縮のための検討を

行い，実用機製作のための技術を確立することを

目的としている。このため，本研究では，

1 ）伝送時間の短縮を計るために，画像符号化処

理のパラメータを検討した。

2）信号補正機能のパラメータを検討し，シミュ

レーションソフトウエアを作成し，それにより

長距離伝搬における音響伝送路の補正のシミュ

レーショシを実施した。

その結果， 1 ）については伝送時聞を約 20%

短縮することができ， 2）については，伝送距離

7, ooomまで必要な補正パラメータを求めること
ができた。

なお，これらの結果は，平成2年度から開始す

る実用機の製作に反映させる予定である。

(8) 浮体式海洋構造物による実海域実験

期間：昭和61～平成2年度

担当部：海洋開発研究部

共同研究機関・船舶技術研究所

気象庁海洋気象部

この研究は，大型の浮体式海洋構造物の建設技

J
4
l十
｜

実験海域の全体配地色l
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術に関し，模型実験・理論解析で得られた研究成

果を，厳しい自然環境下で検証することを目的と

して実施するものである。

本研究では，浮体式海洋構造物を山形県鶴岡市

由良沖に係留設置し，これを利用して実際の海域

における各種実験を行っている。当センターは，

昭和61年夏季～秋期と 62年 8月にそれぞれ第 1

期，第2期の緊張係留の実験を実施した。その後，

浮体は6本の弛緩係留索により係留された。

本年度は，昭和63年度に引き続き， 自然環境

条件の把握技術の向上，自然環境下での浮体構造

物の動的応答特性の把握を目的として観測・研究

を行った。波浪計測については，浮体の周辺海域

に各種の波浪計を設置し，波浪データを解析・比

較することにより精度並びに信頼性の向上を図っ

た。また，流向流速計による潮流の計測，風向風

速計による風の計測を行ってこれらが浮体の動的

応答に与える影響を調査した。浮体の動的応答計

測については，加速時計，動揺計などによる浮体

動揺計測，船上TVカメラによる動揺計測l，光波
測距儀による浮体位置変化の計測，超音波による

浮体の長周期運動を含めた動揺計測を行い，計測・

解析システムの有効性を確認した。さらに， GPS

受信機を浮体に搭載して浮体の位置と移動量の計

測を行い， GPSによる浮体運動計測の有効性を

確認した。

(9) 深層水有効利用技術の実用化に関する研究

期間．昭和63～平成4年度

担当部：海洋開発研究部

共同研究機関 ：清水建設側

日本水産（掬

日本郵船（槻

この研究は，生物生産，エネルギ一生産，淡水

製造等の実用性の高い深層水利用技術の確立を目

標として実施するものである。

深層水を深度320mから陸 t.1こ吸み上手げ， 深層

水利用研究を行う実験装置が，科学技術振興調査

費により昨年度高知県室戸市に設置され，これを

用いて研究を行った。その概要を以下に述べる。
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1 ）連続培養装置を試作し，これにより 2種類

の有用物質生産微細藻類を深層水を用いて培養し，

増殖特性を調べた。 2）深層水の低水温性を利用

して，冷水性魚類飼育の越夏試験と周年飼育試験

を行った。 3）深層水の底水温と表層水の高水温

を利用し，熱交換方式とヒートポンプ方式による

水温制御方法を試験した。 4）低圧低温式淡水製

造装置を試作し，淡水製造試験を行った。これら

の研究は現在継続中である。

(10) 深層水を利用した微細藻類の生産に関する研
E升ヨ
7t. 

期間：平成元～平成4年度

担当部：海洋開発研究部

共同研究機関：クロレラ工業側

この研究は，「深層水有効利用技術の実用化に

関する研究」の一環として，深層水利用による微

細藻生産技術の開発を目的として実施するもので

ある。

微細藻類の生産を実用化しようとすれば，増殖

速度が高い種を対象にする方が有利である。そこ

で，深層水でよく増殖する有用藻類のスクリーニ

ングから始めることにした。その手順として，

1 ）海産藻類の収集， 2 ）各藻類固有の水温，

pH等に対する増殖特性の把握， 3）深層水での

増殖特性の把握等によって，深層水中で、増殖速度

の大きい藻類を選び出す。本年度は，研究の初年

度として， 20種類以上の海産微細藻類を収集し，

それらの藻類固有の増殖特性を調べる段階まで進

んだ。その結果， 高い増殖速度を示す種が数種見

い出された。

(11) 固体メモリ一式波高計及び流速計の開発

期間．昭和62～平成元年度

担当部．海洋開発研究部

共同研究機関：協和商工側

この研究は，離島などの遠隔でかつアクセスの



困難な海域において，長期間にわたり無保守で波

高及び流速などを計A測し，データを自動的に処理・

記録する信頼性の高い日記記録式波高計及び流速

計Aを開発することを目的として実施するものであ

る。

本年度においては，昭和63年度に沖の鳥島に設

置して長期間にわたって現地の波浪及び流速の自

動計測を行った固体メモリ一式波高計及び流向・

流速計を回収する一方，海象データの読み出し・

解析を行うのに適したプログラムを開発した。そ

して， これを用いて，回収したメモリー内のデー

タを解析した。

これらの結果より，今回開発した固体メモリ一

式波高式及び同方式流向・流速計は，長期間，無

保守という条件下において，十分有効なデータを

取得することができることが確認された。

(12) 波力利用海水ウラン回収に適した吸着剤の研

究

期間：昭和62～平成2年度

担当部：海洋開発研究部

共同研究機関：日本原子力研究所

この研究は，海洋エネルギーとりわけ波エネル

ギーを利用した海水ウラン採取装置を実用化させ

るための最適なウラン吸着剤の開発を目的として

実施するものである。

これまで，種々の繊維状素材に対して日本原子

力研究所高崎研究所が開発した，放射線グラフト

重合法によりアミドキシム化を行って試作した吸

着剤について，海水を用いた吸着試験を実施した

結果，極細繊維を使用した吸着材が実用化へ最も

適していることが明らかにされている。

本年度においては，極細繊維状ウラン吸着剤に

ついて定常流中でのカラム吸着試験及び加振吸着

試験を行い，吸着性能を把握した。その結果，吸

着材の回収及び吸着材からのウランの脱離に問題

はあるものの，吸着性能と耐久性に優れており，

実用システムとしては十分有効であることが明ら

かになった。

(13) GPSによる浮体運動計測技術の研究開発

期間：昭和63～平成元年度

担当部：海洋開発研究部

共同研究機関：日立造船情報システム鯛

この研究は， GPSという極めて高精度の測位

システムを海洋の科学観測や計測に利用すること

を目的としている。

GPSは，高精度かっ簡易であり，魅力的なも

のであるが，通常の使用法ではせいぜい数10mの

精度しか得られず，またGPSが本格的に運用さ

れた段階では，特定の利用者以外の精度はさらに

劣化されると予想されている。しかし，このよう

な精度劣化の原因となる誤差要因は，多くの受信

機に共通であり，既知点でこの誤差を推定するこ

とにより，他点の位置を精度よく計測できること

が期待できる。本年度は沖合い約3k皿の海上に浮

かぶ海洋構造物の運動を 2台のGPS受信機を用

いて計測し，解析の結果が， lm～2mの精度と

なることを確認した。なお，受信機1台の測位精

度は40～100mであった。現在はデータの後処理

で得られた精度であるが， リアルタイム処理に発

展させることは困難ではない。

(14) フレキシブルライザー管挙動の解析・計測技

術の研究開発

期間：昭和63～平成2年度

担当部．海洋開発研究部

共同研究機関古河電気工業側

シェ Jレ・インターナショナJレ

石油欄

この研究は，フレキシブルライザーシステムの

信頼性向上に関連して，自然環境条件下での動的

挙動の把握と解析・計測技術の開発，疲労特性に

関する解析・計測手法の開発を目的として実施す

るまのである。

本研究では，山形県鶴岡市由良沖に係留中の浮

体海洋構造物にフレキシブルライザーシステムを

取り付け，自然環境下での応答を計測する。
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昭和63年度は海域実験用のフレキシフザルライザー

システムを設計・製作・設置し， 9月～11月に第

I期実験を行い，浮体及びライザーの挙動を計測

し7こ。

本年度は，昨年度の実験結果をもとに新たにフ

レキシブルライザーシステムを設計・製作し， 7 

月にライザーを浮体に取り付け，計測機器類の設

置・調整の後， 9月より第E期実験を行った。そ

の結果， ライザーシステムの設計手順及びライザー

の静的・動的挙動シミュレーション解析を含めて，

その設計手法を明らかにすることができた。また，

超音波による浮体の運動及びライザーの海中挙動

の計測システム，及び実験データの処理・収録シ

ステムの開発・運用により，実験海域の自然環境，

浮体の運動， ライザーの挙動と各々の相関につい

て特性が明らかとなった。

平成2年度は，本年度の海域実験で得られたデー

タの解析， シミュレーションによる動的応答解析

を行うとともに，実験終了後ライザーを撤去・回

収して残存性能の評価試験，疲労解析を実施する

計画である。

フレキシブルライザー管の海域実験

(15) 高磁歪特性を有する希土類合金に関する研究

期間・昭和63～平成2年度

担当部：海洋音響トモグラフィプロジェクト

チーム

共同研究機関：日本鋼管制

沖電気（楠

本研究は，海中における長距離音波伝搬用低周

波音源の駆動素子材料として極めて良好な高磁歪

特性を有する希土類合金の研究開発を実施するこ

とにより，海洋音響トモグラフィー用低周波音源

に最適な材料の製造及び応用技術を確立すること

を目的とする。

本年度は，偏侍圧縮0,8kgs/mの条件下で＇ 500

エルステッドの磁場をかけることにより， 0.16%

(1, 600ppm）の磁歪率をもっ超磁歪材料の開発に

成功した。一方，音源に利用するための周辺技術

については，磁気バイアスの最適化検討・共振系

の各種パラメータ設計法・耐水圧検討等を実施し，

超磁歪材を用いた低周波音源開発のための有益な

技術資料を得た。

開発した各種超磁歪材料
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(16) 海洋音響トモグラフィー基礎技術の総合化に

関する研究

期間：昭和63～平成2年度

担当部：海洋音響トモグラフィープロジェク

トチーム

共同研究機関：沖電気（掬

本研究はパイプ型音源（400Hz）を用いて，実

海域における音波伝搬試験を実施し，海洋音響ト

モグラフィー技術の基礎技術に関する資料を取得

するとともに，この資料に基づいて海洋音響トモ

グラフィーシステムの基本仕様を検討し，また，

解析手法の重要な基本技術である音波伝搬特性の

解析技術を開発し，プロジェクト研究「低周波音

響利用技術の研究」促進に資することを目的とする。

本年度は，伊豆小笠原諸島東方海域において，

パイプ型音源を用いた音波伝搬試験を実施し，低

周波音波の長距離伝顕特性（400kmまで確認、）及

び十数本の固有音線の分離同定（250km及び317km)

を確認した。この結果に基づ．いて，海洋音響シス

テムの仕様検討を開始した。また，二次元の音波

伝搬の基本モデルを開発した。

震

長距離音波伝搬試験

(17) ターミネータ型波力変換装置の構造設計に関

する研究

期間：昭和63～平成2年度

担当部：海洋開発研究部

共同研究機関・石川島播磨重工業側

この研究は， ターミネータ型波力装置について，

その基本特性である波エネルギー吸収効率及ひ‘消

波機能を低下させることなく，十分に安全でしか

も建造コストの低い装置を開発することを目的と

して実施するものである。

ターミネータ型波力装置の基本構造について，

理論的及び従来の資料に基づく検討ならびに基本

モデルによる模型実験を実施し，これらの成果を

もとに装置の構造強度及び復元性を考慮した基本

設計を実施してきた。

ターミネータ型装置の欠点として，常に波浪外

力を強く受けるため係留の安全のために多くの経

費が必要となることが挙げられる。そこで係留地

力を低減できるマイティーホエール型の装置につ

いて，基本設計・構造設計を行い問題点を明らか

にするとともに，水槽実験によって，実機の性能

予想を行い，かっ設計の問題点を明らかにした。

(18) 衛星を利用した海洋データ伝送に関する研究

期間：平成元年～平成2年度

担当部：海洋開発研究部

共同研究機関：アルゴス側

この研究は，地球上の広い地域の海洋環境デー

タを同時に，かつできるだけ簡単に多く入手する

方式を開発することを目的として実施するもので

ある。このため現在，衛星を利用して観測データ

の集積する方式が検討されている。

アルゴスシステムは，周回衛星を中継に使って

データを集積するので，地球上の全ての地域から

データの取得が可能である。しかし，現状では一

度に受信できるデータ数に限りがあり，今後海洋

観測の要望に対応不可能になる。よって将来の海

洋観測の要望に対応可能なアルゴスシステムの利
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用法，送信方式及びデータ処理方式にってい検討

するが，本年度は利用法について検討した。

(19) Arnaの潜水時の循環機能に関する研究

期間：平成元～2年度

担当部－潜水技術部

共同研究機関： Buffalo大学

産業医科大学

この研究は， Arnaの潜水時の呼吸循環機能を

正確に調査し， Arnaの作業能力，疲労の度合及

び血液性状の変化等より作業者の健康管理の指標

となるための基礎資料を得ることを目的として実

施するものである。

本年度は，三浦半島の松輪，長井の潜水漁業者

を対象として ＂t;，ちどH について実施した。
この、、かちどH による息こらえ潜水では，潜水

深度は約10m, 10分間に 2 3回の潜水を実施

し， I回の潜水時間は 52± 6秒間であった。心

拍数は潜水を開始すると減少し，浮上時になると

上昇する傾向を示したが，対象者によって異なっ

ていた。

ダイパーが記録計を装着して息こらえ潜水中

四飽和潜水用減圧表の研究

期間：平成元～2年度

担当部：潜水技術部

共同研究機関： Hawaii大学

この研究は，減圧理論により作成した晴乳動物

汎用減圧表の有用性を確認するとともに，混合ガ

ス飽和潜水における潜水障害研究用の減圧表とし

ても利用でき，かっ飽和潜水用減圧表としても利

用できることを目的として実施するものである。

本年度は，ラットを用いてHe 0，飽和潜水実

験を12回， 300m深度相当圧で実施した。

その結果，半飽和時間 CTYz) 11分で減圧時停
留のない減圧を実施した9例とも減圧中に死亡，

減圧時間 1.25h, T Yz = 11分で減圧時間 3.33hで
は11例中2例が死亡した。 TYz = 33分で減圧中
の停留のない減圧を実施した10例では減圧症の

発症なく生存していた。減圧時間は3.73hであった。

以上の結果より，ラットを用いた300m飽和潜

水実験による安全な減圧時間が 3.33h～3. 73hに

存在することが示唆された。

(21) 魚類加圧飼育水槽の実用化研究

期間：平成元～平成2年度

担当部：潜水技術部

共同研究機関：ランドマリタイム（鮒

この研究は，当センターで開発した魚類加圧水

槽を産業的に実用化することを目的として，実施

するものである。

これまで加圧及び高溶存酸素量 (HDO）の飼

育環境で各種水棲生物を飼育した結果，従来の飼

育実績より有利な面が認められるとともに，加圧，

減圧等に伴う加圧水槽の運用基礎データを得た。

また，飼育水の温度制御の必要性から，新たに冷

却装置を取付けた。

実用化の検討から循環水の溶存酸素量の維持，

及び飼育生物の排池するアンモニアの浄化につい

ても調査した。
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(22) 海中作業実験船「かいよう」の船体運動特

性に関する研究

期間．昭和63～平成2年度

担当部：深海開発技術部

共同研究機関：：三井造船（掬

この研究は，半没水型双胴船という特殊船型を

有する海中作業実験船「かいよう」の海上におけ

る船体運動特性を明確にするとともに， この運動

特性を利用し，航行中の海象（波高）及び操船

（増減速，変針）後の各種船体運動を予測できる

船体運動計測記録装置を開発することを目的とし

ている。

本年度は，規則波中の運動特性から不規則波中

における船体運動を線形理論により推定する計測

記録装置を開発し「かいよう」に搭載した。

平成2年度は，実海面において同装置による船

体運動の推定値とを比較することにより，線形理

論の修正を行い，これを同装置のソフトに組み込

み，推定値の一致を図ることとしている。
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7. ウッズホール海洋研究所との国際協力

(1) 日本周辺のプレート境界域における堆積作用

の研究

期間：平成元～3年度

担当部：深海研究部

本研究はウッズホール海洋研究所（以下WHOI

と略す）と共同で日本周辺の活動的なプレート境

界域の地形，地質構造を明らかにし，そこでの堆

積作用の特徴及び堆積様式と地殻変動との関係を

明らかにしようとするものである。また新しい深

海底の調査システムを共同で研究することも目的

としている。

本年度は 8月lこWHOIのミリマン博士らと共

同で駿河湾の富士川沖海底扇状地の調査を実施し

た。 WHOIは，ハンテツクシステムという浅海

曳航型の音波探査器により，海底下構造の解明を

試み，さらにグラビテイコアによる採泥試料と音

波記録の対応を行った。

センターは，深海曳航システムにより，より広

域の地形調査と，目視情報収集を行い，ハンテッ

ク記録と対応させ，両者から海底扇状地を総合的

に理解するための検討を行った。

実質4日間という短期間の調査ではあったが，

お互いの調査機器及び解析方法を理解し，今後の

共同研究に有用な認識が得られた。今後の計画と

しては，調査海域をより深部に広げ，海底扇状地

の先端部を調べると共に，プレート運動との関連

を調査する予定である。

(2) リアルタイムデータ伝送方式の基礎研究

期間：平成元～3年度

担当－海洋音響プロジェクトチーム

本研究は，海洋音響トモグラフィーシステムの

中の未解決な重要問題出あるリアルタイムデータ

伝送技術の調査検討を行い， リアルタイムデータ

伝送方式の評価を行うものである。

本年度は，研究の初年度として，各種リアルタ

イムデー夕方式の調査及び各伝送方式の技術評価

を行った。この結果，光ファイパーを用いたスプー

ル型の伝送方式，海底光ファイパーケーブル万式

及び超音波データ伝送方式の 3種類が有望である

ことが明らかとなった。このうちで，スプール型

については，基礎実験を行うことが必要であるの

で，次年度，海域実験を行い，その評価を行う予

定にしている。

(3) 自律型無人潜水機に関する研究

期間：平成元年～

担当部：深海開発技術部

この研究は，海上の船舶からのコントロールに

頼らず，自力で与えられた任務を遂行することの

出来る，自律型の無人潜水機をウッズホール海洋

研究所（WHOI)と共同で研究開発することを目

的とする。

WHOIでは，本年より 3年計画で， ABE(Auto 

nomoous Benthic Explore r；自律型海底探査機）
を開発する予定であり，当センターに協力を求め

て来た。協力の可能性について検討した結果，互

いの技術を提供しあうことにより多くの成果が望

めるので， ABEを共同開発することとした。

本年度は，第1年度として，研究開発の目標，

研究分担及び共同研究の進め方等について協議し

た。この研究では，当センターの UROV-2000を

テストベッドとして， WHOIの行っている ABE

の研究に協力するほか，機器の 1部を分担して製

作したり，互いにノウハウを提供しあうなどの協

力の可能性が討議された。その結果，主として視

覚装置（静止画像TVと記憶装置）及び UROV

2000による制御や機器のテストを当センターが

分担することとし，その他ノウハウを提供しあう

ことで合意し，次年度より具体的に共同研究を行

うこととした。
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(4) 音響 トモグラフィーに関する技術協力と研究

期間：平成元年～

担当部：海洋音響トモグラフィープロジェク

トチーム

本研究協力は，海洋音響トモグラフィー技術開

発に 10年以上の実績を有するウッズホール海洋

研究所トモグラフィーグループと共同して，小海

域用音響トモグラフィーシステムを構築し，共同

観測及び共同解析を行い，また，共通の開発を共

同で行うことを目的としている。

本年度は，共同観測に必要な機材のうち， トモ

グラフィートランシーパを2組整備し，また，当

センター研究員l名がウッズホール研究所に留学

し，低周波音響技術の研修・研究を行っている。
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第3章研修事業

海洋開発を円滑に推進するためには，有能な人

材を養成し，確保していかなければならなし、。こ

のため，当センターでは海洋科学技術センタ一法

に基づく研修事業の一環として，潜水技術に関す

る各種の研修コースを設け，昭和 48年度以来，

時代のー要請に適応した教育内容で，潜水技術の育

成並ひ、に潜水業務に関わる人々に対して，安全管

理教育を実施している。

平成元年度は，潜水業務管理コースを2回，特

別研修を6回実施し， 186名の受講者数を得た。

1.潜水業務管理コース

(1) 実施期間

第 1回：平成元年9月25日（月）～30日ω
第2回：平成元年11月6日（月）～11日出

(2) 研修人員

第 1回： 10名

第2回： 11名

(3) 研修時数

講義 28時間

実習 9時間

討議 7時間

(4) 講義内容

潜水技術論 2時間

潜水理論 3時間

潜水生理 4時間

潜水法 3時間

潜水装備 2時間

空気潜水業務 3時間

オープンベル潜水業務 3時間

ベル・パウンス潜水業務 3時間

救急再圧法 3時間

ROV 2時間

2.特別研修

( 1) 研修名 ：潜水技術基礎

期間：平成元年5月15日（月）～19日後）

依頼先・京急油壷マリンパーク株式会社

日本海洋事業株式会社
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人員： 11名

目 的 マリンパーク職員及び「かいよう」

乗組員に対して，スクーパ潜水技

術に関する知識並びに基本的な潜

水技術を習得させる

内容・講義

潜水概論 1時間

潜水物理 2時間

潜水法一般 2時間

潜水管理 2時間

．実習

基礎潜水 28時間

場所：海洋科学技術センター

(2) 研修名－潜水技術基礎

(3) 

期間－平成元年5月15日（月）～26日後）

依頼先・末崎漁業協同組合

人員 1名

目 的：組合職員に対して，空気潜水に関

する知識及び基本的な潜水技術を

習得させる

内 容－講義

潜水概論 2時間

潜水物理 2時間

潜水生理・障害 6時間

潜水法一般 9時間

減圧法 6時間

潜水管理 5時間

救急再圧法 3時間

潜水器材整備 7時間

・実習

基礎潜水 28時間

場 所海洋科学技術センター

研修名：潜水技術訓練

期間田平成元年6月5日（月）～16日倹）

平成元年6月19日（月）～30日（剣

依頼先． 警察庁

人員： 60名

目 的： 警察庁機動隊員に対して，スクー

パ潜水に関する基礎知識及び基本

的な潜水訓練並びに水難救助作業

を習得させる



内容ー講義 (5）研修名潜水技術講習

潜水概論 2時間 期間平成元年8月10日（木）～11日後）

潜水物理 2時間 依頼先科学技術健康保険組合

潜水生理 ・障害 4時間 人員 20名

空気減圧法 4時間 目 的組合の被保険者に対して，スク ー

潜水法一般 6時間 パ潜水技術を体験させ，今後の組

救急再圧法 2時間 合活動に広く寄与させる

潜水管理 2時間 内容潜水体験8時間

海洋生物 2時間 場所・ 海洋科学技術センター

．実習

基礎潜水 27時間 (6) 研修名－潜水技術基礎

慣熟潜水 31時間 期間平成元年8月28日（月）～9月1日後）

場所海洋科学技術センター 依頼先・運輸省港湾技術研究所

水産工学研究所

(4）研修名潜水技術講習 人員 13名

期間平成元年7月21日後）～22日比） 目 的研究所職員に対して，スタ ーパ潜

依頼先東京都教職員組合 水に関する基礎知識及び基本的な

人員： 60名 潜水技術を習得させる

目 的組合職員に対して，スクーパ潜水 内容講 義

に関する基本的な潜水技術を習得 潜水生理 ・障害 3時間

させる 潜水法一般 2時間

内容講義 潜水管理 2時間

潜水法一般 3時間 実習

実習 基礎潜水 28時間

基礎潜水 11時間 場所 海洋科学技術センター

場所－海洋科学技術センター
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第4章情報業務

1概要

海洋科学技術の国際化の進展に伴い，国際動向

を十分視野に入れた国際情勢，各地域におけるそ

れぞれの見方あるいは各国の具体的な事情などに

ついて的確な海洋科学技術に関する情報活動が必

要になってきている。

情報室では，これら情報ニーズに対応すべく各

種動向調査の実施並びに得られた情報の積極的な

活用を図るとともに，スーパーミニコンビューター

が導入されたのを契機として情報のデータベース

化を図り，多目的な利用を可能にしている。

また，各種関連図書・雑誌・技術レポート等を

広く収集して適切な分類，整理，加工，提供等の

取りまとめを行っている。

2.海洋開発の動向と情報活動

海洋開発とは，非常に広範囲で特殊な環境を含

んだ分野であり，これらを効率よく進めるために

は，海洋の特殊性を考慮しながら現有の科学技術

や先端技術との調和を図りつつ，それぞれの分野

に対応した技術開発を進めていく必要がある。

このような考え方から情報室においては，時代

に即した海洋開発をテーマとした情報活動をより

効果的に実施することを目標として，情報ニーズ

の背景となる海洋開発，海洋科学技術の動向に着

目しながら情報活動を行い，新たな展開に対処で

きるように充実を図る。

本年度は， 4ヶ年計画の初年度として，「海洋

新動力システムの動向調査」を実施する他，海洋

科学技術総合レビュー調査研究として，「深海底

地層探査技術に関する調査」並びに「深海底長期

観測ステーションに関する調査」 2件を実施した。

各調査の成果物は各年度終了後に，各々単一の

成果物として印刷され情報室において公表してい

る。

3.本年度の情報活動

本年度の情報活動は，関連の内外の図書・雑誌・

技術レポート等を広く収集して分類，整理，加工・

提供及び、保管といった定常的業務の他，昨年に引

き続き，パソコンによる研究成果データベースの

作成並びに所蔵書籍の一部データベース構築を行っ

た。

研究成果データベースは，当センターの研究者

が内外に発表した研究成果についてまとめたもの

で，検索項目は10以上にわたる。既に執筆者別

あるいは発表年度別リストを簡単にプリントでき

るようになり，研究者の用に供している。

今後は，整備された汎用コンビュータへデータ

を転換し，データの増大化に備えるとともに，迅

速な処理を目指すことにしている。また，昭和60

年度より情報室を中心とした技術相談制度が設け

られ，内外からの海洋科学技術に関する事項につ

いて各部・室に技術相談推進役が置かれ情報（技

術）相談に応じ，情報室がその相談のとりまとめ

を行っている。

(1) 技術情報の収集と提供

本年度末における所蔵図書資料の構成は，次の

とおりである。

所蔵図書

和書

洋書

（所蔵8748冊）

83間（所蔵2906冊）

25冊（ II 1691冊）

寄贈図書 169冊（ II 3583間）

（調査研究報告書等）

センター刊行物

所蔵雑誌

和雑誌

洋雑誌

(2) 情報サービス

15冊（ // 568冊）

（所蔵 474種）

17種（所蔵 322種）

1種（ // 152種）

情報室は，収集した資料等を広く一般に公開し

て情報の活用を図っており，無料で閲覧，貸し出

しサービスを行うほか，新着図書資料，最新の海

外のニュース等の紹介等，情報サービスを行って

いる。

提供している情報サービスは，次のとおりであ

る。

①技術情報資料の閲覧・貸出 随時

②所蔵図書資料案内 随時

③ 新着情報案内・ニュース誌「なつしま」に

選択掲載 隔月

④ 海洋開発関連の新聞記事情報案内
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イ． 「ニュースレター」 毎日

ロ． 新聞記事索引情報 週間

⑤海洋開発の情報相談 随時

（文献・研究活動の所在調査など）

⑥海外ニュース情報 月間

⑦国際情報協力 随時

（センタ一成果刊行物の交換配布，外国か

らの照会受付など〉

⑧海洋に関する会議・展示会情報案内 随時

⑨所在情報データベースの提供 随時

⑩船舶運航情報データベースの提供 随時

なお，本年度の海洋開発一般から専門分野にい

たる閲覧，貸出等の実績は，次のとおりである。

① 利用実績

イ． センタ一内部利用

a 図書借出 654冊

b 雑誌W」、 II 531誌

ロー 外部利用

a 閲覧者 79人

b 図書資料貸出 56冊

C. 成果刊行物の有料領布 102間

d コピー受託 llH牛
e レファレンス 58件

4. 試験研究報告等の編集・刊行

情報室は，センターの研究成果を広く一般に公

開するため，情報サービスの一環として，「－海洋

科学技術センター試験研究報告」を年2回，「し

んかい 2000」研究シンポジウム報告書を年 1回

並びに情報誌 「JAMSTEC」を年4回編集・刊行

し，またこれら刊行物の配布及び領布もおこなっ

ている。

本年度のこれら成果物の刊行は，次のとおりで

ある。

1 ）海洋科学技術センタ一試験研究報告

当センターの総合的な成果報告として同試験

研究報告の第22号及び第23号の 2編の刊行を

した。

2 ）第5回「しんかい 2000」研究シンポジウ

ム報告書

昭和63年12月に開催された第5回「しんかい

2000」研究シンポジウムにおいて発表された成

果を論文集にまとめて刊行した。

3）情報誌「JAMSTEC」

センターで実施している研究成果や活動状況

を広く一般にわかりやすく紹介することを目的

とし， これに各種施設の紹介や海外情報等を盛

り込んだ情報誌「JAMSTEC」の第2号から第

5号まで4編の刊行をした。

海洋科学技術センター試験研究報告

（第22号平成元年9月刊行）

（論文）

1. 自由壁円柱群の配列による遮音

中西俊之・土屋利雄・網谷泰孝

許正憲・新井嘉人・菊地年晃

松田和久

2. 音響による画像情報のディジタル伝送（PSK

方式）について

土屋利雄・中西俊之・網谷泰孝

野並健二・許正憲・新井嘉人

杉内克巳・鈴木道也

3. 高周波数域での二重防振支持効果

〔6500m潜水調査船支援母船「よこすか」

への二重防振支持の適用〕

佐野正・中西俊之・橋口寛信

山本三夫・山川宣夫・古池治孝

松本潔・織田光秋

4. 海洋データ圧縮伝送システムの開発

浅沼市男・黒田芳史・甲斐源太郎

宗山敬・石井進一

5. GPSによる浮体運動計測技術

（第1報：システムの設計と基礎的運用結果に

ついて）

工藤君明・北野義信

6. フレキシブ、ルライザー管の海中挙動計測シス

テムの研究開発

工藤君明・岡本恒雄・木下篤

7. 海洋実験基地浮体形状の設計手法

安田哲也・工藤君明

8. 波力利用電着通電制御に関する研究

大西毅・工藤君明

（技術報告）

1. 北太平洋に対する風成海洋大循環モデルにつ

いて
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黒山順二

2.弛緩係累による係累力特性（第2報）

中間シンカーの形状・寸法等の影響一

績辰之介・浮田基信

3.没水平板設置予定海域の特性

その 1 地形・地質・海象特性について一

績辰之介・工藤君明

4.没水平板設置予定海域の特性

ーその 2 漂砂評価手法の現状と漂砂調査結

果について

本多牧生・績辰之介・工藤君明

5.潜水機によるガイドラインマーカーを用いた

再接近について

内田徹夫・橋本惇・渡辺正之・

段野洲興・小原孝文・田中武男

6. 「かいよう」，「なつしま」におけるドルフィ

ン－ 3Kの運用

渡辺正之・内田徹夫・小原孝文

下山博氏・越中秀泰・服部陸男

青木太郎・野本昌夫・高橋賢一

吉田和生・段野洲興

7. 無人探査機ドルフィン－ 3Kによる水中音源

への接近到達法

小原孝文・服部陸男・青木太郎

野本昌夫・高橋賢一・吉田和生

段野洲興・渡辺正之・内田徹夫

8. 潜水調査船用ロックドリルの開発

高川真－

9.受信レベル検出が可能なマルチナロービーム

音響測深機

網谷泰孝・新井嘉人・野並健二

土屋利雄・中西俊之・山本三夫

森松英治

10. 白航式ビークル「UROV」の研究開発

青木太郎・服部陸男

11. 深海潜水調査船に関するニーズ等のアンケー

卜調査

和田一育・高川真一・木内大助

高橋憲二

（第23号平成2年3月刊行）

（論文）

1. 深海底泥中における微生物の動態 一分布特

性及び吸収速度一

鋤崎俊二・辻義人・長沼毅

池本栄子・堀田宏

2.告lj振材料の効果予測について

[6500m潜水調査船支援母船「よこすか」

への制振材料の適用］

佐野正・中西俊之・橋口寛信

山本三夫・古池治孝・松本潔

織田光秋・沼田伸一

3. 海中における鉛直方向の音波の減衰について

許正憲・中西俊之・土屋利雄

野並健二・網谷泰孝・新井嘉人

4. 「しんかい 6500」の信頼性解析について

高橋憲二・木内大助・渡辺和彦

5. 「しんかい 6500」用浮力材の開発について

高川真一・前回逸郎・京橋誠

6.海域実験にともなうフレキシブルライザー管

の設計手法

安田哲也・工藤君明・岡本恒雄

五嶋泰洋

7. GPSによる浮体運動計測技術（第 2報：擬

似距離誤差の特性について

工藤君明・北野義信

8.海洋レーザ観測装置の基礎実験について

浅沼市男・宗山敬

9. 沖合浮体式波力装置 FOWADの実海域中諸

特性の予測について

堀田平・鷲尾幸久・宮崎武晃

10. 西部熱帯太平洋における海洋および気象資料

の解析

1988年 12月～1989年 2月JAPACS観測航

海データから

安藤健太郎・黒田芳史・宗山・敬

11. ダイパー支援のための無人潜水機について

岡本峰雄・福田俊一・柴田正樹

山口仁士・沼田光政・青木豆

（技術報告）

1. 伊豆・小笠原深海曳航調査（DK88 3 -

IZU）速報

門馬大和・仲二郎・松本剛

深海調査グループ・堀田宏

2.救難・事前調査装置用大深度光・電気複合ケー
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ブルの試作

服部陸男・吉田和生・青木太郎

野本島夫・高橋賢一・金子嘉一

3. 高精度航法装置による複合マルチ LOP測位

について

野並健二・中西俊之・土屋利雄

網谷泰孝・南克郎・堀江義雄

4. しんかい 6500用観測ソーナーについて

長尾景昭・中西俊之・土屋利雄

網谷泰孝・野田博昭・早川向海

5. “しんかい 6500”耐圧殻内の機器配置と情報

処理について

浜口秀一郎・前田逸郎・馬場和彦

6. 「しんかい6500」用海水ポンプの開発

高川真一・高橋憲二・手塚久男

下瀬沢生・永田幸明

7. 「しんかい6500」耐圧殻の設計・製作

高川真一・木内大助・高橋憲二

山内裕・井上和也・西村孝

8. サンゴ移植・観測システムについて

工藤君明・大西毅・本多牧生

9.流れと漂砂の数値シミュレーションに関する

調査研究

河野健

10. 深海潜水時の温度環境の管理について

福田俊一・岡本峰雄・山口仁士

樽木暢雄・小黒至・山本兵一

11. 「ドルフィン 3K」用 CTD言十測システム

の開発

（英文論文）

渡辺正之・服部陸男・青木太郎

野本昌夫・段野洲興・薗田敏晴

1. ポリネシア礁湖と中城湾の流体力学的特徴の

比較

Xauier LENHARDT 

2. ミンダナオ海盆の海洋学的及び気候学的考察

について

中埜岩男・緑川弘毅・嶋津俊介

「しんかい 2000」研究シンポジウム報告書目次

（第5回平成元年9月）

1. 駿河トラフに潜る（その 2)

古田俊夫

2. 深海動物の採餌行動の観察

千野力

3. 相模湾沖ノ山堆シロウリガイ群生地における

ガンマ線探査・微生物ポピュレーション調査

吉田則夫・石田瑞穂

4.重錘打ち込み式コアラーによる相模湾初島沖

海底生物群集からの砂質堆積物コアの採取と

間隙水の化学組成（「しんかい 2000」第380

潜航）

増津敏行・半田暢彦

5. 相模湾熱海沖におけるアカザエビの生態・分

布密度及び龍に対する行動の観察

青山雅俊

6.八丈島北方黒瀬海穴の地形・地質調査

岩淵洋・芦寿一郎・藤岡換太郎

7.海形海山KC峰周辺の水温及び流れの観測

満津巨彦・門馬大和・堀田 宏

深海調査グループ

8.小笠原諸島，海形海山KC峰の海底

仲二郎・深海調査グループ

9.小笠原海域における底魚類と底生生物の観察

岡村陽一

10. 北部奥尻海嶺の活構造

竹内章・田中武男

11. 「しんかい 2000」による奥尻海嶺北部での

潜航調査一日本海海洋地殻の断面一

宮下純夫・田中武男・門馬大和

徳山英一・徐垣・倉本真一

石井次郎

12. 日本海盆地殻断面の調査一「しんかい 2000」

による奥尻海嶺西縁断層壁の観察

徳山英一・倉本真一・徐垣

宮下純夫・竹内 章・門馬大和

田中武夫

13. 「しんかい2000Jによるハタハタ Arctosco

pus japonicusの生態と生息環境に関する研-7"L 
杉山秀樹・柴田理

14. 潜水船調査で、明らかになった富山トラフの地

殻変動

山崎晴雄

15. 富山卜ラフにおける重力測定
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松本剛

16. 「しんかい 2000」で観察した富山湾に生息

するシラエビの生態

土井捷三郎

17. 沖縄トラフ中部の地形，地質構造と粟国海丘

付近の潜航調査 1986年一

加藤茂・中村光一・岩淵洋

河合晃司・瀬田英憲

18.沖縄卜ラフ中部，伊是名海穴の地形と地質

-1987, 88年の潜航結果

加藤幸弘・中村光一・岩淵洋

橋本惇・金子康江

19.伊是名海穴海底熱水性鉱床の分布，産状，

1988年知見のまとめ

中村光一・加藤幸弘・木村政昭

安藤雅孝・許正憲

20.伊是名海穴（鉱床サイト 1）の鉱床の鉱物学

的特徴一黒鉱との比較においてー

渡辺徹郎

21. 伊是名海穴，鉱床サイト 2のチムニ一群の産

状，及び硫化物チムニーの組織と鉱物組成

青木正博・中村光一

22.沖縄トラフの現世黒鉱鉱床における変質鉱物

の組み合わせについて

丸茂克美

23.泥質チムニー中のドロマイトノジュールの組

織

青木正博・丸茂克美・加藤幸弘

24. 「しんかい 2000」による沖縄トラフ中部熱

水域の地形・鉱床・生物の観察

木村政昭・田中武男・許正憲

安藤雅孝・大森保・井沢英二

嘉川郁朗

25.沖縄トラフ中軸部，伊平屋海嶺の火山噴出物

仲 二郎：深海調査グループ

26. 「しんかい 2000」による沖縄県慶良間諸島

南方海域の潜航調査

木村政昭・本永文彦・嘉川郁朗

27.沖縄トラフ伊平屋小海嶺東部の 1988年潜航

調査について

田中武男・満津巨彦・堀田 宏

28. 海底熱水性鉱床の工学的特性と採掘装置の基

礎的検討

富島康夫・山崎哲生・半田啓二

鶴岡克也

29. デジタル海底地震計の開発と海底地震観測

筒井智樹・安藤雅孝・金嶋聴

大滝書樹

30.海底精密音響測距とその問題点

藤本博巳・瀬川爾郎

31.相模トラフにおける長スパン海底電位差計に

よる海底電位差変動の長期精密観測

藤浩明・瀬川爾郎・藤本博巳

32.相模湾初島沖における海底湧水の化学フラッ

クス測定のための採水装置の試作

蒲生俊敬・酒井均

33. 「しんかい 2000Jによる画像情報の伝送試

験について

新井嘉人・中西俊之・土屋利雄

網谷泰孝・野並健二・許正憲

34. 「しんかい 2000」潜航行動記録一覧表
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第 5章施設・設備等の整備と利用

1 .主要機器の整備状況

本年度において整備した主要な機器は表－ 1の

とおりである。

研究開発を行うのに必要な各種の大型実験研究施

設・設備を有し、これを各研究部で使用するほか、

国・企業及び学界等外部の機関で海洋科学技術に

関する研究開発を行う者の利用にも供している。

2.共用施設・設備の利用状況

当センターでは、海洋科学技術に関する各種の

なお、本年度の施設・設備の利用実績は表－ 4

のとおりである。

表－ 1 平成元事業年度に整備した主要機器類

機器の名称 取得年月 使用目的 性 自E

レーザ装置 フ乙． 7 船舶搭載型海洋レーザ装置の I532nmのジャイアン卜・パルス

レーザ光源となる装置であり、｜光を発振する能力を持つ。

散乱光計測及び蛍光計担ljのため｜ 基本波 1064nm 

使用する。

深海用音響 トランスポ｜元. 11 I 熱水生態系観察装置の音響マー

ンダ ｜ ｜カー及び回収用切離装置として

使用する。

800Hz用高磁歪材送波 1 2. 3 

器

海洋音響トモグラフィシステ

ムの低周波音源として使用する。
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~2 高調波 532nm 

強度 300mj/ pulse ( 1064nm) 

150mj / pulse (532nm) 

パルス幅 7～8 nsec 

繰返し周波数 lOHz 

最大使用水深 6200m 

重量空中 50kgf以下

水中 30kgf以下

質問信号周波数 6. 5kHzあ

るいは13.OkHz 

応答信号周波数 13.5, 14. 0及

び14.5kHzより一波選択

コマンド機能 アクティブ、

パッシブ、切離モード切換

切離方式強制電食式

共振周波数 800±40Hz 

最大出力音圧 175dB以上

(OdB=lμpa/m) 

送波電圧感度 135dB以上

(OdB= 1 μ pa/V-m) 

耐水圧 lOOOkgf/crrf 



機器の名称 取得年月 使用 日 的 』性 有E

底層流用超音波式流向 2. 3 潜水調査船を用いて、あるい 検出方式超音波 3次元検出

流速計 はフレームに組み込んで船上よ 方式

り投入し、海底直上の微流速を 測定範囲流向 O～360°

長期間3次元計測し、海底近傍 流速 ±0～250 

の物質循環のメカニズムを解明 cm/sec 

するのに使用する。 測定精度流向 ±50 

流速 ±lcm/s 

co～40cm/sec) 
指示値の2.5%(40 

～250cm/sec) 

分解能 流向 0. 1 ° 

流速 lmm/sec 

記録時間 300日以上（記録

間隔60分）

耐水圧 最大 650kg/cnf 

洋上浮体動揺監視警報 2. 3 海中に吊下け、た機器等の海中 主要測定項目

装置 動揺を定量的に把握 し、海中作 船体からの入射波高 ・周期

業の安全性を向上させるのに使 船体各部の上下方向動揺状況

用する。 吊下け、ワイヤーの張力変動状

況

測定スパン

1回／0.5秒 （2Hz)

連続測定時間約10時間

。。
広
U
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表－2 供用施設・設備一覧表

施 壬え又丹a 名 構 成 1士so:: 置 仕 様

潜水訓練プーjレ プーノレ ：ほぼ正方形一辺の長さ21m 深さ 3m （一部 1.5 m) 

1 ）潜水訓練 プ ー jレ
潜水訓練用オープンタンク オープンタンク：直径3皿深さ 3皿

水槽本体・造波装置・計測 l長さ伽幅4m 深さ 2.3田町高0.2皿波長0.5 m--10.0皿
2）波 動 水 槽

台車・消波装置 計調lj台車0.2～2. 0皿／s 速度変動率土3%F. S以内

l水槽本体・送受波器位置検出 長さ.9m 幅9m 深さ 9m, 1.5m 測定モード：パjレス及び連続波

3）超 1日r. 波 水 槽 制御装置・超音波送受波器自 周波数範囲： 5kHz ～500 kHz 周波数レスポンス：± 1 dB 
動較正装置・無響脱気装置 パルス波： 10μ sec以上

水槽本体・送流系駆動装置・ 長さ 9.5m 幅4.0m 高さ 1.8皿

4）回 流 7K 槽 流速： 0.5～5. 0 m/sec （自由表面無し）
流速測定装置・ホイスト 0. 5～2. 5 m/sec （自由表面有り〉

耐圧チェンバ ・ガス系統・環 ウェ ットチェンパ；内径3.6田 高さ 6.2田

5）潜水 シミ ュレー タ 1 境コントローノレ系統・中央制 ドラ イチェンバ ：内径2.3m 長さ 7.5 m 

御盤 サプチェンノゼ ：内径2.5m 

水槽本体・加圧装置・モニタ 有効寸法：内径1.4 m 長さ 3m
6）高圧実験水槽 最大加圧：静圧加圧1,560k工g／海c水d繰返し加圧650kg/cn1 

装置・計測装置・作業装置 加圧媒体：真水，海水 （人 ），油

水槽本体・加圧装置・モニタ 有効寸法：内径45cm 長さ70cm

7）小型高圧実験水槽 ｜ 最大加圧： 700kg/cni 
装置・計測装置・作業装置 加圧媒体：真水

水槽本体・操作盤・人工呼吸 有効寸法：内径70cm 長さ 169cm
8）潜水呼吸器高圧試験装置 最大加圧； 50kg/cm

器装置 加圧媒体：水，不凍液 （塩水），気体（Air, He, He -02, N2) 

9）オ ープンベ jレ 直径1.6 m 高さ 1.8 m 最大定員： 3名

10）救急再圧訓練装置 長さ 4.3m 幅LS田高さ l.9 m 最大定員： 2名

11)講 義 ｜収容人員略～暗闇

使用目的

潜水技術者の養成
訓練．潜水機器の
開発．性能試験

海詳構造物，船舶
消波装置，オイノレ
フェンス等の試験

白水中での送受波器

の感度と指向性の
測定

船舶流体力学．
海洋工学研究用

混合ガス短時間潜
水訓練，高圧環境
下の医学的研究等

深海用機器，材料
等の開発研究実験 。

深海用機器．材料
等の開発研究実験

各種潜水機器の作
動．性能確認及び
耐圧試験

潜水作業員基地

安全の確保

潜水技術者の養成
訓練．高気圧障害
発生時救急再圧等

l海洋科学昨関
する講義等を行う



表－ 3 施設・設備使用 1日当りの基準 （平成元年度）

施設・設備名 使 用 料

潜 7.1< 司｜｜ 練 夏 (6月～9月） Aζ (10～ 5月）

プール施設

加温（30°C) 自 然温 加温（30°C) 自然温

円 円 円 円

プ jレ 96,000 41 0 0 0 113,000 41,000 
オーフロンタンク 54,000 8 0 0 0 7 0, 0 0 0 8,000 

教 室 1 室 1, 0 0 0円

講議室 1 室 3, 0 0 0円

波 動 7.1< 槽 128, 0 0 O円

7.k 槽 本 体 水 ＋昔 装 置 一 式

超音波水槽

80,000円 2 3 0, 0 0 0円

回 流 7.k 槽 3 8, 0 0 O円

(1）試験日 521,114円
（＋ ） 残消耗業費助引品代

高圧実験水槽 (2）準備，回収日 426,008円 消税

(3）準備（回収〉及び試験 6 0 2, 1 6 5円
（一）賛割 会

潜水シュミレータ 別に定め る

実
験型 水＂司 圧槽 2 6, 0 0 O円

潜高圧水試呼験吸装器置 3 5, 0 0 0円 （必費要用をに加応算じす，別る途加圧媒体に必要な）

オープンベル 12, 0 0 0円

救副" 
告練 再装 圧置 1 4, 0 0 0円

nu 
oo 

J, 



表 4 平成元年度施設の使用状況

よ？とL
外 部 使 用

内部使 用

件 数 日 数 金額 （円）

潜水訓練 フ。 ノレ 8 14 595,682 47 

オ フ。 ン タ ン ク 1 1 18,462 5 

講 義 室 3 9,000 

波 動 7.k 槽 2 4 412,309 140 

超 ヨ日包二 波 水 槽 6 9 1,938,856 237 

回 流 7.k 槽 2 70,771 3 

τ［＜き司' 圧 実 験 7.k 槽 1 2 25 14,788, 5 0 0 11 

潜水シ ニヨ」 レータ 129 

小型高圧実験水槽 7 7 1 8 2, 0 2 0 18 

潜水呼吸器高圧試験装置 1 2 7 2, 1 0 0 1 2 

救急再圧訓練装置 1 8 122,364 

そ の 他 4 145 8 5 3, 1 5 1 

ii h、 日十 44 220 19,063,215 602 
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3. 電子計算機の整備状況等

当センターの電子計算機の機能拡充のため，昭

和62年度末に導入された VAX8800システムは，

図－1に示すように 2台のスーパーミニコン VA

X 8800とVAX8250を中心に磁気ディスク装置・

磁気テープ装置， 2台のミニコンビュータ・マイ

クロ VAXE，種々の画像処理装置，数多くの端

末装置，ラインプリンタ，レーザープリンタ，

XYプロッタ等から構成されている。

このシステムの特徴は VAX8800/V AX 8250 

の2台の CPU（中央処理装置）をクラスタ結合

と呼ばれる結合万式で結合しており， 2台の CP

Uが，あたかも 1台の CPUであるかのように管

理され，磁気ディスク装置，磁気テーフ。装置は，

2台の CPUに共有化されている。これらの設備

は，モデムを介して公衆回線に接続されているた

めに，センター外どこからでも（例えば，他のオ

フィス，一般の家庭，自動車の中，航行中の船舶，

外国等から）アクセス可能である。

ソフトウェアとしては， OS（電子計算機の基

本ソフト〉はVAX/VMS（マイクロ VAXにお

いてはVAX/VMSと完全に互換性のある Micro

VMS）を用いており，従来の VAXll/780で作

VAX  

8800 

VAX 

8250 

ム日

々
ア
ワ
fu

ン
けけ，，プン

J
川
l－フ

クラスタ結合

｛夜気ディスク装i古 級気テープ

12合 4台

成したプログラムをすべて利用できる。また，高

級言語としてFORTRANコンパイラ， BASICコ

ンパイラ／インタプリタを有しており，科学技術

計算において非常に汎用性が高くなっている。ユー

ティリティプログラムとしては，英単語チェック

ソフト・ SPELLCHECK，電子会議用ユーティリ

ティ・ VAXNOTE，画面設計支援ソフト・ VAX

FMS，英文技術文書整理ソフト・ Tex等がある。

また数値計算用サブ．ルーチン・パッケージとして

は基本統計計算用としてIMSLを，また 3次元グ

ラフィック処理用としてPLOT79を備えており，

さらにデータベース用ツールとしてデータベース

管理システム Rdb，情報検索に用いる DATA-

TRIEVE，システム全体のデータ定義辞書用に

Common Data Dictionary等を備えている。

この VAX8800システムは，全センター的に利

用されるが，主な利用項目は，海洋大循環のシミュ

レーション，無人探査機の運動シミュレーション，

海洋音響 トモグラフィーのシミュレーション，人

工衛星からの情報の画像処理，海底地形図の作成，

各種計測データの解析，サイエンスネットの利用，

所在情報データベースの利用，運航情報データベー

スの利用，その他等であった。

端末装置 58台

モデム

光ディスク装置

2台

図－ 1 VAX 8800システムの概念図

q
t
 

a
U
 

主



機器の諸元

機器名

1) VAX 8800 

2) VAX 8250 

3) MicroVAX II 

概 要 ’性 官E

本システムの核となる中央処理装置 ①主記憶容量 96メカ（r｛イト

である。 ②サイクル ・タイム 45ナノ抄

③デュアル CPU 

④VAXBIパス 2ライン

＠浮動小数点演算可能

＠電源 240 V/ 50Hz 

⑦O s VAX/VMS 

画像表示装置等を接続し，画像処理 ｜①主記憶容量 16メガバイ ト

等に利用するとともに， VAX8800 I②サイクノレ・タイム 16ナノ秒

の補助的な利用をする。 ｜③VAXBIパス 1ライン

④浮動小数点演算可能

⑤電源 240 V / 50 Hz 

ROS VAX/VMS 

2台有し， 1台は深海の画像データ｜①主記憶容量 5メガバイト

の処理，もう 1台を海洋観測データ｜②71メガバイト磁気ディスク装置

の 1次処理に用いる。 VAX8800/ I 2台実装

VAX 8250とソフトウェアの互換性 I@95メガバイト

があり，作成したプログラムを有効｜ カートリッジ磁気テープ使用可能

に利用する乙とができる。 ｜④イーサネットケーフソレへ接続可能

＠浮動小数点演算可能

＠電源 100 V / 50 Hz 

⑦OS Micro VMS 

4）磁気ディスク装置｜補助記憶装置として， VAX8800と｜①形式・台数 SA482 3台

VAX 8250より高速でアクセスが可｜ ＠記憶容量 （1台あたり）

能な，大容量の密閉型の磁気ディス｜ 2.5ギガバイト

ク装置である。 C 625メガバイト／ユニット

×4ユニット）

＠転送速度（ユニットあたり）

2.4メガ、バイ卜／秒

④平均アクセス時間

32. 3ミリ秒／ユニット

q
d
 
co 



機器名 概 要 ’性 官巨

5 ）磁気テープ装置 ｜磁気ディスク装置に常駐する必要の｜①形式・台数 TA 78 1台

ない大量のデータを保存するのに用｜ TU 79 3台

いる。磁気ティスク装置より信頼性｜②記録密度 6250/ 1600 BPI 

が高いので，バックアップ等にも使｜③記憶容量 （2400 ftリール）

う乙とができる。 I 145メガバイト

④読み書き速度 125インチ／秒

⑤最大転送連度 781キロバイト／秒

6） ラインプリンタ｜従来VAX11 /780で利用していた！①形式 LSP 32 （英字カナ）

英文字・カナ用ラインプリンタに加｜ LA 280 （英字カナ漢字）

え，漢字・英文字・カナ用ラインプ｜＠最大印字速度 550行／分（LSP32)

リンタを備え，多量の出力結果を高

速に印字する乙とが可能である。 ｜＠印字桁数

360行／分（LA280) 

1321行（LSP32)

180桁（LA280) 

7）大型 I B5, A4, B4, A3サイズの用紙｜①形式 LP S 40 

レーザープリンタ｜に高画質・高速で印字するレーザー ｜＠最大印刷速度 40ページ／分

プリンタで多数の字体を備えている。｜①解像度 300ドット／インチ

印刷等の原稿作成に用いることがで ｜④給紙収納枚数 2500枚

きる。

8）端 末 装 置｜漢字表示を行えるディスプレイ端末 ｜①形式・台数

ム漢字表示及びグラフィック表示l VT 282 （漢字） 21台

の行えるディスプレイ端末の 2種類｜ VT 284 C漢字グラフィック ） 37台

あり，各建屋に配置しセンター内の｜②表示行数 25行

どこからでも本システムにアクセス ｜＠表示桁数 80または132桁／行

する乙とができる。 ｜④対応インターフェイス

DEC423 (VT 284のみ，）, EIA, RS232-C 

9 ）小型 ｜漢字及びグラフィックを高画質で出 ｜①形式・台数

レーザープリンタ ｜力できる A4サイズ用レーザープリ｜②印字速度

ンタで，各建屋に配置し手軽κ印字｜③解像度
できる。

LN O 3 17台

8ページ／分

300ドット／インチ

10）自動遥転支援 ｜：本システムの起動・停止及び装置 ・｜①形式 ARCOSS II 

シ ス テ ム｜ 環境の異常に対する通報と緊急停止｜②環境センサー 高温度・高温度

を自動的に行う。
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第6章船舶等の運航関係業務

当センターが保有する船舶は，潜水調査船「し

んかい 2000」，支援母船「なつしま」及び海中作

業実験船 「かいよう」の3隻であり，さらに本年

度は潜水調査船「しんかい 6500」及び支援母船

「よこすか」の建造が最終段階を迎え，その運航

準備を進めた。このほか無人探査機「ドルフィン

3K」による調査運航を開始した。

主として潜水調査船及ひ‘無人探査機の運航と日

常の整備は，当センターが直接行い，支援母船及
ひ

連航会社に委託している。

船舶の運航を開始した昭和56年度以来の行動の

状況を海域別にまとめて表－ 1に示した。

従来から進めてきた深海調査に加え， 最近は，

エル・ニーニョ調査，音響トモグラフィー，海洋

レーザ等地球環境調査技術の研究開発が本格化し

てきた。また，「なつしま」は潜水調査船の潜航

支援という基本機能のほか，それぞれ新鋭の海洋

調査船として各種の海洋観測，あるいは実験を支

援している。表 1の下欄の外航は，国際協力研

究のための運航で．内外の多数の研究者が乗船し

海洋調査を行っている。

本年度業務には次のような特徴があった。「し

んかし、 2000」の調査潜航は，前年度に引き続き

駿河湾・相模湾，伊豆 ・小笠原，日本海及び南西

諸島の各重点海域で調査を進め，沖縄トラフの伊

是名海穴では我が国初めての「ブラックスモーカー」

を発見した。なお，「しんかい2000」の電池の改

良を行い，年間潜航回数増加が可能となり，本年

度はこの増加分を「しんかい 6500Jの要員訓練

に充てた。

また，「なつしま」は，無人探査機「ドルフィ

ン3K」を搭載して相模湾手石海丘での噴火後の
調査を初め各種調査を行った。さらに本格的長期

外洋行動としてエル・ニーニョ調査を約2ヶ月に

わたり行った。

「かいよう」は，優れた定点保持能力及び動揺

制御性能を有しており，各種の利用目的に使用で

きた。また，昨年度に引き続き日仏協力による北

フィジー海盆におけるリフト系調査では，初めて

「ドルフィン3KJも使用して2ヶ月半の航海を

行うとともに日中共同黒潮調査においても 1ヶ月

の航海を行った。

さらに，駿河湾での地質調査を米国ウッズ・ホー

ル海洋研究所との共同調査として行った。

「しんかい6500」及び「よこすか」について

は，平成2年度からの運航に備えて就航準備や陸

上での訓練を行った。

船舶の整備については，乗船研究者等の要望も

積極的にとり入れた各種の改良を行い，安全運航

はもとより，機能向上のための諸施策を実施した。

1. 「しんかい2000／なつしま」の運航

本年度に「なつしま」は， 10行動（内航9，外

航1）を実施した。実績線表を表 2，行動海域

を図－ 1に示す。行動の内訳は，潜航調査5行動，

「ドルフィン3K」の確認・調査4行動，エル・

ニーニョ調査l行動である。

潜航調査は，潜水調査船潜航調査推進委員会

（海洋科学技術センター）及び深海調査研究推進

検討会（科学技術庁）において審議され，センター

が策定した年度計画に従って行われ，本年度には，

南西諸島の伊是名海穴において，我が国では初め

て，高・温の黒煙様の熱水を噴出する通称「ブラッ

クスモーカー」を発見したほか，駿河湾・相模湾・

伊豆，小笠原諸島海域，日本海の各海域において

潜航調査を行い，多くの成果をあげた。

また，本年度は「しんかい 6500」の完成をふ

まえ，要員の訓練のため潜航回数を15回増し年間

90回の潜航を計画し，計70回の潜航を実施した。

本年度の利用機関は，表－3のとおり当センター

のほか21機関で，それら内外の研究者の研究題目

を表 4に示す。

寄港地における一般公聞は， 二見港（5月3日），

那覇港（7月2日），名瀬港（7月29日），秋田港

(9月3日），小樽港（9月10日），三崎港 (10月

8日）において実施した。

支援母船「なつしま」の単独行動は，無人探査

機「ドルフィン 3K」の潜航調査であり，その他

「しんかい2000」の検査期聞を利用して，約2ヶ

月間，「熱帯域海洋混合層における熱輸送の精密

観測」，いわゆるエル・ニーニョ調査を支援した。

航跡図を図－ 2に示す。これは，昭和61年度に引

き続き 3回目の行動であり，当センタ一以外では
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東海大学，東京大学，気象研究所，日本気象協会，

北海道大学及び米国，オーストラリアから研究者

が参加し，採水， CTD,XB T，気象ステーショ

ン， ドップラー・プロファイラー，渦相関等の海

洋観測が行われた。また，行動中，「かいよう」

で設置した係留系を回収し，新たな係留系の設置

を行った。（表－ 5参照）

2. 「かいよう」の運航

本船は，特殊な船型（半没水型双胴船）のため

作業甲板が広くとれ，動揺が少ないなどの利点を

有するほか，洋上で‘船の位置を定点に保つ機能を

有しており，種々の海洋調査研究に適している。

平成元年度も，多様な研究目的に使用され運航

された。

内航関係では，水中画像伝送実験 C1行動），

飽和潜水実験 C2行動），深海曳航調査，海洋レ

ザー実験及び音響トモグラフィ一実験， またWH

01との共同での「かいよう」の運動性能試験等，

幅広い分野で有効に運航され，種々の成果を上げ

ている。

この他に，「伊豆半島東方沖地震火山活動に関

する緊急研究」の一環として，手石海丘周辺の調

査を 9月に行った。一般公開については日本海北

部深海曳航調査の途中，小樽港にて実施した。

外航関係では，昨年通り日中黒潮共同研究調査

（東シナ海2行動〕及び日仏協力に基づく北フィ

ジー海盆リフト系調査があり，内外から多くの研

究者が乗船し，種々の成果を上げることができた。

リフト系調査の途中，ヌメア港，スパ港にてレ

セプションを開催し，政府関係者や研究者と交流，

親善を深めることができた。

なかでも，北フィジー海盆行動は，日仏協力に

基づくリフト系調査であり， 3回目の今回は，北

フィジー海盆の北西部の調査も加わり，国内から

は地質調査所，海上保安庁水路部，国立公害研究

所等が参加し，曳航式深海カメラ， シービーム，

ソーナー，採泥，地震探査等の調査が行われた。

なお，本年度は，無人探査機ドルフィン 3Kも

この調査に参加した。

また，「かいよう」を効率よく運用するという

ことから， リフ卜系調査の往航時にエル・ニーニョ

調査関連のブイを赤道海域に設置した。

本年度の「かいよう」行動海域を図－ 1に，研

究題目・利用部門等を表－ 6に，また運航実績を，

表 7，日仏共同リフト系調査航跡図を図－3に

示す。

3. 「しんかい6500／よこすか」の運航準備

「しんかい 6500）は，平成元年 11月28日に

三菱重工業（掬神戸造船所より当センターに引渡し

を受けた後，支援母船「よこすか」の引渡しまで

の期間（平成2年4月），同社にて保管を行った。

この保管期間中，「しんかい 6500」チームは，潜

航・整備・航法管制の各パートにおいてハード・

ソフトの相違点を把握し，運航のための各々の操

作・取扱要領チェックリストを整備するとともに

教育訓練用スタデイガイドを作成した。また三菱

神戸において，「しんかい6500」装備の機器・装

置により操作取扱訓練を実施し，各システムのチェッ

ク要領・操作取扱要領の手順をかため，実海域で

の訓練へのスムーズな移行を目指した。

支援母船「よこすか」は，平成元年4月から母

船蟻装工事中の改善事項，要望事項，気付事項等

の処置のため，運航委託先である日本海洋事業（掬

より運用技術要員の派遣を行った。

4. 船舶の整備

本年度の法定検査工事と重要な整備事項は次の

とおりである。なお，本年度は「しんかい2000」，

「なつしま」， 「かいよう」の 3船とも， 4年毎

の定期検査の年にあたり，例年よりも広範囲な整

備及び検査を実施した。

(1) 「しんかい 2000」

平成元年11月8日から 2年 2月20日の間，潜

水調査船整備場において，定期検査に伴う各種機

器の点検整備及び必要な部品交換を行った。特に

耐圧殻については，内部の装備機器及び耐圧貫通

コネクタを総て取り外しのうえ，表面腐食の調査，

溶接線の探傷検査を行い，健全性を確認した。

定期検査工事の期間を利用して，耐圧殻内ビデ

オラックの改造を実施した。これは，前年度にビ

デオデッキをUーマチックから小型の S-VHSに

変更したことによるもので，乗員の操作性の向上

とペイロードスペースの拡大を図ることができた。

この他には，水中投光器の，より効果的な位置
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への移設，ぺイロード端子箱の換装等を実施した。

(2) 「なつしま」

平成元年11月6日から平成元年12月20日の間，

2回目の定期検査工事を行った。また，同期間中

に国際共同研究（エル・ニーニョ関連）に伴う蟻

装工事として，採水ウインチ等その他関連装置の

仮設工事を実施した。

一般部においては，各機器の点検ならびに整備

を行ったほか，係留系設置作業としてデッキエン

ドローラー及びクロスビット（取り外し式）を製

作・装備した。

特殊装置については，送受波装置の受波器及び

送受波器の取付部を各々水密構造に改造したほか，

同装置の屈曲ケーフソレの新替えを実施した。

(3) 「かいよう」

平成元年4月17日から 5月31日の間，本船竣工

後初めての定期検査及び同関連工事を実施した。

各機器の点検整備を行ったほか， ドライラボ内A

ClOOV電源の改善，気象ファックス受信機の増

設等を行い，海中作業実験船としての機能向上を

図った。

また北フィジー海盆リフト系調査で，従来から

の調査機器に加えて「ドルフィン 3K」を使用す

ることとなったので，船尾Aフレームクレーンの

改造等を行った。

(4) 「ドノレフィン 3K」

「ドルフィン 3K」は昭和62年度に「なつしま」

に搭載されて以来，専ら「なつしま」で運用され

てきたが，本年度は，前述のとおり， リフト系調

査で「かいよう」に搭載された。「かいよう」で

の運用をより効率的に行うため，「なつしま」用

に開発された着水揚収装置の一部（自動最合遠隔

離脱金物）を 「かいよう」にも導入した。

年次保守整備工事は， リフト系調査終了後，平

成2年2月2日から 3月30日の聞に実施した。各

構成機器の重要度，製作年次等を勘案して保守整

備を行った。
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表－ 1 船舶の行動海域

「しんかい 2000」口試験・訓練潜航 O調査潜航
「ドルフィン 3K」大調査潜航 犬訓練潜航
「なつしま」 ム海洋実験・調査研究 企深海曳航調査

「かいよう」 O海洋実験・調査研究・深海曳航調査

五よゴ空 56 57 58 59 60 61 62 63 7乙

相 模 湾 口 口A 0.A 0.4‘ 。ム0・ 00・ 。ム.O* 0，：年.
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表－ 2 平成元年度「しんかい2000」および「なつしま」の運航実績
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表－ 3 「しんかい 2000J調査潜航利用機関

五日Z一一一一三＿＿： 58 59 60 61 62 63 フロ

1 地質グループ
工業技術院地質調査所 。。。。。。。
2. 地形・海象グループ
(1) 舞鶴気象台 。
(2）海上保安庁水路部 。。。。。。。
3. 海洋工学グループ
(1) 海洋科学技術センター 。。。。。。。
(2) 国立防災科学技術センター 。。。。
4 学術グループ
(1) 静岡大学理学部 。。。。。 。
(2) 東京大学海洋研究所 。。。。。。。
(3) 東京大学理学部 。
(4) 東京大学地震研究所 。 。。 。
(5) 流球大学理学部 。 。。。。
(6) 東京水産大学水産資源研究施設 。。
(7) 名古屋大学水圏科学研究所 。。。。
(8) 京都大学防災研究所 。。。
(10) 東海大学海洋学部 。
(11) 神戸大学理学部 。
(12) 鹿児島大学水産学部 。
(13) 北海道大学水産学部 。
(1心新潟大学理学部 。。
(1日富山大学教養部 。。
(16) 横浜国大教育学部 。
5. 生物グループ
(1) 石川県水産試験場 。
(2) 水産庁日本海区水産研究所 。 。 。
(3) 水産庁研究部 。
(4) 富山県水産試験場 。 。 。。
(5) 静岡県水産試験場 。。。。。。。
(6) 静岡県水産課 。。 。
(7) 小笠原水産センター 。
(8) 水産庁遠洋水産研究所 。。
(9) 神奈川県水産試験場 。。。
(10) 神奈川県水産課 。
(11) 岩手県水産試験場 。
(12) 沖縄県水産試験場 。 。。。
(13) 島根県水産試験場 。
(1心水産庁東海区水産研究所 。。
(15) 鹿児島県水産試験場 。。
(16) 宮崎県水産試験場 。
(17) 千葉県水産試験場 。
(18) 青森県水産試験場 。。
(19) 山形県水産課 。
側東京都水産試験場 。。。
(21）秋田県水産振興センター 。。。
(22）山形県水産試験場 。
(23）京都府立海洋センター 。
6 国際
(1) ハワイ大学 。。
(2) マイアミ大学 。

13 17 12 18 19 17 23 
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表－ 4 平成元年度調査潜航の研究題目

研

相模湾

ワ恒

プ1.

アカザエビの生態・分布密度の調査

題

海底溶岩流の流出様式とその表面組織の調査

相模海丘西斜面の変動地質構造の解明

目

堆積物における間隙水を通しての化学成分の輸送量の評価

深海湧水域における微生物群集に関する研究

シロウリガイの生態調査

深海底微生物採集器による深海微生物の保圧採集試験及びシロ

ウリガイ群集の生態調査

深海底湧水域における近底層性プランクトン群集の総合調査

シロウリガイ14CC放射性炭素）年代とテクトニクス

海底ステーションによる長期地球物理観測法の開発試験

ロックドリルの開発

伊豆諸島

背弧凹地の火山微地形と噴出物の調査

伊豆・小笠原弧における海底熱水活動の研究

伊豆諸島の背明域における火山微地形と海底熱水活動調査
，， 

駿河湾

底層流及び海底形状変化の調査技術の研究

駿河湾におけるプレー卜境界の直視観察

海中・海底の深海微生物調査

小笠原諸島

底魚類・サンゴの分布・生態調査

深海における地形・地質・底質と底生動物の分布・生態の関係

海底火山に伴う深海生物群集の調査

伊豆・小笠原弧における海底熱水活動の研究

南西諸島

伊平屋海嶺熱水噴出孔生物群集の生物学的・生態学的研究

沖縄トラフ、伊是名海穴の海底熱水性鉱床の研究

沖縄トラフ、海底熱水系の地球化学的研究
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利用機関

静岡県水産試験場伊東分場

海洋科学技術センター
，， 

名古屋大学水圏研究所

東京大学海洋研究所

海洋科学技術センター
，， 

横浜国立大学

防災科学技術センター

東京大学・海洋研究所

海洋科学技術センター

海洋科学技術センター

工業技術院地質調査所

ハワイ大学

マイアミ大学

海洋科学技術センター

静岡大学理学部

海洋科学技術センター

小笠原水産センター

東京大学理学部

海洋科学技術センター

工業技術院地質調査所

東京大学海洋研究所

工業技術院地質調査所

東京大学海洋研究所



研
ηb  
プし 目 利用機関題

海底付近の水温及び流れ構造に及ぼす熱水現象の影響の調査

長期温度記録装置による海底熱水活動及び冷水湧出の観測

沖縄トラフ、海底熱水系の地球化学的研究

ムツ・キンメダイ等底魚の生息分布とサンゴ漁場調査

沖縄トラフ、中央海丘の岩石産状及び熱水活動に関する諸現象の

研究

南西諸島海域における生物群集の生態調査

伊是名海穴北東斜面の熱水鉱床地帯における微地形・地質調査研
q廿
プw

伊是名海穴周辺の海底微細地形と熱水チムニ一群の調査

沖縄トラフ中軸部における火山徴地形及び、熱水活動の調査

山陰沖

深海性重要水産生物（ズワイガニ・ホッコクアカエビ・メヌケ・

キチジ）の生息環境に関する調査

，， 

海洋科学技術センター

東京大学地震研究所

東京大学海洋研究所

沖縄県水産試験場

琉球大学

海洋科学技術センター

海上保安庁水路部

海洋科学技術センター

，， 

日本海区水産研究所

島根県水産試験場

若狭湾口

深海性重要水産物（ズワイガニ・ホ yコクアカエビ・メヌケ・キ ｜京都府立海洋センター

チジ）の生息環境に関する調査

隠岐海嶺

ベニズワイガニの摂餌音に対する誘集効果の調査

保圧型深海底微生物採集器による試料採集

隠岐海嶺頂部の地形・地質構造に関する調査

富山湾

富山トラフの地形・地質構造に関する調査

富山トラフの地下構造・微細変動状況調査

能代沖

ハタハタを中心とした漁場及び生態調査

海洋科学技術センター

，， 

工業技術院地質調査所

工業技術院地質調査所

海洋科学技術センター

秋田県水産振興センター

奥尻海嶺

日本海北東縁奥尻海嶺の構成岩石とテクトニクス ｜新潟大学理学部

背弧海盆地殻の形成プロセスの解明とその岩石学的研究 ｜東京大学海洋研究所

日本海東縁新生プレー卜境界に関する変動地形及び地震地質の研｜富山大学教養部

究

日本海東縁部の変動地形調査 ｜海洋科学技術センター
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表－ 5 平成元年度「なつしま」単独の運用

海 域 研究題目及び利用部門 行動番号

駿 河 湾 「ドルフィン 3K」確認試験 （運 航 部） 1 

（深海開発技術部）

4日 模 湾 「ドルフィン 3K」深海調査 （深海研究部） 3 

（運 航 部）

相模湾・駿河湾 「ドルフィン 3K」深海調査 （深海研究部） 7 

赤道太平洋 エル・ニーニョ調査 9 

表－ 6 平成元年度「かいよう」の運用

海 域 研究題目及び利用部門 行動番号

常 盤・ 三 陸沖 水中画像伝送実験（深海開発技術部） 1 

南 西 諸 島 深海曳航調査 （深海研究部） 2 

相 十莫 湾 300m潜水実験（潜水技術部〉 3 

深海曳航調査 （深海研究部） 7 

ドルフィン 3K運用（運航部） 10 

一 陸 沖 海洋レーザ実験（海洋開発研究部） 4 

伊豆 ・小笠原諸島 音響 トモグラフィ一実験（海洋開発研究部） 5, 8 

駿 河 湾 深海曳航調査（深海研究部）

ドルフィン 3K運用（運航部） 10 

V ROV性能テスト（深海開発技術部〉 13 

200m潜水実験 14 

東 シ ナ 海 日中共同黒潮調査 （海洋開発研究部，日中共同） 9 

黒潮調査 （海洋開発研究部） 12 

北フィジー海盆 日仏共同リフト系調査 11 
（深海研究部，日本各機関，日仏共同）
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表－ 7 平成元年度「かいよう運航実績

同

」」
一寸寸 2

10厚

月

12 

月
11 仏共同 7 系調査

2 3 4 5 

⑫ ⑧ ⑮木全

月

木
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月l τむ件I~，
月｜

* 1ミ 験

ー・砂川ノ1，実験 C二二〉海片山零 J: ill 
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ニ，－－

211 

6 

ζフ

30 

26 

26 

注 I Oしんかい2000，口なっしま単組 0かいよう。数字は行動需号。

注 2 「かいよう」のリフト系調査海壊。，「なっしまJのエ jレ・ニーニョ調査団は，遠洋のため本図に含まない。

図 1 平成元年度の船舶の行動海主主
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図－ 2 エル・ニーニョ調査航跡図
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図－ 3 リフト系調査航跡図
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第7章 顧問会議 と評議員会

1. 顧問会議

当センターは，その運営に関する重要事項につ

いて会長に意見を具申するために，定款の規定に

より顧問を置くこととしている。

本年度の顧問は，以下のとおりである。

顧問（五十音順，敬省略）

甘利昂一 樹）運輸振興協会理事

石倉秀次 （初日本植物防疫協会会長

梅津邦臣 （財）吉田科学技術財団理事長

杉本正雄 （側日立製作所特別嘱託

牧村信之 側）原子力安全技術センタ一顧問

山下 勇 東日本旅客鉄道（補代表取締役会

長

技術相談役

江村富男 （元海洋科学技術センター監事）

（平成2年 3月31日現在）

本年度は， 12月6日に顧問会議を開催し，当セ

ンターの現状や平成2年度予算概算要求方針等に

ついて説明を行い，各顧問から貴重なご意見及び

ご指摘を戴いた。

2.評議員会

当センターは，その運営に関する重要事項を審

議するために，評議員会を置いている。評議員会

は，海洋開発について専門的な知識を有する者の

うちから，科学技術庁長官の認可を受けて会長が

任命した評議員20名以内で構成されている。

本年度の評議員及び評議員会での審議重要事項

は，以下のとおりである。

評議員（五十音順，敬省略）

青井静ー （初日本電機工業会会長

飯田庸太郎 （泊日本造船工業会副会長

石井泰之助 三井造船（掬代表取締役社長

大島正光 側）医療情報システム開発センター

久良知章悟

黒木敏郎

佐古

佐藤美津夫

斎藤達夫

理事長

宇宙開発委員会委員

東京水産大学名誉教授

（拙日本建設業団体連合会会長

側旧本海事協会名誉会長

側）海洋生物環境研究所理事長
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粛藤 裕 （初日本鉄鋼連盟会長

高見沢二郎 石油工業連盟会長

堤 佳辰 側）電力中央研究所研究顧問

那須 期 電気事業連合会会長

奈須紀幸 放送大学教授

西村 質 東海大学海洋学部教授

漬田 晃 （初日本舶用機器開発協会理事長

久田安夫 日本テト ラポット（掬副社長

三好正也 （初経済団体連合会事務総長

渡遍 茂 東京都立科学技術大学長

（平成2年3月31日現在）

(1）平成元年 第 2回評議員会

日時平成元年6月26日（月）11時～13時

場所東海大学校友会館

主な審議事項

1. 昭和63事業年度決算について

2. 平成2事業年度予算概算要求の概要に

ついて

(2）平成元年第3回評議員会

日時平成元年10月16日（月）

16時半～17時半

場所海洋科学技術センタ一 東京連絡所会

議室

主な審議事項

1. 平成2年度予算概算要求の概要につい

て

(3）平成2年第1回評議員会

日時平成2年3月20日（刈11時～13時

場所東海大学校友会館

主な審議事項

1. 平成2事業年度予算（政府原案），事業

計画（案）について

2. 海洋科学技術センタ 一定款変更（資本

金増加）について





一一資料ーー

1. 業務日誌

〈平成元年〉

4月。科学技術週間行事の一環として，センター

施設及び「しんかい 2000」システム，海

中作業実験船「かいよう」等の船舶を一般

に公開

。宮崎科学技術庁長官センターをご視察

。「しんかい6500」潜航試験開始

。「科学技術いろいろ展」に出展（4月11日

～14日）

。海洋開発研究部副主幹工藤君明氏，科学技

術庁長官賞を受賞

。「しんかい 2000」伊豆・小笠原諸島海域

の潜航調査は月20日～6月3日）

5月。「しんかい 2000」システム東京都父島二

見港で一般公開

。センターニュース「なつしま」 100号を発

イ了

6月。「しんかい 6500」日本で初めて潜航深度

3, ooomに達する
。「しんかい 2000」南西諸島海域の潜航調

査（6月10日～7月26日）

。「しんかい 2000」沖縄トラフ海域伊是名

海穴でブラックスモーカ一発見

7月。「しんかい 2000」システム沖縄県那覇港

で一般公開

。「サンゴ礁造園技術の研究開発」実験施設

沖縄県知念に完成

。「ニューシートピア計画」 300m実海域実

験伊東市沖火山活動のため中止

。「しんかい 2000」システム奄美大島名瀬

港で一般公開

8月。「しんかい 6500」岩手県三陸沖日本海溝

で6,527mの最大潜航深度を達成

。「しんかい 2000」日本海潜航調査 C8月

13日～9月14日）
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。海洋音響トモグラフィ一実海域実験実施

9月。「しんかい 2000」システム秋田県秋田港

で一般公開

。「しんかい 2000」システム及び海中作業

実験船「かいよう」北海道小樽港で一般公

開

。OCEANS’88調査団派遣

。「JAMSTECディープトウ」及び「ドル

フィン3KJ伊東市東方手石海丘で緊急研

究による調査

。関西地区講演会を大阪科学技術センターで

実施

10月。センター創立18周年記念式典を挙行

。「しんかい 2000」相模湾・駿河湾潜航調

査 (10月9日～10月27日）

。第15回研究発表会を開催

11月。センタ一新理事長に内田勇夫氏就任

。深海開発技術部主幹中西俊之氏，斉藤科学

技術庁長官に表彰される

。「しんかい 6500」完成，センターに引き

渡される

。第6回「しんかい 2000」研究シンポジウ

ム開催

。230m有人エクスカーション潜水シミュレー

ション実験を実施 (11月21日～12月10日）

。北フィジー海盆 リフト系の調査実施 (12

月14日～平成2年1月13日）

〈平成2年〉

1月。深海環境研究推進準備室発足

3月。「ニューシートピア計画」フェーズIII200 

m実海域実験実施

。第9回「ハガキに書こう海洋の夢」表彰式

実施



ex:, 
1、。

2. 組 織 及び定員 （昭和59年度以降の組織の新設 ・改廃の推移）

定員 定員

i人仁 画 部 35 総 務 剖l 35 総 務 部 35 
調 査 役 ・巾公己、 務 課 総 務 課
』ノ、、二． 画 課 広報室 広報室
広報室 経 理 課 経 理 課

総 務 課 契 約 課 契 約 課
土車又工 理 課 工 務 課 工 務 課
契 約 課 調 査 役 調 査 役
業 務 課 企画 ・管理室 企画 ・管理室
工 務 課 ｛，こ' 画 課 i人r:. 画 課

計画管理課 計画 管 理課
深海開発技ヮプbし術部 45 
第1研グループ
第2研究グループ 深海研究部 12 深海研究部 12 
第3研究グループ 第l研究グループ 第l研究クーループ
第4研究グループ 第2研究グループ 第2研究グループ
司 A Tコ

運 航 課 深海開発技術部 14 深海開発技術部 15 
第l研究グループ 第第l研究究グループ
第2研究ク、、ループ 2研グループ

海洋利用技術部 13 第3研究クツレープ 第3研究グループ
第l研究究グループ
第2研グループ 運 航 部 28 運 航 部 29 
第3研究グループ 運 航 課 運 航 課

技 術 課 技 術 課
海洋保全技術部 10 司 メTJ〉、

第1研究グループ
第2研究グループ 海洋開発研究部 16 海洋開発研究部 15 
第3研究グループ 第1研究グループ 第1研究グループ

第2研究クソレープ 第2研究グループ
潜水技術部 23 第3研究グループ 第3研究クゃループ
第l研究グループ 第4研究グループ 第4研究グループ
第2研究グループ 第5研究グループ 第5研究グループ
第3研究ヮプb"L グループ
第4研グループ 潜水技術部 32 潜水技術部 33 

第l研究グループ 第l研究グループ
研 修 部 7 第2研究グループ 第2研究グループ
教 務 室 第3研究グループ 第3研究グループ

第4研究グループ 第4研究グループ
研 修 室 研 修 室

参 事 l 参 事 1 参 事
情報管理室 3 情 報 室 3 情 報 室 3 

137 1 4 1 1 4 3 

企巾公己、 務 部 34 I巾公む 務 出l 33 ・巾公仏、 務 剖l 33 
総 務 課 ψJ、公仏、 務 課 ♀， 、公己、 務 課
広報室 広報室 広報室

経 理 課 経 理 課
経契
!lfl 課

契 約 課 契
約務査
課

約務
課

工 務 課 工 課 工 課
調 査 j支 調 役 調 査至役
企画 ・管画理室 企画 ・管理室 企画 ・管理
企 課 企 画空百白 課

Fι ＼ 画 課
計画管理課 計画 理課 計画管理課

深海研究部 12 
深第第海21 研究部 12 深海研究究究ググ部 12 

第1研究qプbしグループ 研究究グループ 第1研 ループ
第2研グループ 研グループ 第2研 ループ

深海開発技術部 16 深海開発技術部 16 
深第海開発技究ヲJii 術部 16 第1研究グループ 第l研究ザ究j'?, グル プ l研グループ

第2研究グループ 第2研グループ 第2研ク
第3研究グループ 第3研グループ 第3研究グループ

運 航 自l 32 運 航 部 36 運 航 部 41 
運 航 課 運 航術 課 運

航術
課

技 b時 課 技 技 課
司 メfl、 2 K 司 課令 2 K 司令

6 K ワ司ブ匂し 令 6 K 究司 令
海洋開発研究部 15 海洋開発研部 15 

海洋開発研q究ι2究Y冷b~ 部 15 第1研究ヮプtグループ
第l研究q究究qプJ匂: グル プ

第1研グループ
第2研グループ 第2研グループ 第2研グループ
第3研究グループ 第3研グループ 第第3研 グループ
第4研究グループ 第4研グループ 4研グループ
第5研究グループ 第5研グループ 第5研究グループ

潜水技術部 32 治 水 技究術グ部 32 
潜 水技究究究究術ググググ部 30 第1研究グループ 第l研 ループ 第1研 ループ

第2研究グループ
第2研究。：修プb~ グル プ 第2研 ループ

第3研究グループ 第3研グループ 第3研 ループ
第4研修究グループ 第4研 グループ 第4研 ループ
研 室 研室 研修室

参 事 l 参 事 参 事
情 報 室 3 ’情 報 室 3 情 報 室 3 

1 4 5 1 4 8 1 5 1 



3. 予算・決算表

表－ 1 平成元事業年度収入決算額
（単位：円）

区 分 客員

〔出資金部門〕

（款）出資金

（項）政府出資金

（目）政府出資金

（項）民間出資金及び寄付金

（目）民間出資金及び寄付金

（款）事業収入

（項）事業収入

（日）共用施設収入

（目）研修収入

（日）情報業務収入

（目）受託業務収入

（目）地域共同研究分担金

（目）雑収入

（款）事業外収入

（項）預金利子

（目）預金利子

（項）雑収入

（目）雑収入

（款）繰越金

（項）繰越金

（目）繰越金

〔補助金部門〕

（款）補助金

（項）国庫補助金

（日）国庫補助金

（項）民間寄付金

（目）民間寄付金

（款）事業外収入

（項）雑収入

（目）住宅貸付料

（目）保険料収入

（目）雑入

収入
予算額

10,036,407,000 

9,434,433,000 

8,874,000,000 

560,433,000 

563,203,000 

51,500,000 

32,466,000 

515,000 

374,421,000 

102,903,000 

1,398,000 

30,964,000 

28,358,000 

2,606,000 

7,807,000 

1,496,110,000 

1,486,383,000 

1,446,383,000 

40,000,000 

9,727,000 

1,722,000 

4,634,000 

3,371,000 

収 入
決定済額

差

9,709,729,736 I ム 326,677,264

9,091,313,600 I ム 343,119,400

8,874,ooo,ooo I o 

217,313,600 I ム 343,119,400

360,018,706 ！ム 203,184,294

19,178,532 I ム 32,321,468

4,335,891 I ム 28,130,109

572,354 I 57,354 

236,393,499 I ム 138,027,501

99,300,500 I ム 3,602,500

237,930 I ム 1,160,070

111,898,835 I 80,934,835 

65,496,671 I 37,138,671 

46,402,164 I 43,796,164 

146,498,595 I 138,691,595 

1,471,711,316 I ム 24,398,684

1,463,884,ooo I ム 22,499,000

1,423,884,ooo I ム 22,499,000

40,000,000 I o 

7,827,316 I ム 1,899,684

2,795,163 I 1,073,163 

4,729,761 I 95,761 

302,392 I ム 3,068,608

ノ久
口 11,181,441,052 ム 351,075,94811,532,517,000 

司
喝

uno 



表 2 平成元事業

区 分 支出予算額
前年度より 弾力条項に 予備費 流 用
の繰越額 よる増額 使用額 増ム減額

〔出資金部門〕 10,036,407,000 137 749 000 。 。 。
（項）研究開発費 6 544 801 000 135,484,000 。 。 。
（目）深海潜水調査船開発費 5 879 603 000 67 600 000 。 。 。
（目〕潜水作業技術開発費 275 840 000 6 000 000 。 。 。
（目）海洋利用技術開発費 32 294 000 5 884 000 。 。 。
（目）海洋観測技術開発費 154 860 000 18,000,000 。 。 。
（目）地域共同研究開発費 202,204,000 38 000 000 。 。 。

（項）共通研究費 479 575 000 。 。 。 。
（目）一般研究費 149 045,000 。 。 。 。
（目）調査研究費 4 020 000 。 。 。 。
（目）共同研究費 326 510,000 。 。 。 。

（項〉業務運営費 2,950,030,000 2,265 000 。 。 。
（目〉研修事業費 27 699 000 。 。 。 。
（目〕情報業務費 30,781,000 。 。 。 。
（目〕特定装置運営費 167,357,000 。 。 。 。
（目）工業所有権管理費 2 311 000 。 。 。 536 000 
（目）成果普及費 2,791,000 。 。 。 。
（目）受託業務費 358,502,000 2 265 000 。 。 。
（日）技術指導費 959,000 。 。 。 。
（目）船舶運用業務費 2,359,630,000 。 。 。ム 536000 
（項）共通施設等建設費

（目）施設等建設費 25,746,000 。 。 。 。

（項）用地整備費

（目）用地整備費 29,767,000 。 。 。 。

（項）施 設 費

（目〕管理施設費 6,488,000 。 。 。 。
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年度支出決算額

（単位：円）

支予算現額出 支決定済額出
翌年度越への 不用 額 備 考
繰額

10,174,156,000 9,461,313,297 246,145,973 466 696 730 

6,680,285，。。。 6,462,301,919 186 101 410 31 881 671 

5,947,203 000 5,891,262,934 45,000,550 10 939,516 

281,840,000 273,012,960 。 8 827 040 

38,178,000 34,772,819 。 3 405 181 

172 860 000 167,753,066 。 5,106,934 

240,204,000 95,500,140 141,100,860 3,603,000 

479,575,000 208,696,507 45,343 718 225,534, 775 

149 045,000 142,211,404 6 800 000 33 596 

4,020,000 3 934,250 。 85 750 

326,510,000 62 550 853 38,543,718 225,415,429 

2,952,295,000 2 741 933 334 14 700 845 195 660 821 

27 699 000 4 024 797 。 23,674,203 
30 781 000 21,285,728 。 9,495,272 

167,357 000 118,741,450 9,908,600 38 706 950 

2 847 000 2,846,530 。 470 （目）船舶運用業務費から 536,000円流用

2,791,000 2,756,397 。 34 603 

360 767 000 233,298,943 4 792 245 122 675,812 

959 000 168 046 。 790 954 

2 359 094 000 2,358,811,443 。 282,557 （目）工業所有権管理費へ ム 536,000円流用

25,746,000 18,947,875 。 6,798,125 

29 767 000 25,905,641 。 3 861 359 

6,488,000 3,528,021 。 2,959,979 

F
h
u
 
no 



、）ー

区 分 支出予算額
前年度より 弾力条項に 予備費 流 用
の繰越額 よる増額 使用額 増ム減額

〔補助金部門〕 1,496,110,000 。 。 。 。
（項）役職員給与 1,113,405，。。。 。 。 。10 285 000 
（目）役員給与 86 484 000 。 。 。ム 22,000 

（目）職員給与 1,026,921,000 。 。 。10,307,000 

（項）共通経費 182 737 000 。 。 。ム10285 000 
（目）退 職 金 63 327 000 。 。 。ム10,285,000
（目〕福 利 費 119,410,000 。 。 。 。

（項）一般管理費 199 420,000 。 。 。 。
（目）厚 生 費 5,531,000 。 。 。 。
（日）管 理 費 193 889 000 。 。 。 。

（項）交 際 費

（目）交 際 費 548 000 。 。 。 。

（項〕予 備 費 。 。 。 。 。

'2』J 言十 11 532 517,000 137,749,000 。 。 。
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支予 算 現額出 支決定済額出
翌年度越への
繰額

不 用 額 備 考

1,496,110,000 1,471,680,235 。 24,429,765 
1 123 690 000 1 123 689 447 。 553 

86 462 000 86 461 722 。 278 （目〕職員給与へ ム 22,000円流用

1,037,228,000 1,037,227,725 。 275 （（目）役員給与から 22,000円流用

（目）退職金から 10,285,000円流用

172,452 000 153 798 771 。 18 653 229 
53,042,000 37 168 200 。 15,873,800 （目）職員給与へ ム 10,285,000円流用

119,410,000 116,630,571 。 2,779,429 
199,420,000 193.644,215 。 5,775,785 
5,531,000 4,947,451 。 583 549 

193 889 000 188,696 764 。 5 192 236 

548,000 547 802 。 198 

。 。 。 。

11,670,266,000 10,932,993,532 246,145,973 491 126 495 
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表－ 3 財務諸表

貸

資

科 目

流 動 資 産

現 金 ． 預 金
7三五E＝ 掛 金

目lj 払 費 用

未 収 収 益

未 収 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 ． 装 置
船 月白

車両 ． 運搬具
工具 ・器具・備品

土 地

建 三n月玉E, 仮 勘 定

無形固定資産

工 業 所 有 権

工業所有権仮勘定

その他の無形固定資産

投資その他の資産

敷 金

そ の他の資産

資 産 ｛－ゴ"- 百十

i士k
l日 文す 日召 表

平成 2年 3月 31日現在

産 の 部

金

円 円

1,353,701,398 

15,240 

20,401,585 

1,943,832 

107,705,361 

27,094,592,121 

930,069,555 

1,098,980,903 

274,108,623 

17,125,208,161 

8,593,667 

973,267,385 

2,309,231,910 

4,375,131,917 

13,876,749 

3,058,314 

10,514,372 

304 060 

8,617,141 

8 368 051 

249,090 

（注）有形固定資産の減価償却累計額は， 18,557,011,472円である。

-88-

額

円

1,483,767,416 

27,117,086,008 

28 600 853 424 



負 債 及 び 資 本 の 部

科 目 金 客員

円 円 円

流 動 負 債 1,208,866,317 

末 払 金 205,652,862 

未 払 費 用 984,211,535 

預 り 金 19,001,920 

固 定 負 債 44,617,965 

資 産 見 返補助 金 2,908,206 

資 産見返寄付 金 41,709,759 

負 債 メ仁ヨ'- 計 (1,253,484,282) 

資 本 金 66,160,191,500 

政 府 出 資 金 66,130,191,500 

民 問 出 資 金 30,000,000 

欠 f員 金 ム 38,812,822,358

資 本 菊l 余 金 3,149,972,348 

欠 t員 金 ム 41,962,794,706

繰 越 欠 f員 金 ム 36,653,775,311

当 期 損 失 金 ム 5,309,019,395

資 本 iコh、 (27,347,369,142) 

負債 ・資本合計 28,600,853,424 
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損 益 計 算 三主
Eヨ

自 平成元年 4月 1日

至平成 2年 3月31日

科 目 金 客員

円 円 円

経 戸吊u. 収 益 2,104,939,906 

事 業 収 入 123,625,207 

受託 業 務収入 235,826,188 

国庫補助金収入 1,421,326,779 

寄 付 金 収 入 228,838,569 

資産見返補助金戻入 1 198 122 

資産見返寄付金戻入 13,997,504 

事 業 外 収 益 80,127,537 

§＇ζ t. 取 利 ，息 65,496,671 

雑 益 14,630,866 

経 戸吊u. 費 用 7,456,364,476 

事 業 費 用 3,502,305,166 

研 り）｛， 開 発 費 711,989,606 

土t 通 研 。）｛， 費 144,721,552 

研 修 事 業 費 4,024,797 

’情 報 業 務 費 21,285,728 

E二又z. 託 業 務 費 233,298,943 

運 戸邑~』 業 務 費 2,346,824,016 

施 設 会回主三 理 費 39,493,857 

開 発 費 ｛賞 却 666,667 

般 管 理 費 3,954,059,310 

般 管 理 費 1,469,154,095 

減 価 ｛賞 却 費 2 484 905 215 
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科 目 金 客員

円 円 円

特 別 手lj 益 45,544,065 

前期損益修正益 43,785,800 

'5" ζ 取 保 険 金 1,758,265 

特 7,)Jj f員 失 3,138,890 

固定資産除却損 2,060,754 

財産臨時損失 1,078,136 

当 期損失金 5,309,019,395 
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4. 研究発表会等

( 1) 研究発表会

日時平成元年10月30日・ 31日

場所 コクヨホール

題

I 特別講演

1. 気候変動における海洋の役割－－

II 深海研究部における研究開発

目

2. 深海底長期観測ステーション開発等と深海調査研究について・

3. 沖縄トラフにおける深海曳航調査及び「しんかし、 2000」によ

る潜航調査結果について…一

4. 北フィジー海盆におけるフランス潜水調査船「ノチール」に

よる潜航調査について・

5. 南奄西海丘における熱水涌出現象に伴う深海生物群集について－

ill 深海開発技術部における研究開発

6. 深海調査システムの開発について…
7. 「しんかい 6500」の要素技術について・・ー

8. 「しんかい 6500／よこすか」の音響機器について

9. 音響インテンシティ法による海洋調査船「よこすか」の雑音

計測l結果について……・
10. 海中作業実験船 「かいよう」の船体運動特性に関する調査研

究について・

IV 海洋開発研究部における研究開発

11. 地球科学技術と海洋観測技術の今後の方向について・

12. 三次元波発生装置に用いる多連型造波装置に関する研究…－

13. 沖の鳥島におけるエネルギー自給型自動気象・海象観測装置

の設置について…

14. サンコ♂礁造園技術に関する沖縄県との共同研究について…………－

15. マイクロ波ラジオメトリー観測による氷海～大気間熱輸送量

の推定方法について・

16. 陸上型深層水利用システムについて…

17. 中・西部赤道太平洋の海洋表層における熱バランスの計算結

果について・

18. 海洋音響トモグラフィー観測システムの音源・受波器の最適
配置について…・・

V 潜水技術部における研究開発

19. 300m潜水技術開発（ニューシートピア計画）の成果について

20. 深海潜水作業時のダイパーへの温水供給方法について…………

21. 無人機ホーネットのランチャーシステムへの改造について

22. 潜水漁業従事者の潜水と難聴との関連について ・

23. 魚類加圧水糟内て、の水棲生物の飼育について ……………

羽 運航部における研究開発

24. 海洋調査における船舶の効率的活用についてー
25. 無人探査機「ドルフィン3K」によるシロウリガイ群集の定
点調査について

VII 情報室・ 電子計算機室における情報処理業務

26. 海洋科学技術センターにおける船舶運航情報等のデータベー

スの構築について…
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(2) 第6回「しんかい2000」シンポジウム

日時：平成元年11月30日・ 12月1日

場所：日仏会館

題 目

沖縄トラフ

1. 沖縄海盆伊平屋海凹の熱水性生物群集について

2. 沖縄トラフ海底熱水活動の地球化学I
熱水活動域の概要および液状二酸化炭素の湧出

3. 沖縄トラフ海底熱水活動の地球化学E
主要化学成分濃度からみた熱水活動の特徴

4. 沖縄トラフ海底熱水活動の地球化学E
溶存ガス濃度からみた熱水活動の特徴

5. 沖縄トラフ海底熱水活動の地球化学VI

熱水及び生物体の硫黄同位対比からみた熱水活動
の特徴

6. 中部沖縄トラフ・伊是名海穴での地殻熱流量測定

7. 沖縄トラフ伊平屋海凹における流れと水温分布の
観測

8. 沖縄トラフにおける海底重力測定

9. 沖縄卜ラフ，伊平屋海嶺・伊是名海穴の熱水域微
地形

10. 伊是名海穴における測位と地形の整合及び熱水活
動分布域について

11. 沖縄トラフ海底熱水噴出域における化学合成細菌

12. 沖縄トラフ，伊是名海穴海底熱水性鉱床の研究 I
一新たに発見したブラックスモーカーを中心とす

る鉱床の分布と産状一

13.沖縄トラフ，伊是名海穴海底熱水性鉱床の研究E
一熱水系の変質分帯一

14. 沖縄トラフ，伊是名海穴海底熱水性鉱床の研究皿
一硫化物チムニーの進化

15. 伊是名海穴の新たな活動的熱水地点

16.伊是名海穴，海底熱水性鉱床地帯南方の地質につ
いて

小笠原

発 表 者

太田 秀（東京大学海洋研究所）

酒井 均（東京大学海洋研究所）

蒲生俊敬（東京大学海洋研究所）

石橋順一郎（東京大学理学部）

金 銀沫（東京大学海洋研究所）

山野 誠（東京大学地震研究所）

満津 巨彦（海洋科学技術センター）

松本 剛（海洋科学技術センター）

田中武男（海洋科学技術センター）

門馬大和（海洋科学技術センター）

長沼 毅（海洋科学技術センター）

中村光一（地質調査所）

丸茂克美（地質調査所）

青木正博（地質調査所）

木村政昭（琉球大学理学部）

加藤幸弘（海上保安庁水路部）

17. 「しんかい 2000」で観察されたウミユリ類 ｜大路 樹生（東京大学理学部）

18. スミスリフトにおける枕状溶岩分布域の潜航調査｜村上 文敏（地質調査所）

隠岐海嶺

19. 日本海南部，隠岐海嶺の頂部平坦面の成因につい ｜山本 博文（地質調査所）
て

駿河湾

20. 駿河トラフにおけるプレート沈み込みの直視観察 ｜新妻 信明（静岡大学理学部）

調査手法 I 

21.深海域における微生物の現存量及び呼吸速度の推｜鋤崎 俊二 （海洋科学技術センター）
定
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題 目

22. 浮遊微生物の鉛直分布と増殖速度

23. 熱水環境の底生有孔虫群集とその研究課題

24. 「しんかい 2000」による深海底直上でのプランク
トン採集

25. 海洋における天然放射性物質の測定

26. 相模湾沖ノ山堆シロウリガイ群集におけるガンマ
線探査・微生物ポピュレーション調査

27. 相模トラフにおける長スパン’逼極海底電位差計に
よる海底電位差変動の長期精密観測l

南奄西海丘

28. 南奄西海丘における温水湧出現象に伴う深海生物
群集

29. 南奄西海丘で採集されたリュウテンサザエ科腹足
類について

富山トラフ

30. 富山トラフにおける海底重力測定

奥尻海嶺

31. 後志海山の地形地質

32. 北海道西方，後志海山の潜航調査について

33. 奥尻海嶺における seepageの発見

34. 日本海海洋地殻の岩石学

相模湾

35. シロウリガイ・ハオリムシに共生する多毛類につ
いて

36. 深海底冷湧水域より採集されたかいあし類の飼育
とその生活史について

37. 相模湾湧水生態系に関する 2・3の生態学的知見

38. 相模湾初島沖シロウリガイ群集堆積物間隙水の化

学組成

39. 相模湾西部熱川沖溶岩流の南方延長について

40. 相模湾熱海沖におけるアカザエビの分布密度と生
態観察

(3) 海洋科学技術センター講演会

日時：平成元年9月22日（金）

場所：（財）大阪科学技術センター

講 演 題

深海調査の現状と展望

目

2. 深海調査システムについて
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発 表 者

長沼 毅（海洋科学技術センター）

秋元和賞（東京大学地震研究所・海洋
科学技術センター）

菊地知彦（横浜国立大学教育学部）

岡野員治（海洋科学技術センター〕

吉田 則夫（国立防災科学センター〉

藤 浩明（東京大学海洋研究所）

橋本 惇（海洋科学技術センター）

藤倉克目iJC海洋科学技術センター）

松本 剛（海洋科学技術センター）

竹内 章（富山大学教養学部）

田中 武男（海洋科学技術センター）

徳山英一（東京大学海洋研究所）

宮下純夫（新潟大学理学部）

三浦知之（鹿児島大学水産学部）

戸田 龍樹（東京大学海洋研究所）

太田 秀（東京大学海洋研究所）

増沢敏行（名古屋大学水圏研究所）

仲 二郎（海洋科学技術センター）

青木一永（静岡県水産試験所）

講 演 者

堀 田 宏

時 武 弘 敏



(4) 研究成果の外部発表

1 ）学会等発表

題 目 発 表 者 発 表 先

北フイージー海盆における海底精密地形調査 松本 同リ 地震学会 1989年春季大会

（気象庁）

Deployment of Longterm Observation 満津巨彦 OCEANS’89 

System by means of JAMSTEC/D巴eptow 

System 

Gravity measurement on the bottom of 松本 剛 国際測地学会総会（エジンパ

Toyama Trough ラ大学）

「しんかい 2000Jによる微生物現存量の鉛 池本栄子 1990年度 日本海洋学会春

直分布調査 季大会

深海底熱水噴出域の微生物たち 長沼 毅 水産庁中央水産研究所

沖縄トラフ熱水噴出域の化学合成細菌 長沼 毅 1990年度 日本海洋学会春

季大会

深海底泥中の微生物分布と現存量 鋤崎俊二 日本海洋学会春季大会

JAMSTECディープ・トウによる深海曳航 門馬大和 東大海洋研シンポジウム

調査

沖縄卜ラフ熱水噴出域における流れと水温分 満津巨彦 1990年度 日本海洋学会春

布について 季大会

ディープ・卜ウによる南海卜ラフ東部の観察 門馬大和 東大海洋研究所シンポジウム

南奄西海丘の温水湧出域から採集されたリュ 藤倉克則 日本員類学会平成2年度総会

イテンサザエ科腹足類の l新属新種

沖縄トラフ伊平屋凹地の熱水活動域から発見 藤倉克則 日本員類学会総会

された多板類の 2新種

「写真測量とリモートセンシング」特集号一 大塚 清 （社）日本写真測量学会

海をさぐる一

ヰァ3章海底地形部門

深海底と鉱物資源、 仲 二 郎 海洋工学コンファレンス

:;t, 7回海洋工学シンポジウム

深海底付近での流動 満津巨彦 海洋工学コンファレンス

:;t, 7回海洋工学シンポジウム

「
h
u
n
u
d
 



題 目 発 表 者 発 表 先

深海底と鉱物資源 門馬大和 海洋工学コンファレンス

矛7回海洋工学シンポシウム

PSK音響信号による画像情報の海中伝送に 土屋利雄 海洋音響研究会

ついて

大深度無人探査機について 時武弘敏 1亘血符八bλ弓u乙，メ~

海洋工学シンポジウム

同心剛体円柱を含む弾性体円筒内の音場解析 中西俊之 海洋音響学会

平成元年度研究発表会

「しんかい 6500」の開発と実海域実験 許 正憲 電気学会計測研究所

3層構造音響窓の整合条件と透過条件 中西俊之 電子情報通信学会（超音波研

究会）

深海ROVドルフィン 3Kの科学調査への 服部陸男 OCEANS’89 

適用

6, 500m Deep Manned Research Submersible 高川真一 OCEANS’89 

“SHINKAI 6500”Syst巴m

高分子材料音響窓の整合条件と透過特性 中西俊之 日本音響学会平成元年度秋期

研究発表会

深海無人潜水機用光ファイパーケーブル 高橋賢一 UJNR’89/MFP 

深海無人潜水機ドルフィン 3Kの科学的調 高橋賢一 OCEANS’89 （シアトル）

査への応用

ROV (Remotely Operated Vehicle) 青木太郎 日本造船学会

ERPの音速と吸収係数の異方性 中西俊之 第10回超音波エレクトロニク
スの基礎と応用に関するシン

ポ

A New Acoustic Attenuation Method for 高川 ア盲『＂ ー Third International Sympo-

Profiling Caui tation Nuclei Cistribution sium on Cavitation inc巴p-

t10n 

「「ROV」の利用の現状と将来展望」 服部陸男 電気学会「海洋観測システム

技術調査専門委員会」

深海用パラメトリック音源の基礎検討 中村敏明 日本音響学会
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題 目 発 表 者 発 表 先

固体平板の粒子速度分布と透過損失の関係 中西俊之 日本音響学会平成2年度春

季研究発表会

確率的インパース手法によるモテ‘ル解析海 中埜岩男 日本海洋学会

洋音響トモブラフィーの解析手法 Cn〕

スライド式曳航体を用いた三陸沖暖水塊の観 黒田芳史 日本海洋学会

測

The Develepment of Data Compression 浅沼市男 オーシャンズ’89
and Transfer System between Obsernation 

Vessels and Ground Station Via Stelli te 

（海洋データ圧縮伝送システムの研究開発）

Optimum Rull form of The ocean stable 安田哲也 オーシャンズ’89
laboratory (T巴nsionleg pla tfoun type) 

沖ノ鳥島におけるエネルギー自給型海洋観測 宮崎武晃 日本造船学会 ~9 回海洋工
システムの開発 学シンポジウム

The R&D of D巴巴pSea Water Utibzation 中 島敏光 International AUMIX work-
for mariculture shop 

生物生産への海洋深層水有効利用 中 島敏光 セミナー（技研情報センター）

人工光利用海中緑化実験システムの開発 古賀道明 ~9 回海洋工学シンポワーク

ショップ（造船学会）

Development of FRP Shipshaped Buoy 古賀道明 OCEANS’89 

生物生産のための海洋深層水供給システムの 豊田孝義 OCEANS’89 
設置

スライド式曳航体の開発及びその運用 黒田芳史 海洋調査技術学会

航空機搭載型多周波マイクロ波放射計のデー 佐々木保徳 国際電波科学連合

タ解析法

人工光利用による海藻成育海域実験について 甲斐源太郎 ~1 回国際海洋バイオテック
ノロジー会議

Effect of observational and environ mental 佐々木保徳 international symposium 

conditions on antenna temperature 

JAPACS’89ワルーズ報告1.混合層の構造 宗山・黒 田 1989年度日本海洋学会秋季

2. ADCPによる赤道域測流3.赤道域太平洋 安藤健太郎 大会

の熱収支
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題 目 発 表 者 発 表 先

植物プランクトン，懸濁物検出のための海洋 浅沼市男 :;t,13回レーザセンシングシン

レーザ装置の基礎実験について ポジウム

浮体式ターミネーター型波力装置 宮崎武晃 16TH UJNR/MFP 

生物生産のための陸上型深層水取水装置 豊田孝義 Aquaculture Europ巴’89

In tern a tional Conferenc巴

沖ノ鳥島におけるエネルギー自給型自動観測 鷲尾幸久 海洋調査技術学会 アルゴス

装置の開発 シンポジウム

小型船型ブイの開発 甲斐源太郎 海洋調査技術学会矛1回研

究成果発表会

海洋レーザ観測装置の開発 浅沼市男 海洋調査技術学会芳1回研

究成果発表会

Airborne multifrequency microwave 佐々木保徳 NASA-NOAA-ERIM Con 

radiometry ference on Global change 

Dicision Making 

赤道域測流に用いられた舶用超音波ドップラー 黒田芳史 海洋調査技術学会

プロファイラーシステムについて

フィリピン海南部海域における音速分布の変 中埜岩男 日本海洋学会秋季大会

動特性について

6500m深海潜水調査船システムについて 中西俊之 海洋音響学会

On The Fundamental Performance of th巴 鷲尾幸久 OMAE 1990 9th 

Flooting offshore wave Power D巴vie巴 International Conferenc巴

(FOWAD) 

海洋リモートセンシングについて 浅沼市男 防衛大学校課外講演

海洋音響 トモグラフィーについて 中埜岩男 電波航法研究会

海中音響機器について 土 屋 利男 電波航法研究会

多周波マイクロ波による降雨強度の高精度観 佐々木保徳 1990年度日本海洋学会春季
調lj 大会（東京水産大学）

マイティホエール型波力装置の設計と性能 宮崎武晃 World Renewable Energy 

Congrass 

東シナ海及びその隣接海域における測流（そ 美澄篤信 黒潮調査研究成果発表会（才

の2) 11回）

-98-



題 目 発 表 者 発 表 先

沖合浮体式波力装置，潜堤及び離岸堤まわり 加藤直三 造船学会社ヲ56回海洋工学委

の波と流れに関する比較実験（その 1) 員会性能部会

1990年1月～2月西部赤道太平洋の海洋構造の 黒田芳史 TOGA国際科学会議

観測

深度300m飽和潜水における，心拍数による 楢木暢雄 芳31回国際生理学会
ダイパーの生体負担の評価

高圧環境下における自律神経系の反応につい 毛利元彦 方731回国際生理学会
て

高圧徐脈と自律神経活動 毛利元彦 UJNR in Hawaii 

実海域ベル潜水におけるダイパー負荷量の評 山 口仁士 UJNR潜水部会矛10回合同
価手法について 会議

ニューシートピア計画の300m実海域実験の 青木 号 UJNR Piving panel 
成果について

飽和潜水ダイパーの高圧避難計画 岡本峰雄 UJNR 

潜水で生じる運動性高尿酸現象と渇感に対す 竹内久美 芳24回日本高気圧環境医学会
る飲水の効果

19ATAエクスカーション潜水におけるダイ 中野正美 ヰァ24回日本高気圧環境医学会
ノイーの終夜睡眠について

180m短時間潜水における高圧神経症候群と 毛利元彦 ~24回日本高気圧環境医学会
Fm θについて

深度300m飽和潜水における心拍数によるダ 楢木暢雄 ~24回日本高気圧環境医学会
イパーの生体負担の評価

180m短時間潜水における睡眠と作業能につ 設楽文朗 ~24回日本高気圧環境医学会
いて（芳2報）

但馬沖中層型浮魚礁の魚群分布形態について 岡本峰雄 日本水産学会秋季大会（宮崎

大学）

飽和潜水時の酸素分圧と心拍数の変動 毛利元彦 第35回日本宇宙航空環境医学
よ三三』

但馬沖中層型浮魚礁の魚群分布形態について 岡本峰雄 津居山沖浮魚礁追跡調査の成

果中間報告会（豊岡労働会館）
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題 目 発 表 者 発 表 先

海洋科学技術センターのダイパーレスキュー 岡本峰雄 矛10回 UJNR潜水部会プロ
計画について 山 口 仁士 シーデイング

潜水装置の人間工学的評価の手法について

深海潜水時の ECGMonitaring System 毛利元彦 第67回日本生理学会大会

16気圧の高圧ヘリウム環境下における静的作 楢木暢雄 第67回日本生理学会大会
業の生体負担

羊による水圧減圧時の減圧障害の研究 他谷 康 第67回日本生理学会大会

300mまでの潜水における潜水呼吸ガス回収 岡本峰雄 1990 Joint Meeting on 

精製システム（大循環式潜水呼吸装置）の実 Diving and Hyp巴rbaric

際的評価 Medicine 

深海潜水におけるダイノイーのモニタリングシ 毛利元彦 恥1arineT巴chnologSociety 
ステムについて

シロウリガイ群集の定点調査 内 田徹夫 日本海洋学会

海洋科学技術の動向 績 辰之助 :;.17 247回海洋産業定例研究会

海中計測と無人海中作業技術の現状と将来展

望
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2）誌上発表

題 目 発 表 者 発 表 先

アルチメータデータによるjヒフィジー海盆の 松本 岡リ 月刊地球

シオイドと重力

潜水調査船「しんかい6500」 橋本 ↑享 （株）シーエムシー

深海熱水生態系における化学合成細菌 長沼 毅 月刊地球

（海洋出版（株））

「深海に潜る」 橋本 惇 （株）シーエムシー

「出版ベンチャー」

潜水調査船「しんかい 2000」で見た深海底の 橋本 惇 実教出版（株）

生物たち 「じっきょう理科資料」

海底ラドン温泉 岡野員治 日本アイソトープ協会

北フィジー海盆における海底の目視観察及び 満津巨彦 海洋出版（株）月刊「地球」

定点観測 3月号

北フィジー海盆における海底精密地形調査 松本 剛 月刊地球

中部沖縄トラフの南奄西海丘で採集されたエ 橋本 ’惇 Bulletin of National Scienc巴

ゾイバラガニ類の l新種について Museum 

潜入型シンカイヒバリガイ類について 橋本 惇 DeepSea Newsletter 

南奄西海丘の温水湧出域から採集されたリュ 藤 倉 克則 日本貝類学会誌

ウテンサザエ科腹足類の 1新属，新種

沖縄トラフ中軸部，伊平屋海嶺の火山噴出物 仲 二 郎 海洋出版月刊「地球」 4月号

仮題「未知の深海をめざしてJ 高川 真 一 科学誌「ニュートン」

同心剛体円住を含む円筒内の音場 中西俊之 日本音響学会誌

「しんかい6500Jと超音波 中西俊之 「超音波 TECHNO」日本工
業出版

「しんかい 6500J, 6527m潜航試験の意義 高 川 真 一 月刊誌

ビッグエー

海洋音響学会将来技術委員会報告 ．第 5章 高川 真一 海洋音響学会

「海洋調査」及び第6章 「海中作業機器」 将来技術委員会報告書

「しんかい 6500」システム 高 川 真一 月刊誌「MARINEJ
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題 日

「しんかい 6500」の今後

発表者

品川真一

発表先

「子供の科学」

6500m潜水調査船支援母船 「よこすか」（英｜佐野

文〉．

正 ｜ 日本舶用機械貿易振興会

同心剛体円柱を含む固体円筒内の音場解析 ｜中 西俊之 ［日本音響学会誌

受信レベル検出が可能なマルチナロービーム｜網谷泰孝 ｜海洋センター

音響測深機 ｜ i試験研究報告

6500m潜水調査船「しんかい 6500」システ｜高川 真 一 ｜船舶技術協会

ムの概要 ｜ ｜ 「船の科学」

「しんかい 6500」システムの音響航法装置｜高川真一｜ 「スペクトラム」

と雑音対策 ｜ ｜丸善（株）出版

海水のリモートセンシング 許 正憲｜流れの可視化学会

深海を調査するために ｜時武弘敏｜日本機械学会誌

海洋マイクロ波ラジオメトリーの方法 ｜佐々木保徳 I MOS-1センサー検証委員会

海洋マイクロ波ラジオメトリーにおける観測

精度（誤差評価）

波力エネルギ一利用技術の将来 ｜石井進 一 ｜日本ビジネスレポート「技術
予測シリーズ」

人工光による海中緑化実験システムの開発 ｜古賀道明 ｜センタ一機関紙「なつしま」

深層水人工湧昇一海洋生物生産への応用－ 1 中 島敏光｜月刊海洋科学

スライド式曳航体を用いた暖水塊上層の海洋｜黒 田芳史 ｜月刊海洋

構造の観測

ノルウェーの波力発電技術と海洋開発

海洋音響 トモグラフィにおけるインパージョ

ン

堀田 平 ｜沿岸開発技術研究センター技

報

中埜岩男 ！日本音響学会誌46巻 1号

高分子材料を用いた3層構造低損失音響窓 ｜中西俊之｜日本音響学会誌

降雨時大気中のマイクロ波放射伝達過程のモ ｜佐々木 保 徳 ｜計測自動制御学会（論文投稿）

デル化と， これによる海洋のマイクロ波ラジ

オメトリー観測精度の検討
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題 目 発 表 者 発 表 先

流氷による沿岸災害とその予測 佐々木保徳 日本リモートセンシング学会

編「沿岸災害とその予測」

西部熱帯太平洋及び気象資料の解析 安藤健太郎 センター

試験研究報告

波力エネルギーを利用した海洋空間の総合利 宮崎武晃 （社）日本海洋開発産業協会

用 「海洋開発ニュース」

潜水漁業者の難聴について 竹内久美 日本高気圧環境医学会誌

海中活動を行う際の作業服 山田 稔 繊維学会誌

繊維と工業7月号

大深度（水深200m～300m）における飽和潜 沼田光政 総合土木研究所月刊誌“基礎

水技術 工”

ダイパーとの比較からみた魚礁での無人機の 岡本峰雄 日本水産学会誌

魚類観察能力について

高圧下で水棲生物を飼育する魚類加圧水槽 山田 稔 月刊「アクアライフ」

マリン企画

遺伝「高圧下での魚類の飼育試験」 山田 稔 遺伝

101ATAヘリウム酸素環境下のネコにおける 楢木暢雄 日本高気圧環境医学会誌

相対高圧徐脈

岡村健二氏追悼記念集へ功績紹介文原稿 加藤美志彦 「岡村健二氏追悼記念集」

高圧（人間の生理的心理的許容限界） 関 邦博 朝倉書店
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5. 外国出張等

(1）外国出張

用務先・期間

米国
元. 4 /30～5 /13 

米国
元. 6/3～6/13 

台湾
元. 6/19～6/24 

用

OTC’89参加他

手主

注：＊印は，（財）日本船舶振興会補助事業を示す。

氏

潜水技術部

第10回UJNR潜水技術専門部会出席， UHMSI潜水技術部
学会総会参加他 ｜ 

International AUMIX Workshop参加他

査巾出

他

加

会

席

参

総

出

船

）
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の
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＆
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第
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m

 

ル
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ノ
ノ
庁

i

口
O

Q

U

ヘ

～

国

～

～

パ
8

米
日

5

一
フ
／
内
’
／
／

ン

7

タ
7

8

ィ

・

ナ

・

国

・

フ

元

カ

元

英

元

米国
元. 9 /13～9 /24 

米国
元. 9 /17～10/ 1 

オーストラリア
元. 9 /22～10/2 

仏国，西ドイツ
元. 9 /30～10/9 

仏国，西ドイツ
元. 10/7～10/19 

米国
元. 10/ 8～10/15 

米国（グアム）
元. 11/17～11/25 

仏国
元. 12/ 2～12/9 

第16回UJNR海洋構造物専門部会出席他

名

伊藤信夫（キ）
畠山清（＊）

毛利元彦
岡本峰雄
山口仁士

海洋開発研究部中島敏光
藤田恒美

潜水技術部

企画室

深海研究部

楢木暢雄

山本浩文

松本剛

理 事 中戸弘之
深海開発技術部高橋賢一

マイクロ波放射計による観測のための航空機｜海洋開発研究部 佐々木保徳
選定調査，地球環境変動観測シンポジウム出
席他

CCOP/SOPAC第4回国際ワークショップ， ｜深海研究部
年次総会参加 ｜ 

門馬大和
長沼毅

アクアカルチャー・ヨーロッパ’89国際会議 l海洋開発研究部 豊田孝義
出席，海洋生物に関する情報収集

WOCEドリフトブイ表層流観測計測分科会｜海洋開発研究部浅沼市男
船舶依存型海洋観測計画分科会出席

第3回国際運航者会議出席，ウッズホール海｜運航部
洋研究所における打合せ

沖の鳥島海洋自動観測システムの設置

長谷川康明

海洋開発研究部鷲尾幸久

日仏共同潜航調査の生物サンプル分配立会し、｜深海研究部
他

フィジー他 ｜「かいよう」による日仏共同調査参加，北フィ｜運航部
元. 12/11～2. 1 /14 Iジー海盆リフト系の精密地形調査の実施 ｜ 

深海研究部

橋本惇

段野洲興
薗田敏晴
渡辺正之
内田徹夫
小原孝文
下山博
池田亮二
門馬大和
田中武男
松本剛
仲二郎
藤倉克則
大塚清
満津巨彦
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用務先・期間 用 務 名氏

白川戸
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国
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国
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米
2

米
2

米国
2. 2 /17～2 /26 

中国
2. 3 / 5～3/26 

米国（ハワイ）
2. 3 / 5～3/11 

米国（ハワイ）
2. 3 / 5～3/14 

米国
2. 3 /11～3/20 

カナダ
2. 3 /11～3/22 

西ドイツ
2. 3 /17～3/23 

西ドイツ，米国
2. 3 /22～3/28 

米国
2. 3 /24～3/30 

米国
2. 3 /24～4/5 

米国
2. 3 /31～4/7 

米国
2. 3 /31～4/8 

第9回OMAEシンポジウム出席他 海洋開発研究部鷲尾幸久

日中黒潮共同調査研究の一環としての共同研｜海洋開発研究部安藤健太郎
究他

日米海洋科学技術ワークショップ「海底調査｜深海研究部
WG」参加

堀田宏

日米海洋科学技術ワークショップ参加，深層｜海洋開発研究部 中島敏光
水利用技術についての情報交換他 I ,, 藤田恒美

ウッズホール海洋研究所における係留系を用 ｜海洋開発研究部 美澄篤信
いた測流技術の調査他

海洋に関する日加ワークショップに招へい科｜海洋開発研究部宗山敬
学者として参加

第10回日独海洋科学技術パネル出席他 潜水技術部 王丸寛

第10回日独海洋科学技術パネル出席他，ウッ｜理 事 間山隆（＊）
ズホール海洋研究所との共同研究打合せ

ウッズホール海洋研究所との北極圏共同観測 l海洋開発研究部
打合せ ｜ 佐々木保徳川

ウッズホール海洋研究所潜水船運航グループ｜運航部 柴田桂
との情報交換，アトランティスEへの体験乗
船

ウッズホール海洋研究所との海底地質調査の ｜深海研究部
共同研究計画打合せ ｜ 

大塚清
田中武男

ウッズホール海洋研究所との自立型無人探査｜深海開発技術部 野本昌夫
機の共同研究計画打合せ

(3) 長期及び短期海外研修

(2) 調査団派遣
注．＊印は，側）日本船舶振興会補助事業を示す。

用務先・期間 用 務 氏 名

米国，カナダ OCEANS’89参加及び調査 （＊） 参加団員は別表 1.のとおり
元. 9 /16～ 9 /30 

米国 米国における深海微生物研究施設調査 参加団員は別表2.のとおり
2. 1 /28～ 2/8 
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用務先・期間 用 務 氏 名

米国 減圧障害に関わる研究手法並びに計測手法の 潜水技術部 他谷康
元. 7 /3～元. 9/30 研修

米国 GPS研究の研修 海洋開発研究部工藤君明

元.12/ 8～3/6 

米国 海洋音響トモグラフィー研究の研修 深海開発技術部網谷泰孝

元.11/19～2. 11/ 1 

(4) 海外の研究者・技術者の招鴨
注：＊印は，（財）日本船舶振興会補助事業を示す。

用務先・期間 用 務 氏 名

海洋科学技術センター 東シナ海共同調査及び取得データの共同解析 中国国家海洋局

「かいよう」乗船 潜玉球
元.10/ 4～10/29 哀本神

海洋科学技術センター テラヘルツ帯による地球 k層大気観測技術に 米国ミシガン大学
元.11/13～11/17 関する情報，技術的助言を得るため Dr. Fawwaz T. Ulaby (*) 

(5) 海外の研究者・技術者の受入・研修

用務先・期間 用 手芸 氏 名

海洋科学技術センター ｜日米教育交流計画のフルブライト奨学金によ｜米国ウッズホール海洋研究所

63. 9 /15～元.6/ 4 1り，環太平洋域における海洋開発動向に関す ｜ Mr. Paul Ryder Ryan 
る研究を実施するため

海洋科学技術センタ－ 1 「かいよう」の諸特性調査の実海域試験の実｜米国ウッズホール海洋研究所

元. 4 / 4～4 /14 ｜施のため I Capt. Robertson P. 
Dinsmoreを含む4名

八丈島
元.5 /27～ 5 /30 i「しんかい 2000」を用いた伊豆・小笠原諸 l米国ハワイ大学

島海域における潜航調査参加のため I Dr. Alexander Malahoff 
米国海洋大気局（NOAA)
Dr. Peter A. Rona 

海洋科学技術センタ－ l動物シミュレータを用いた飽和潜水用減圧表｜米国ハワイ大学
元.8/7～ 8/20 1の共同研究実施のため I Dr. Y. C. Lin 

海洋科学技術センタ－ I 「かいよう」を用いた駿河トラフにおける海｜米国ウッズホール海洋研究所

元.8 /21～ 8/26 1底地質調査 I Dr. John Millimanを含
む4名
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用務先・期間 用 務 氏 名

海洋科学技術センター Arnaの潜水時の循環機能に関する共同研究 米国バッフアロー大学
元. 8/16～8/30 実施のため Dr. Suk. Ki. Hongを含

む2名
米国ハーバード大学
Dr. Warren M. Zapolを
含む3名

海洋科学技術センター 平成元年度科学技術庁フエローシップ制度に 仏国
元. 8/10～ 2. 6 /23 基づきサンゴ礁造園技術の研究のため 恥fr.Xavier Lenhardt 

海洋科学技術センター 平成元年度科学技術庁フェローシップ制度に ベルギー

2. 1 / 8～3. 4 /7 基づきサンゴ礁造園技術の研究のため Dr. Michel Claereboudt 

海洋科学技術センター 平成元年度科学技術庁フエローシップ制度に 米国
2. 3 /26～3. 3 /25 基づき深海底への科学調査に関する計画の研 恥fr. Gr巴goryS. Stone 

究のため

海洋科学技術センター シービームデータ処理に関する研修 フィジー鉱物資源局

2. 3 / 2～ 3/9 恥1issCristelle E. Pratt 

別表 1. OCEANS’89調査団参加者名簿

(II国不同敬称略）

構 成 氏 名 所 属

団 長 須崎祐吉 海洋科学技術センター 情報室長

副団長 金子浩一 海洋科学技術センター 協力団体連絡室長

団 員 飯塚良司 日本海洋事業（株） 総務部長

団 民 国栖広志 五洋建設（株） 土木技術開発室主席研究員代理

団 貝 松本 潔 川崎重工業（株） 神戸設計部機電設計班係長

団 貝 石野和男 大成建設（株） 技術研究所海洋・水理研究室係長

団 員 金平修一郎 日本電信電話（株） 新分野事業推進部担当部長

団 民 斉藤千 三 オートマックス（株） 企画開発部技師

団 員 鈴木道也 日本電気（株） 電波応用事業部海洋技術部

団 貝 副島宏、昭 海洋科学技術センター 総務部広報室長

団 員 浜口秀一郎 海洋科学技術センター 深海開発技術部研究副主任

匠l 員 古賀道明 海洋科学技術センター 海洋開発研究部研究員

団 員 安田哲也 海洋科学技術センター 海洋開発研究部研究員

団 貝 満津巨彦 海洋科学技術センター 深海研究部研究員

注）所属 ・肩書きは全て調査時のもの
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別表2. 深海バイオ調査団参加者名簿

（順不同敬称略）

構 成 氏 名 所 属

団 長 掘越弘毅 東京工業大学 教授 理化学研究所 主任研究員

団 民 手塚久男 三菱重工業（株） 神戸造船所潜水艦部 主任

団 員 伊藤富雄 日本鋼管（株） 艦船技術部基本計画室 主任部員

団 Fミ 有馬宝主 川崎重工業（株） 船舶事業本部 技術室 主査

団 貝 植田英夫 三井造船（株） 玉野艦船工場艦船設計部開発設計課主任

団 員 磯部英一 石川島播磨重工業（株） 船海本部プロジェク卜G 部長

団 員 村上裕治 丸紅（株） 総合開発部 ノイイオ室 主任

団 員 辻 義人 海洋科学技術センター 深海環境研究推進準備室室長補佐

団 F主 長沼 毅 海洋科学技術センター 深海環境研究推進準備室

注）所属・肩書きは全て調査時のもの

6.出版物

(1) 情報誌JAMSTEC第 2号

(2) 海域制御と科学技術（大蔵省印刷局発行）

(3) 情報誌JAMSTEC第 3号

(4）第15回研究報告会要旨集

(5）海洋科学技術センタ一年報 昭和63事業年度

(6) 海洋科学技術センタ一試験研究報告第22号

(7) 第 5回「しんかい 2000」研究シンポジウム

(8) 洋上人工島の需要と技術に関する調査報告書

(9）第15回研究発表会要旨集

(10) 情報誌JAMSTEC第 4号

(11) 海中計測技術の動向調査報告書

(12) 第 6回「しんかい 2000」研究シンポジウム 予稿集

(13) 無人海中作業技術の将来展望に関する調査報告書

(14) OTC’89調査報告書

(15) OCEANS’89調査報告

(16) 平成元年度 海洋新動力システムの動向調査報告書

(1司平成元年度 深海底長期観測ステーションに関する調査報告書

(18) 深海底地層探査技術に関する調査報告書

(19) 海洋科学技術センター試験研究報告第23号

(20) 海洋科学技術センターニュース 「なつしまJNo. 100～105 
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7.委員会等

( 1) 企画室関係

地域共同研究開発事業検討委員会

氏名 職 名 氏名 職 名

委酒員匂長敏次 東海大学海洋学部教授 前田久明 東京大学生産技術研究所教授

委大員森
柳田 力 側）土木研究センター専務理事

東京水産大学水産学部教授
江村冨男 海技洋術科相学談技役術センター

小金津昭光 水所産長庁水産工学研究所
若狭将治 海洋科学技術センタ一企画室長

角湯正剛
側企課）電画長部力圧中央縮研空究気所利用技術担当

(2）深海研究部関係

潜水調査船潜航調査推進委員会

氏名 職 名 氏名 職 名

委奈員須長紀幸
奥谷喬司 東京水産大学教授

放送大学教授
岡見吉郎 側）微生物化学研究所副理事長

委増員沢譲太郎 東海大学教授 堀田 宏 海深洋海科研学究技部術部長センター

荒牧重雄 東大地震研究所教授
演回 馨 海運洋航科部学長技術センター

小林和男 東大海洋研究所教授

潜水調査船潜航調査推進委員会プレート境界領域専門部会

氏名 職 名 氏名 職 名

石橋克彦 建築研究所室長 塚原弘昭 国立防災科学技術センタ一 室長

森 巧 海上保安庁水路部企画課長 新妻信明 静岡大学教授

加藤 茂 海主上任保水安路庁企水画路官部 橋本 惇 海洋科学技術センター 副主幹

堀田 宏 海深洋海科研学究技部術長センター
小林和男 東京大学海洋研究所教授

小林洋 二 筑波大学助教授 松本 岡リ 海洋科学技術センター

盛谷智之 海工業洋技地術質院部地長質調査所 門馬大和 海主洋幹科学技術センター

瀬川爾朗 東京大学海洋研究所教授 山崎晴雄 工主任業技研術究院官地質調査所

田中武男 海洋科学技術センター
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潜水調査船潜航調査推進委員会海底火山及び海山域専門部会

氏名 職 名 氏名 職 名

荒巻重雄 東京大学地震研究所教授 中村光一 工業技術院地質調査所

主任研究官

岩淵 洋 海上保安庁水路部海洋調査官 橋本 惇 海洋科学技術センタ一 副主幹

森 巧 海上保安庁水路部企画課長 藤井敏嗣 東京大学地震研究所助教授

浦辺徹郎 工業技術院地質調査所 藤岡換太郎 東京大学海洋研究所助手

主任研究官

酒井 均 東京大学海洋研究所教授 堀田 宏 海洋科学技術センター

深海研究部長

盛谷智之 工業技術院地質調査所

海洋地質部長 山野 誠 東京大学地震研究所助手

田中武男 海洋科学技術センター 湯浅真人 工業技術院地質調査所

企画室補佐

仲 二郎 海洋科学技術センター

潜水調査船潜航調査推進委員会生物・微生物専門部会

氏名 職 名 氏名 職 名

太田 秀 東京大学海洋研究所教授 橋本 惇 海洋科学技術センター 副主幹

大和田紘一 東京大学海洋研究所助教授 堀田 宏 海洋科学技術センター

深海研究部長

岡見吉郎 側）微生物化学研究所副所長

栗原伸夫 神奈川県水産試験場長

奥谷喬司 東京水産大学教授

山田信夫 静岡県水産試験場長

蒲生俊敬 東京大学海洋研究所助手

三 村哲夫 東京都水産試験場長

武田正倫 国立科学博物館

動物第三研究室長 田中武男 海洋科学技術センター

辻 義人 海洋科学技術センター 主幹
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(3) 深海開発技術部関係

潜水調査船開発検討委員会

氏名 職 名 氏名 職 名

委演員目長 見 佐伯 長え 聖マリアンナ医科大学教授
日本舶用機器開発協会理事長

坂田正治 国立防災科学技術センター

委元員良誠三
第二研究部総合地震研究室長

長所長崎総合科学大学工学研究所
北川弘光 船舶技術研究所推進性能部長

山本善之 東京電機大学理工学部教授 オフザーパー
小路信次 科海学洋技開術発庁課研長究開発局

河部義邦 金強属力材材料料技研術究研部究長所

小林和男 東京大学海洋研究所教授 谷口義孝
運次輸席船省舶海上検技査術官安全局

黒木敏郎 東京水産大学名誉教授
関千係葉者胤英 日本海洋事業（栂社長

奥島基良 東教授京工業大学精密工学研究所
池田玉治 川主幹崎重工業側船舶事業本部

藤井英輔 船舶技術研究所材料加工部長

新田 顕 日本海事協会技術研究所所長

盛谷智之 工海業洋技地術質部院地長質調査所

栗山 日j 日本小型船舶検査機構理事

潜水調査船開発検討委員会音響専門部会

氏名 職 名 氏名 職 名

部会長 本座栄一 工海業洋技物術理院探地査質課調長査所海洋地質部
奥 島 基良 東京工業大学精密工学研究所

所長
山本三夫 川崎重工業側潜水艦設計部

委員 副部長
楠井 清

黒 川武彦 三菱重工業（槻船舶造修部次長
菊池年晃 教防衛授大学校応用物理学教室

山根幸男 音響計測（掬

竹内倶佳 電気教通信大学電子工学科
助授

高橋弘治 日本電気（欄無線事業グループ
技師長

小山孝哉 沖技電師気長工業（側電子応用事業本部
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潜水調査船開発検討委員会調査観測専門部会

氏名 職 名 氏名 職 名

部会長 堀田 宏 海洋科学技術センター

小林和夫 東京大学海洋研究所教授 深海研究部長

委員 筒井為雄 元海洋科学技術センター 嘱託

大原信 義 元住友重機械工業（掬平塚研究所

オブザーパー

佐藤哲哉 水産庁研究部参事官 中野昭二郎 海洋科学技術センター

総務部長

菱田昌孝 海上保安庁水路部

海洋研究室長 関係者

谷内琢也 川崎重工業側潜水艦設計部

盛谷智之 工業技術院地質調査所 班長

海洋地質部長

森 鼻 英征 三菱重工業側潜水艦部主官

鈴木重教 （械鶴見精機 白川工場

潜水調査船開発検討委員会船殻専門部会

氏名 職 名 氏名 職 名

部会長 小池 允 新日本製鉄（樹新素材事業本部

山本善之 東京電機大学理工学部教授

三代 義 雄 川崎重工業（掬潜水艦設計部

委員 課長

西村允男 日本海事協会開発部

部長 森 鼻 英征 三菱重工業側潜水艦部主管

河部 義 邦 金属材料技術研究所 オブザーパー

強力材料研究部長 小路信次 科学技術庁研究開発局

海洋開発課長

木村啓造 元工学院大学教授

佐 藤 直樹 運輸省海上技術安全局

藤井 英 輔 船舶技術研究所 次席船舶検査官

材料加工部長

中野昭二郎 海洋科学技術センター

野 本 敏治 東京大学工学部助教段 総務部長

西村 孝 （倒神戸製鋼所チタン本部製造部

部長
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潜水調査船開発検討委員会オペレーション専門部会

氏 名 職 名 氏名 職 名

部北会川長弘光 船舶技術研究所推進性能部長
筒井為雄 元海洋科学技術センター 嘱託

委員
下河原栄治

一日海本究主海洋洋科任学事技業術株式会社

佐伯 長怠 聖マリアンナ医科大学
研フ巳元 センター

客員教授
隆杉憲行 川崎重工業（掬 潜水艦設計部長

藤野正隆 東京大学工学部教授
難波直愛 三菱重工業側潜水艦部部長

大松重雄 船運舶技術研究所海洋開発工学部
動性研究室長 オブザーパー

野間聖明 元日本航空（械機長
中野昭二郎 海洋科学技術センター 総務部長

関係者
八十島歪三 元日本エンジニアリング（欄 天野義 日本海洋事業株式会社

無人探査機研究会

氏名 職 名 氏名 職 名

座渡長遁 竹内倶佳 電助教気通授信大学電子工学科
茂 東京都立科学技術大学学長

委東員 竹中俊夫 名東誉京工教授業大学工学部制御工学科
昭 東京大学工学部教授

白崎勇一 計国際測電制信御電研話究（室掬目黒研究所 友田好文 東海大学海洋学部教授

平 啓介 東京大学海洋研究所海洋物理部門助教授

高石敬史 運運輸動性省船能舶部技長術研究所

(4) 海洋開発研究部関係

消波発電システム研究会

氏名 職 名 氏名 職 名

委本員間長琢也
安藤定雄 運海輸洋省開船発舶工技学術部研長究所

筑波大学構造工学系教授

委員 高 橋 重 雄
運水輸工部省耐港波研湾技究術室研長究所

前田久明 教東京授大学 生産技術研究所

角湯正剛 側企）電画部力中央研究所
木下 健 東助京教授大学 生産技術研究所

石田秋生 通産省工業技術計院画
荒川忠 一 東助京教授大学 工学部舶用機械工学科 サンシャイン 推進本部
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海域制御技術研究会

氏名 職 名 氏名 職 名

座酒長匂敏次
高橋重雄 港耐波湾技研術究研室究長所水工部

東海大学海洋学部教授

幹石事井進一
成田仁 三副井事造業船部（長掬特理機事システム事業部

海海洋洋科開学発技研術究部セ長ンター

原田宏 鹿海洋島建開設発（研槻土究木室技長術本部

委上員北征男
水研産究庁管理研究官部研究課

宇多高明 土海木岸研研究究所室河長川部

海域制御技術研究会専門部会

氏名 職 名 氏名 職 名

部会長 小林正典 側統三井造船昭ジ島研究所
石井進一 海海洋洋科開学発技研術究部セ長ンター 括マネー ャー

藤田良 一
鹿海洋島建開設発側研土究木室技副術主本査部

委工員藤君明
海海洋洋科開学発技研術究部セ副ン主タ幹ー

今井貫爾 鹿主任島建研設究（員槻技術研究所

績辰之介 海海洋洋科開学発技研術究部センター

菊池省吾
三建井設造関船連（事掬業部課長

サンゴ礁造園技術開発研究会

氏名 職 名 氏名 職 名

委氏員家 保坂 三 郎 （財財）熱団帯理事海洋長生態研究娠興
宏 琉球大学理学部海洋学科教授

西島信昇
琉沖理球縄事大県学環理境学科学部海検洋査学セ科ンタ教ー授

井口俊夫 郵政省通信総合研究所

赤嶺 勇 沖縄県企画開発部企画調整室長

津嘉山正光 琉助球教大授学工学部土木工学科 玉城邦彦 沖企縄画県調企整室画参開事発部

日高道雄 琉球大学理学部生物学教室助手 石井進一 海海洋洋科開学発技研術究部セ長ンター

伊佐次郎 沖縄県水産試験場長
工 藤君明

海海洋洋科開学発技研術究部セン副タ主ー幹
照喜名朝進 知念村漁業協同組合町長
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黒潮調査研究評価検討研究会

氏名 職 名 氏名 職 名

委員長 野口岩男 海上保安庁水路部
平野敏行 東海大学海洋学部教授 海洋調査課長

委員 井上尚之 水産庁東海区水産研究所

荒川正一 気象庁海洋気象部海洋課長 海洋部長

重原好次 気象庁海洋気象部 佐藤哲哉 水産庁研究部参事官

海上気象課長
石井進一 海洋科学技術センター

山田 修 海上保安庁水路部 海洋開発研究部長
海洋情報課長

黒潮エネルギー把握専門部会

氏名 職 名 氏名 職 名「

座長 関根義彦 三重大学生物資源学部助教授

石井進一 海洋科学技術センター
海洋開発研究部長 稲葉栄生 東海大学海洋学部教授

専門委員
石井春雄 海上保安庁水路部海洋調査課 吉本秀幸 社団法人資源協会

専務理事

南 秀人 気象庁海洋気象部
主任技術専門官

高野健三 筑波大学生物科学系教授

海洋広域観測技術研究会

氏名 職 名 氏名 職 名

委員長 中村秀臣 国立防災科学技術センター
鈴木 手先 電気通信大学電子工学科教授 平塚海洋防災研究支所

第2研究室長
委員

柴田 彰 気象庁気象研究所海洋部 丹羽俊太郎 東海大学開発技術研究所教授
主任研究官

増子治信 郵政省通信総合研究所
田中 佐 宇宙開発事業団計画管理部 関東支所主任研究官

地域観測システム室長

内藤玄ー 防衛大学校地球科学科教授
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海洋レーザ技術研究会

氏名 職 名 氏名 職 名

委員 江森康文 千葉大学工学部
藤岡知夫 側）工業開発研究所 電気工学科教授

レーザ研究センタ一長

安田嘉純 千葉大学工学部

佐藤卓蔵 工業技術院電子技術総合研究所 電子工学科教授
レーザ研究室長

高橋邦夫 木更津工業高等専門学校
竹内延夫 環境庁国立公害研究所 基礎学系・物理学教室助教授

大気物理研究室長

氷海ワーキンググループ委員会

氏名 職 名 氏名 職 名

幹事 近藤純正 東北大学理学部地球物理学科
石井進 一 海洋科学技術センター 教授

海洋開発研究部部長
高野健 三 筑波大学生物科学系教授

委員

青田昌秋 北海道大学低温科学研究所
付属流氷研究施設教授

川口貞男 文部省国立極地研究所教授

深層水有効利用研究検討委員会（太平洋側海域）

氏 名 職 名 氏名 職 名

委員長 中島敏光 海洋科学技術センター

石井進一 海洋科学技術センター 海洋開発研究部副主幹
海洋開発研究部部長

土田 幸彦 高知大学農学部栽培漁業学科
委員 教授
楠田理一 高知大学農学部栽培漁業学科

教授 三 尾員 一 南西海区水産研究所
外海調査研究部部長

杉村行 勇 気象研究所
地球化学研究部部長 明神慶一 高知県海洋深層水研究所所長

豊田孝義 海洋科学技術センター 山岡到保 中国工業技術試験所海洋開発部
海洋開発研究部副主幹 海洋バイオ研究室室長
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海洋大循環調査研究会

「海洋大循環の解明に必要な観洋システムに関する調査」第1分科会

氏名 職 名 氏名 職 名

委員 原島 省 国立公壌害研究境所部
平 啓介 東京大学海洋研究所教授 水質土環

野崎義行 東京大学海洋研究所助教授 三田直樹 地質調査所地殻科学部

杉森康弘 東海大学海洋学部教授 増子治信 通信総合研究所 室関東支所
第一宇宙通信研究

深津理郎 東海大学海洋学部助教授
奥田邦明 東北区水産研究所海洋環境部

徳田正幸 平国立塚防支災所科学技術センタ一
小田巻実 海上保安庁水路部

梶川武信 電子技術総合研究所 南 秀人 海洋気象部

海洋大循環調査研究会

「海洋大循環調査研究会の実体解明及びモデルに関する調査」第二分科会」第2分科会

氏名 職 名 氏名 職 名

委員 友定 彰
水変産動庁機構中央研水究産室長研究所

高野健三 筑波大学生物科学系教授

花輪公雄 東北大学理学部助教授 石井春雄 海上保安庁水路部

角皆静男 北海道大学水産学部教授 佐伯理郎 気象庁海洋気象部

柏井 誠 水産庁北海道区水産研究所 杉村行勇 気象庁気象研究所

杉ノ原伸夫 東京大学理学部助教授 遠藤昌宏 気象庁気象研究所

川辺正樹 東京大学海洋研究所助手 山形俊男 九州教大学応用力学研究所
助授

長島秀樹 理化学研究所海洋物理研究室
竹内謙介 北海道大学理学部助教授

小川嘉彦 水産庁中央水産研究所
海洋環境研究官

海洋大循環調査研究会

「海洋大循環調査研究会についての国際協力及び総合研究計画に関する調査」第3分科会

氏名 職 名 氏名 職 名

委員 小路信次 科学技術庁
永田 豊 東京大学理学部教授

水野恵介 水産庁遠洋水産研究所
自： 明正 東京大学理学部助教授

西田英男 海上保安大学校教授
小池勲夫 東京大学海洋研究所教授

宇治 豪 気象庁海洋気象部
今脇資郎 京都大学理学部助教授
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(5) 潜水技術部関係

潜水実験安全性検討委員会

氏名 職 所 氏名 職 名

委北員長博正
長谷川弘道 常葉学園浜松大学学長

東京医科歯科大学名誉教授
谷島一嘉 日本大学医学部教授

委寺員田泰治
前技術日本研海究所事協所会長

山口正義 結核予防会理事長

山林 東海大学医学部教授
清水久二 横浜国立大学工学部教授

小松茂暢 元潜海水技洋術科学部技部術長センター
本山建雄 労電働気省研産究業部安全研究所

潜水実験検討委員会

氏名 職 名 氏名 職 名

委矢員島長信 一
真野喜洋 公東衆京衛医生科歯学科助教大学授医学部

日本大学農獣医学部講師

委北員川和比古 社団法人産業開発青年技術協会 脇地修一郎 深取締田役サルベージ建設（鮒

長崎作治 東海大学海洋学部教授
坂井信介 海日本洋サルベージ（樹

島田嘉彦 三事井業造本船部（長械補船佐舶・海洋プ口、ンェク卜 事業部長

杉田秀夫 海洋架橋調査会常務理事
池田玉治

川船舶崎重事工業業本側部主幹

職 名

大気圧潜水システム研究会

氏名氏名 名職

委員座長 ｜ ｜｜門馬博之｜ 日本酸素（掬ガス技術部 チーフ
竹内倶佳 ｜ 電気通信大学電気工学科助教授

男秀
員
木
委
青

有馬 宝 主

徳永 三 伍

佐藤孝雄

伊藤 富 男

松田正康

日本海事協会技術研究所
材料研究室技師

川崎重工業側潜水艦設計部主査

三菱重工業側船舶技術統括室
計画主務

三井造船（槻艦船技術部課長

NK K艦船技術部主任部員

住友重機（鮒船舶鉄構事業本部
技術室課長

森正晴

米窪義健

成瀬俊久

清水信夫

恒広雅良

青 柳重雄

川重防災工業（附呼吸器
総括部技術課長

カヤパ工業（槻技術研究所
開発チーム課長

（槻小松製作所研究本部
技研機構制御研究室長

深田サルベージ建設（樹
海洋開発室次長

住友海洋開発制作業部長

横浜潜水衣具側代表取締役
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8. 見学者

(1）圏内見学者

年 月 主 tJ. 見 戸子主1二． 者 件 数 人 数

7C. 4 三 木証券 1 40 

5 東京大学工 学 部船舶海洋工学 科 3 84 

住友重機械工業（掬

6 センサ工学研究会 3 71 

厚木地区建築物環境衛生管理協議会

7 ビークルオートメーション研究会 4 185 

（槻自動 車 技術会関東支部

神奈川県都市収入役会

8 逸見公民館 高 齢者教室 （シルバー教室） 2 65 

9 日本呼吸用保護具工業会 1 1 5 

1 0 玉川大 学 工学部機械工学科 6 116 

新日本製銭（掬鉄構海洋 事業 部

電 気化学 （附

11 三菱マーケティング研究会 7 161 

海上保安協会千葉支部

水産無脊椎動物研究所

1 2 岩手県立種立 高 等学校 3 69 

2. 北海道議会総合開発調査特別委員会 2 18 

2 横須賀市坂本・本公郷婦人防火クラブ 1 29 

3 日本電 線 工業 会材料 専 門委 員 会 4 57 

深海底エンジニアリング研究会

メ~ 計 37 910 

(2) 一般公開

年 月 日 場 所 公開施設 見学者数

7C. 5. 3 東京都父島二見港 「しんかい 2000」 「なつしま」 402 

7 1 2 沖縄県那覇港 「しんかい 2000J 「なつしま」 909 

7. 2 9 鹿児島県奄美大島 「しんかい 2000」 「なつしま」 405 
名瀬港

9. 3 秋田県秋田港 「しんかい 2000」 「なつしま」 2,237 

9. 1 0 北海道小樽港 「しんかい 2000」 「なつしま」 4,360 
「かいよう」 5 8 7 2 

10. 1 8 三浦市三崎港 「しんかい 2000」 「なつしま」 2,227 
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(3) 外国人来訪者（同行邦人を含む）

年 月 主 な 来 訪 者 件数 人数

フ-c. 4 海外造船協力センター研修員 10 38 

米国国立科学財団（NSF)

米国JointOceanographic Institution (JOI) 

5 海外造船協力センター研修員 6 45 

NASA／ゴダード宇宙飛行センター

中国調査船「実践」号乗組員

6 米国海洋大気局 3 10 

7 オーストラリア連邦科学産業研究機関（CSIRO）教授 2 2 

8 米国ウッズホール海洋研究所所長 4 11 

台湾国立海洋大学部長

9 オーストラリア海洋科学研究所（AIMS）会長 6 8 

韓国海洋研究所部長

仏国国立海洋開発研究所 (IFREMER)

10 海上保安庁水路部海外研修生 4 18 

ノルウェー海洋研究所

11 英国海洋科学研究所首席科学研究員 5 5 

カナダ国立海洋研究所

12 米国ウッズホール海洋研究所 4 6 

中国国家海洋局

2. 1 米国ウッズホール海洋研究所副所長 3 4 

2 米国ウッズホール海洋研究所調査船船長 3 5 

韓国科学技術研究院海洋研究所

3 台湾工業技術研究院 エネルギー資源研究所所長 4 13 

仏国上院議員団
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9. 賛助会員と寄付者名簿

※ア ク ア （樹 神 戸 ""' 円 イ ン ト 側

ア ジ ア 海 洋 作 業 （鮒 国 際 電 電 話 （掬

ア jレ フ。 ス 電 気 （鮒 （掬 松 製 作 所

※ア ロ カ （掬 五 洋 建 設 （栂

安 藤 建 ヨrv＇ι, （関 サ ン ト 側

ア ン 、ソ （械 （掬 埼 玉 銀 f丁

池 上 通 機 （掬 佐 藤 工 業 （掬

石川島播磨重工業側 共 （掬

（側伊藤高歴五斯容器製造所 ※三 洋 71< 路 担lj 量 側

イ ン ド 不 シ ア石油（掬 洋 電 機 側

s M C 側 （掬 一 平日 銀 f丁

※オ 卜 てF 、リ ク ス （槻 情） シ ス ア ム 技 研

（掬 大 林 組 シ ，、、｛、
タ 工 業 （掬

沖 電 気 工 業 側 清 71< 建 設 （掬

オ i入 ロ ン （槻 昭 平日 I奇 分 子 （槻

（械化学分析コンサルタント （欄 湘 南 rcロ司 周 波

か も め フ ロ ≪ フ （掬 （掬 白 石

鹿 島 建 三u月x' （掬 （油 託 協 ~ 

カ ヤ ，、ミ 工 業 側 ※新 日 本 海 事 側

！｜｜ 崎 汽 船 （掬 新 日 本 製 錨 （紛

JII 崎 重 工 業 （掬 ※新 明 手口 工 業 （掬

（槻 キ ニエ ア イ （鮒 ス ギ「 ノ て2 シ ン

士土 立 F国r,; 財 側 住友海上火災保険側

（掬 協 手口 銀 f丁 住 友 金 属 工 業 （開

（掬 並 和 電 業 住 友 金 属 鉱 山 （掬

極限作業ロボッ卜技術研究組合 （鮒 住 友 銀 fT 

（掬 費負 谷 キ且 住 友 重 機 械 工 業 （械

旦 l)J 化 学 工 業 側 住 友 電 気 工 業 （掬

※京 浜 急、 行 電 鉄 側 （掬 駿 河 銀 f丁

（附 鴻 池 組 駿 河 精 機 （掬

（捕 神 戸 製 鋼 所 セ イ コ エ フ。 ソ ン（鮒
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セ ナ （槻 ※（捕 ナ iみ コ

（初 生 命 保 険 協 メヱミ』 （掬 新 潟 鉄 工 所

（槻 ソ jレ ト ン 西 松 建 三R月又. （掬

大正海上火災保険（掬 西 芝 電 機 側

大 成 建 号R凡又. （栂 日 動火災海上保険（掬

太陽火災海上保険（掬 日 南 石 油 （掬

（掬太陽神戸銀行新橋支店 日 油 技 研 工 業 （的

（掬太陽神戸銀行横須賀支店 日 産火災海上保険（的

ダイハツディ ーゼル（掬 日 産 自 動 車 側

（槻 第 勧 業 主艮 fT 日 新火災海上保険制

第 電 子 工 業 （掬 日本アイ ． ビー・エム（槻
大東京火災海上保険（掬 日 本 海 洋 事 業 （掬

大 日 本 土 木 （欄 日 本火災海上保険制

（掬 大 平日 銀 f丁 日 本 鋼 1§' 側

千代田火災海上保険（槻 日 本 国 土 開 発 （紛

側 鶴 見 精 機 日 本サ jレ ヴ 二L ジ（掬

帝 国 石 油 側 日 本 酸 素 （掬

東 亜 建 三r!玉L{ 工 業 （掬 日 本 探 海 産 業 側

（欄 東 海 銀 f丁 日 本 7./<. 産 （側

東 海 サ ノレ fく 、ン （掬 日本スポーツインストラクター専門学院

東京海上火災保険（欄 （槻 日 本 製 鋼 所

（槻 東 示 銀 イ了 （胡 日 本損害保険協会

東京製鋼繊維ロープ（掬 日 本大洋海底電線（掬

東 洋 建 三n又月d （掬 日 本 fこ ば L可，， 産 業 （側

東 洋 通 機 （掬 日 本 D E C （掬

東 洋 紡 績 （掬 日 本 電 気 （掬

※東 平日 科 戸寸主；＿与 （槻 日 本 電 電 言苦 （掬

飛 島 建 号員又TL （掬 日 本 電 池 （鮒

ト ヨ タ 自 動 車 （柑 日 本 飛 イ丁 機 （掬

洞 海 タ グ ボ 卜 （紛 日 本 無 線 （掬

同和火災海 上 保険附 日 本 郵 船 （掬

側 中 村 鉄 工 所 （槻 日 平 卜 ヤ 守ア
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（槻 間 組 一 菱 電 機 （槻

漬 中 製 鎖 工 業 （掬 菱 電 線 工 業 （掬

（掬 日 立 製 作 所 ※（掬 村 田 製 作 所

日 立 造 船 （掬 ヤンマーディ ーゼル（掬

日 立 電 私事 側 矢 崎 総 業 （掬

姫 路 気 象 （掬 安田火災海上保険（掬

（槻 フ ヂ ス ト ン 湯 浅 電 池 （掬

深田サルベージ建設（掬 横 河 電 機 （槻

（槻 富 士 銀 f丁 （掬 横 浜 銀 f丁

藤 倉 電 線 （掬 横 浜 コ ム （槻

富 士 ゼ ロ 、リ ク ス （掬 ※ラ ン ド で＜ タ イ ム側

’邑＝と~ 士 通 （掬 （掬 緑 星 社

富 士 ア イ ゼ jレ （掬 若 築 建 設 （掬

’昌＝とp 士 電 機 （掬 ワ 一 jレ ド ウ :,_ イ （掬

フ ジ タ 工 業 （掬 （剖※は平成元年度新規加入

古 河 電 気 工 業 （掬

古 野 電 気 （掬 平成元年度寄付金員

側 北 海 道 拓 殖 銀 fT 石 油 連 盟

側 車田 山 太 七 商 店 電 気 事 業 連 メ~ よ;z:s』＝ 

本 田 技 研 工 業 （掬 （掬 東 芝
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10 特許（出願中）

(64）取水口の構造

出願日元年4月21日

1 ）水底面に設置された海水，河川水，湖沼水

等の水を取水すると共に，砂等の水中懸濁物

の流入を阻止するための取水口の構造であっ

て，内部に中空部を有する箱体を水底面に設

置すると共に，その箱体の内部に取水ポンプ

に接続されている取水管の先端を位置させ，

その取水管により箱体内部の水を吸引すると

共に，前記箱体の側壁部に形成した通路部を

通して箱体の外部から内部に水を流入させる

ように構成し，前記通水路は上下方向に延び

ていて，箱体内部に面して閉口している流出

口が，外部に面して閉口している流入口より

上方に位置していることを特徴とする取水口

の構造。

2）前記箱体は，コンクリート造とされている

ことを特徴とする特許請求の範囲第1項に記

載の取水口の構造。

3）前記箱体の上部には着脱自在な蓋が設けら

れていることを特徴とする特許請求の範囲第

1項または第2項に記載の取水口の構造。

4）前記通水路の少なくとも下部は水平面に対

して傾斜しており，その傾斜角度は流入を阻

止するべき水中懸濁物の安息格より大きくさ

れていることを特徴とする特許請求の範囲第

1項ないし第3項のいずれかに記載の取水口

の構造。

5）前記通水路の流入口は水底面より高い位置

に設けられていることを特徴とする特許請求

の範囲第 l項ないし第4項のいずれかに記載

の取水口の構造。

6）前記箱体の内部には浦過層が設けられてい

ることを特徴とする特許請求の範囲第 1項な

いし第5項のいずれかに記載の取水口の構造。

7）前記描過層の上部には空間が形成されてい

て，その空間内に前記取水管の先端が位置し

ていることを特徴とする特許請求の範囲第6

項記載の取水口の構造。

8）前記箱体の内部には仕切壁によって複数の

室に仕切られており，かっ，前記仕切壁には
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通水用の連通口が設けられていることを特徴

とする特許請求の範囲第1項ないし第7項の

いずれかに記載の取水口の構造。

(65）海上風測定方法及び測定装置

出願日元年6月26日

1 ）海面にノ-C:；レス・レーザ光を照射し，海面か

らのレーザ散乱光を受光視野において分割測

光し，分割した各視野毎の散乱光強度を求め

ることにより海上風の風速及び風向を求める

ことを特徴とする海上風測定方法。

2）パルス・レーザ光照射手段，所定視野の散

乱光を受光する受光手段，散乱光のうち照射

レーザ光以外の光を遮断するフィルタ，フィ

ルタ透過光を結像する光学系，結像位置に設

けられた分割測光手段を備え，分割した視野

毎の散乱光強度を求めることにより海上風の

風速及び風向を求めることを特徴とする海上

風測定装置。

3）分割測光手段は，受光端が同心円上に配置

された複数のオプチカル・ファイノイ，各オプ

チカル・ファイパの他端に対向配置された複

数の光電変換素子からなる請求項2記載の海

上風測定装置。

4）光電変換素子の出力が入力され，風光風速

変換テーブルを参照して風光，風速を算出し

て記録・表示する信号処理記録表示手段を備

えた請求項3記載の海上風測定装置。

(66）希土類金属と遷移金属とからなる巨大磁査

合金ロッドの製造方法。

出願日元年6月30日

1 ）固体状の磁歪合金素材を，垂直方向に移動

可能な，上端が開放されそして下端が閉じら

れている円筒状のルツボ内に収容し，前記ル

ツボを加熱機構により加熱して，前記ルツボ

内の前記磁歪合金素材を溶融し，次いで，前

記ルツボを垂直方向に移動し，この聞に前記

ルツボを冷却して前記ルツボ内の溶融した磁

歪合金素材をロッド状に凝固させそして結晶

化させることからなる，磁歪合金ロッドの製

造方法において，前記磁歪合金素材として，

少なくともディズプロシウム（Dy）及びテ



ルビウム（Tb）を含む 2種類以上の希土類

金属と， 1種類以上の遷移金属とからなる合

金製のロッド状素材を使用し，前記加熱機構

として，前記ルツボを囲むように配置された，

高周波の周波数が0.1～3MHzの範囲内であ

り， Eつ，その内径が前記ルツボの外径の1.
1～1. 6倍である環状の高周波加熱コイルを
使用し前記lレツボ内に前記合金からなるロッ

ド状素材を挿入し， 0.2～10気圧の範囲内の

圧力に保たれた不活性ガス雰囲気下において，

前記高周波加熱コイルにより，前記ルツボ内

の前記ロッド状素材を局部的に加熱してこれ

を溶融し，前記ルツボを 0.2から 8.5mm/ 

minの速度で下方に移動し，そして前記ロッ

ド・状素材を前記ノレツボの移動速度に対応する

所定速度で下方に移動しかくして溶融状態

の前記ロッド状素材を連続的に凝固させ，一

方向的な凝固組織もしくは，単結晶にするこ

とを特徴とする。希土類金属と選移金属とか

らなる巨大磁歪合金ロッドの製造方法。

2）前記ルツボとして，その下部が30から 100

度の角度の円錐状に形成された，セラミック

ス製のルツボを使用する， 請求項1記載の製

造方法。

3）前記ルツボの前記円錐状の下端に細穴を設

け，前記細穴内に， く111＞方位及びく112>

方位のいずれかの種結晶を充填する，請求項

2記載の製造方法。
4）前記ルツボが，熱分解窒化ボロン（P

BN），酸化カルシウム（CaO），酸化イット

リウム（Y203），酸化ジコルニウム（Zr02)

及び酸化マグネシウム （MgO）の少なくと

もlつを主成分とするセラミ ックス製である。

請求項1から 3のいずれかの 1つに記載の製

造方法。

5）前記ロッド状素材を，下記式によって求め

られる速度によって移動する， 請求項1記載

の製造方法。

V2=V1Ri2/Ri 

但し，V1：ルツボの移動速度

V2：ロッド状素材の移動速度

R l：ルツボの内径
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R2・ロッド状素材の直径

6）前記ロッド状素材の溶融状態を赤外線カメ

ラによって監視し，その溶融状態によって，

前記ルツボ及び前記ロッド状素材の少なくと

も一方の移動速度を制御する，請求項1記載

の製造方法。

(67）巨大磁歪合金ロッドの製造方法

出願日元年6月30日

1 ）固体状の磁歪合金をルツボ内に収容し，円I]

記ルツボを，所定の温度勾配を有する炉内に

入れ，前記ルツボを加熱して，前記ルツボ内

の磁歪合金を溶融し，次いで，前記ルツボお

よび前記炉の何れか一方を移動し，前記ルツ

ボを冷却して，前記ルツボ内の溶融した磁歪

合金を凝固させそして単結品に結晶化させる

ことからなる，磁歪合金ロッド製造方法にお

いて，前記磁歪合金として，少なくともディ

スポロシウム（Dy）とテルビウム（Tb）を

含む2種類以上の希土類金属と， 1種類以上

の遷移金属とからなる合金を使用し，前記ル

ツボ内の前記磁歪合金の溶融，凝固及び結晶

化を， 0.2から 10気圧の範囲内の圧力に保

たれた不活性ガス雰囲気下において行い，前

記ルツボ内における溶融状態の前記磁歪合金

の結晶化を， 1270°Cから 1180℃の範囲内に

おいて， 1cm当り 10から 100。Cの温度で低

下する温度勾配によって行い，そして，前記

ルツボ及び前記炉の何れか一方の移動速度を，

0. 1から 5.Omm/minの範囲内とすること

を特徴とする，巨大磁歪合金ロッドの製造方

法。

2）前記ルツボとして，その下部が30から 100

度の角度の円錐状に形成された，セラミック

ス製の円筒状ルツボを使用する， 請求項1記

載の巨大磁歪合金ロッドの製造方法。

3）前記ルツボが，熱分解窒化ボロン（P

BN），酸化カルシウム（CaO），酸化イット

リウム（Y203），酸化ジルコニウム（Zr02)

の少なくとも 1つを主成分とするセラミック

ス製である。請求項1又は2記載の巨大磁歪

合金ロッドの製造方法。



(68）水中採泥器

出願日元年7月7日

海底表面における泥土等を採取するための

水中採泥器を，キャップの上部に中心軸を同

じくして配置した頚部と，上記キャップの内

面下方に突設した内筒と，該内簡の外周部を

覆う着脱自在の外筒とよりなるサンプラと，

上記サンプラを収納するサンプラ収納部と，

高圧ガスを収容する高圧ガス室とを備え，該

高圧ガス室の高圧ガスによりサンプラ収納部

内を与圧するようにした保圧容器とより構成

したことを特徴とする水中採泥器。

(69）生物飼育用高圧水槽

出願日元年7月7日

1 ) lOOOkgf/ crrf以上の高圧に耐え，かっ外部

から観察するための観察窓を備えた水槽と，

該水槽内に海水を循環させるための海水循環

システムと，該循環海水の温度，圧力，水質

等を制御するための制御装置と，海底を再現

する砂層とを備えて構成されていることを特

徴とする生物飼育用高圧水槽。

2）上記生物飼育用高圧水槽において，砂層内

に配設されたヒータと，熱水系ガスを溶存さ

せた水を砂層中に噴出させるための水噴出装

置とを備えたことを特徴とする請求項1記載

の生物飼育用高圧水槽。

(70）希釈分注装置

出願日元年7月7日

1 ）移動自在の仕切り壁を有する複数個の槽を

開問弁を介し直列に接続してなる槽列と，容

器内に収納された試料を上記槽列の各槽へ容

器内と同一環境下に供給する試料供給手段と

各槽に個別に所定量の希釈液を供給する希釈

液定量供給手段と，上記槽列の隣接する各2

槽聞の前段の槽より後段の槽へ所定量の液を

移送する定量移送手段と，上記槽列の各槽よ

り槽内の試料を大気に接触しないように取り

出す試料取出手段とを備えて構成されたこと

を特徴とする希釈分注装置。

2）上記槽列の各槽が撹持機を備えていること

を特徴とする請求項 llこ記載の希釈分注装置。
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3）上記希釈液供給手段が，希釈液貯槽と，該

貯槽と各槽の下部とを接続する配管と，該配

管に備えた計量ポンプとよりなることを特徴

とする請求項1に記載の希釈分注装置。

4）上記定量移送手段が，希釈液貯槽と，該貯

槽と各槽の上部とを接続する配管と，該配管

に備えた計量ポンプとよりなることを特徴と

する請求項1に記載の希釈分注装置。

5）上記希釈液貯槽がアキュムレータであるこ

とを特徴とする請求項 1及び4に記載の希釈

分注装置。

6）上記試料取出手段が，上記各槽とアキュム

レータ聞に着脱自在に接続される容器であっ

て，上記定量移送手段により槽内の試料を所

定量容器内に移送するように構成されている

ことを特徴とする請求項1に記載の希釈分注

装置。

(71）希釈分注設備

出願日元年7月7日

1 ）外部より高圧の海水を供給して海底と同じ

圧力を保持し得る高圧水槽内に，採泥器から

試料を取出すための試料取出し手段取り出す，

上記取出した試料を希釈し分注するための希

釈分注手段とを備えて構成されていることを

特徴とする希釈分注設備。

2 ）上記希釈分注手段が，内部に水圧差により

移動可能な仕切りを有する容器と，該容器へ

の送水管とを備えて構成されていることを特

徴とする請求項1に記載の希釈分注設備。

(72）造波装置

出願日元年8月10日

浮力を持つ造波体，同造波体に上下方向の

いづれかの駆動力を伝達するワイヤー，及び

同ワイヤーによって造波体に伝達される駆動

力と逆方向の力を上記造波体に作用させるパ

ネを備えたことを特徴とする造波装置。

(73）波力利用機能を備えた海洋構造物

出願日元年10月5日

1 ）浮力室の前部に，前面に海水流出入開口部

を備えた空気室を設け，該空気室に波エネル



ギーにより動力を発生させるようにエネルギ一

変換させる波エネルギ一変換装置を付随させ

て設置し，且つ上記空気室の上部前面部に円

昧を付すと共に，上部浮力室の後部に，安定

板を一体に配置し，更に浮力タンクを備えて

ることを特徴とする浮力利用機能を備えた海

洋構造物。

2）安定板を後方へ向けて下り傾斜となるよう

に配置し，且つ該安定板の後端部上面に浮力

タンクを設置し，側方から見て全体的に鯨の

形状をなすようにした請求項1記載の波力利

用機能を備えた海洋構造物。

3）請求項l，又は2記載の波力利用機能を備

えた海洋構造物を，波の方向に対し直交する

ように複数個並べて海上に浮遊させて係留し

且つ該各海洋構造物同士を，人の往来ができ

る渡り通路で連結してなることを特徴とする

波力利用機能を備えた海洋構造物。

(74）波エネルギー利用海洋構造物

出願日元年10月5日

浮力室と前面に海水流出入関口部を備えた

空気室とを一体化させ，波エネルギーにより

動力を発生させるようにエネルギ一変換させ

る波エネルギ一変換装置を上記空気室に付随

して備えてある海洋構造物本体の後部に，ポ

ンツーンにプール， レストハウスの如き諸設

備を装備させてなる付帯施設を配置して一体

化させたことを特徴とする波エネルギ一利用

海洋構造物。

(75）深海微小生物実験施設

出願日元年11月10日

500～1200kg/cnfの内圧を有するチャンパ

と，該チャンパに所定ガスを供給，排気する

ための外部循環配管系と，該チャンパ内に配

置した移動式マニピュレータ及びテレビカメ

ラと，該マニピュレータ及びテレビカメラを

チャンパ外部から操作するための遠隔操作装

置とを備えて構成されていることを特徴とす

る深海微小生物実験施設。

(76）高圧実験水槽

出願日 2年 1月31日

円面の中心回りに回転可能に設けられ耐圧

容器内を主室と副室とに仕切る円板状の耐圧

壁と，同耐圧壁にその回転中心より外方に主

室開口蓋によって開閉可能に設けられ主室と

副室との聞を連通する副室開口部と，主室と

副室の双方に到達可能にかっ外部より遠隔操

作可能に設けられたマニピュレータと，外部

より主室及び副室の内部観察可能に設けられ

た監視窓とを具備してなることを特徴とする

高圧実験水槽。

工業所有権登録等状況

区 分 登 録 出願中 備 考

特 許 10 57 

(6) (4) （）は外国出願数

実 用新案 6 11 

商 標 5 

ょ，思云注ユ 匠 。
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